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「
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」と
は
？

―
新
漁
業
法
の
施
行
を
控
え
て

昨
年
一
二
月
に
ほ
と
ん
ど
審
議
時
間
無
し
で
成

立
し
て
し
ま
っ
た
改
訂
漁
業
法
（
以
下
、
新
漁
業

法
と
い
う
）
は
、
成
立
後
二
年
以
内
に
施
行
さ
れ

る
と
の
こ
と
で
、
現
在
は
施
行
に
向
け
て
の
政
令
・
省
令
・
通
達

等
の
作
成
作
業
が
続
け
ら
れ
て
い
る
と
い
う
。
新
漁
業
法
は
現
行

漁
業
法
の
根
幹
部
分
を
大
き
く
変
更
し
て
お
り
、
特
に
、
①
資
源

管
理
の
原
則
を
「
科
学
的
」
と
さ
れ
る
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
規
制
に
変

更
し
た
こ
と
、
②
企
業
的
経
営
体
の
操
業
・
資
本
投
下
を
大
幅
に

自
由
化
し
た
こ
と
、
③
沿
岸
漁
場
の
利
用
方
式
を
地
元
漁
業
者
優

先
か
ら
参
入
希
望
企
業
優
先
へ
と
変
更
し
た
こ
と
、
④
全
体
と
し

て
行
政
の
裁
量
権
を
強
化
し
た
こ
と
の
四
点
に
お
い
て
、
現
行
法

と
は
不
連
続
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
そ
れ
だ
け
に
、
こ
れ
ら
の

規
程
が
現
場
の
操
業
秩
序
を
攪
乱
す
る
こ
と
に
な
ら
な
い
か
、
大

い
に
憂
慮
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

改
訂
内
容
に
お
い
て
危
惧
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
、
行
政
の
裁
量

権
が
大
幅
に
強
化
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
漁
業
法
制
が
水
産
行

政
機
関
に
公
平
な
行
政
規
律
を
守
ら
せ
る
た
め
の
規
則
か
ら
、
行

政
機
関
の
恣
意
的
決
定
を
支
え
る
規
則
に
変
質
し
て
し
ま
う
の
で

は
な
い
か
と
い
う
点
で
あ
る
。
各
経
営
体
や
漁
業
者
集
団
の
漁
場

利
用
方
式
が
「
適
切
・
有
効
」
で
あ
る
と
行
政
機
関
が
判
断
す
れ

ば
、
従
前
の
権
利
者
の
免
許
が
更
新
さ
れ
、「
否
」
と
判
断
す
れ

ば
競
願
者
の
中
か
ら
行
政
が
「
適
切
」
と
判
断
す
る
者
を
自
由
に

新
規
の
漁
業
権
者
と
し
て
選
択
で
き
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る

か
ら
、
行
政
が
そ
の
権
限
を
「
適
切
・
有
効
」
に
行
使
せ
ず
に
、

参
入
企
業
偏
重
の
恣
意
的
な
判
断
を
す
る
の
で
は
な
い
か
と
危
惧

さ
れ
る
の
で
あ
る
。
ま
し
て
や
新
法
施
行
に
向
け
た
一
連
の
作
業

が
、
対
話
を
嫌
い
専
断
の
目
立
つ
安
倍
内
閣
の
「
成
長
産
業
化
」

路
線
の
下
で
な
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
か
ら
、「
行
政
は
無
茶
は

し
な
い
だ
ろ
う
」
な
ど
と
呑
気
に
構
え
て
は
い
ら
れ
な
い
の
で
あ

る
。
農
業
に
お
け
る
規
模
拡
大
が
農
地
の
所
有
者
と
利
用
者
の
利

害
の
相
違
に
よ
っ
て
容
易
に
進
ま
な
い
の
に
対
し
て
、
漁
場
に
は

私
的
所
有
者
が
い
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
行
政
が
漁
業
権
を
免
許

す
る
方
式
を
変
更
す
る
だ
け
で
、
企
業
的
経
営
体
が
漁
場
・
資
源

の
多
く
を
占
有
す
る
状
態
が
一
気
に
進
み
得
る
か
ら
で
あ
る
。

新
法
の
条
文
の
中
で
こ
う
し
た
事
態
に
対
す
る
歯
止
め
の
手
続

き
と
な
り
そ
う
な
も
の
は
、
行
政
機
関
が
意
思
決
定
を
す
る
際
に

義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
、
関
係
者
・
関
係
機
関
等
の
意
見
を
「
聴

か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」と
い
う
規
程
だ
け
で
あ
る
。
し
か
し「
聴

か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
い
う
規
程
の
効
果
は
、
は
な
は
だ
お

ぼ
つ
か
な
い
。
そ
れ
は
実
質
的
に
は
、「
意
見
を
述
べ
る
機
会
を

与
え
さ
え
す
れ
ば
よ
い
」
と
言
い
換
え
た
方
が
正
確
と
い
う
べ

き
、
形
式
的
な
規
程
に
過
ぎ
な
い
運
用
が
な
さ
れ
て
い
る
か
ら
で

あ
る
。
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共
同
漁
業
権
漁
場
の
中
に
企
業
的
経
営
体
用
の
区
画
漁
業
権
を

設
定
す
る
と
い
っ
た
重
要
事
項
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
に
よ
っ
て
地

元
漁
業
者
の
操
業
で
き
る
漁
場
範
囲
が
大
幅
に
減
る
可
能
性
が
高

い
の
で
あ
る
か
ら
、「
意
見
を
聴
く
」
だ
け
で
は
な
く
、
行
政
の

側
が
「
表
明
さ
れ
た
意
見
を
ど
の
よ
う
に
理
解
し
、
決
定
に
ど
う

反
映
さ
せ
た
か
」
に
つ
い
て
公
開
す
る
こ
と
が
、
無
茶
な
運
用
を

回
避
し
て
納
得
し
あ
え
る
結
論
に
至
る
た
め
に
ぜ
ひ
と
も
必
要
で

あ
る
。
特
に
、
限
ら
れ
た
優
良
漁
場
が
新
規
参
入
希
望
企
業
に
よ

っ
て
従
前
の
地
元
漁
業
者
か
ら
奪
わ
れ
て
し
ま
う
可
能
性
が
あ
る

よ
う
な
場
合
に
は
、「
意
見
を
聴
く
」
と
い
う
表
現
で
は
な
く
、「
地

元
漁
業
者
（
漁
協
）
の
了
解
を
得
な
け
れ
ば
漁
場
免
許
者
を
変
更

で
き
な
い
」
と
い
っ
た
内
容
に
変
更
す
べ
き
で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
、
表
明
さ
れ
た
意
見
を
尊
重
す
べ
き
と
い
う
方
向
で

書
か
れ
て
い
る
箇
所
が
新
法
の
中
に
一
か
所
だ
け
あ
る
。
海
区
漁

場
計
画
の
作
成
手
続
き
に
つ
い
て
の
第
六
四
条
が
そ
れ
で
あ
る

が
、
そ
の
第
一
項
は
漁
場
計
画
作
成
に
際
し
て
「
知
事
は
…
当
該

海
区
に
お
い
て
漁
業
を
営
む
者
、
漁
業
を
営
も
う
と
す
る
者
そ
の

他
の
利
害
関
係
人
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」（
第
一

項
）
と
し
た
上
で
、
さ
ら
に
、「
聴
い
た
意
見
に
つ
い
て
検
討
を

加
え
、
そ
の
結
果
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」（
第
二
項
）、

「
前
項
の
検
討
の
結
果
を
踏
ま
え
て
海
区
漁
場
計
画
の
案
を
作
成

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」（
第
三
項
）
と
畳
み
か
け
て
い
る
の
で

あ
る
。
こ
の
よ
う
に
こ
の
部
分
だ
け
は
「
聴
け
ば
よ
い
」
と
い
う

内
容
で
は
な
く
、
都
道
府
県
行
政
に
対
し
て
聞
い
た
内
容
を
尊
重

す
る
こ
と
を
強
く
求
め
た
表
現
に
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
な
ぜ

で
あ
ろ
う
か
？

答
は
簡
単
で
あ
る
。
法
改
訂
を
要
求
し
て
そ
れ
を
実
現
し
た
規

制
改
革
推
進
グ
ル
ー
プ
が
、
企
業
的
経
営
体
へ
の
区
画
漁
業
権
免

許
を
申
請
す
る
際
に
、
そ
の
申
請
が
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
場
合
に

は
そ
の
経
過
に
つ
い
て
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
張
る
た
め
に
、
情
報
公

開
が
有
利
だ
と
踏
ん
で
い
る
の
で
あ
ろ
う
。
し
た
が
っ
て
、
他
の

大
部
分
の
箇
所
で
は
「
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
の
実
質
的
な

意
味
が
、「
聴
き
っ
ぱ
な
し
で
よ
い
」
と
い
う
内
容
に
な
っ
て
い

る
の
に
対
し
て
、
こ
の
部
分
だ
け
は
聴
い
た
意
見
を
取
り
入
れ
た

漁
場
計
画
を
作
成
す
る
と
こ
ろ
ま
で
、
都
道
府
県
行
政
の
意
思
決

定
に
注
文
を
つ
け
得
る
表
現
に
し
て
い
る
と
解
釈
で
き
る
。

と
は
い
え
双
方
の
主
張
に
つ
い
て
の
行
政
当
局
の
判
断
の
根
拠

が
提
示
さ
れ
る
こ
と
は
、
議
論
の
機
会
が
増
え
、
行
政
の
裁
量
権

を
縛
る
効
果
を
も
た
ら
す
可
能
性
を
高
め
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、

地
元
漁
業
者
に
と
っ
て
好
都
合
な
こ
と
で
あ
り
、
受
け
て
立
つ
べ

き
も
の
で
あ
ろ
う
。
新
規
参
入
企
業
に
比
較
し
て
不
利
な
立
場
に

立
た
さ
れ
や
す
い
地
元
沿
岸
漁
業
者
・
漁
協
と
し
て
は
、
対
抗
す

る
意
見
を
表
明
し
、そ
の
取
扱
い
に
つ
い
て
監
視
・
点
検
を
強
め
、

自
ら
の
主
張
の
妥
当
性
を
主
張
す
る
機
会
と
し
て
こ
の
規
程
を
活

用
す
べ
き
で
あ
る
し
、
そ
れ
を
通
じ
て
全
国
の
沿
岸
漁
業
者
の
結

束
を
強
め
て
行
く
効
果
も
追
求
し
た
い
も
の
で
あ
る
。（
Ｋ
Ｋ
）
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平
成
（
一
九
八
九
―
二
〇
一
八
）
三
〇
年
間
に
お
い
て
日
本
の
係
っ
た
主
要
な
農
産
物
貿
易
交
渉
は
、

①
ガ
ッ
ト
・
ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
（
一
九
八
六
↓
一
九
九
三
）、

②
Ｗ
Ｔ
Ｏ
農
業
交
渉
（
二
〇
〇
〇
―
）、

③
太
平
洋
地
域
一
二
か
国
（
の
ち
、
一
一
か
国
）
に
よ
る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
（
二
〇
一
〇
↓
二
〇
一
八
）、

④
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
交
渉
（
二
〇
一
三
↓
二
〇
一
七
）
の
四
つ
で
あ
り
、
さ
ら
に
、

⑤
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
―
日
豪
Ｆ
Ｔ
Ａ
、
東
ア
ジ
ア
地
域
協
定
交
渉
な
ど
―

⑥
大
型
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
＝
日
米
貿
易
交
渉
（
二
〇
一
七
↓
二
〇
一
九
）
が
あ
る
。

こ
の
う
ち
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
交
渉
は
二
〇
〇
八
年
に
行
き
詰
ま
り
、
今
日
に
至
る
も
妥
結
し
て
い
な
い
。
ほ
か
は
、
合
意
・
妥
結
し
た
。

交
渉
が
行
わ
れ
た
順
に
、
交
渉
の
経
緯
、
妥
結
内
容（
妥
結
に
至
ら
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
背
景
）に
つ
い
て
示
し
、
検
討
す
る
。

日
本
農
業
の
課
題
：
各
章
に
お
い
て
、
そ
の
章
の
結
語
と
し
て
、
提
示
す
る
。

平
成
の
農
産
物
貿
易
交
渉
の
総
括
と
日
本
農
業
の
課
題

服
部
信
司
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Ⅰ

は
じ
め
に

ガ
ッ
ト
（G

eneralA
greem

ent
of
T
ariff

and
T
rade:

関

税
と
貿
易
に
つ
い
て
の
一
般
協
定
。
同
時
に
、
そ
の
た
め
の
国
際

組
織
。
以
下
、
ガ
ッ
ト
）
の
下
で
、
一
九
八
六
年
九
月
ウ
ル
グ
ア

イ
で
始
ま
っ
た
第
八
回
目
の
多
国
間
貿
易
交
渉
（
表
1
）
は
、
一

九
九
三
年
一
二
月
に
妥
結
・
合
意
し
た
。

農
業
合
意
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
次
の
三
点
で
あ
っ
た
。

①

関
税
以
外
の
す
べ
て
の
国
境
措
置
を
関
税
化
す
る
（
一
律

関
税
化
）。

②

輸
出
補
助
金
に
つ
い
て
各
品
目
の
数
量
も
規
制
（
削
減
対

象
と
）
す
る
。

③

国
内
保
護
も
削
減
対
象
と
す
る
。

こ
の
ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
（
以
下
、
Ｕ
Ｒ
と
略
）
農
業
交

渉
に
つ
い
て
、
⑴
交
渉
の
背
景
、
⑵
交
渉
の
プ
レ
イ
ヤ
ー
と
交
渉

の
経
緯
、
⑶
合
意
内
容
、
⑷
Ｕ
Ｒ
合
意
に
基
づ
く
わ
が
国
の
約
束

と
実
施
、
の
順
に
検
討
し
て
い
く
こ
と
と
す
る
。

Ⅱ

交
渉
の
背
景
：
輸
出
補
助
金
を
用
い
た

米
欧
輸
出
競
争

⑴

交
渉
の
プ
レ
イ
ヤ
ー
：
米
・
Ｅ
Ｕ
・
日
・
豪
が
中
心

Ｕ
Ｒ
交
渉
に
は
、
一
二
八
か
国
が
参
加
し
た
。
そ
の
前
の
東
京

ラ
ウ
ン
ド
の
参
加
国
は
九
九
か
国
で
あ
っ
た
か
ら
、
過
去
最
大
の

参
加
規
模
の
交
渉
と
な
っ
た
わ
け
で
あ
る
。

そ
の
中
心
プ
レ
イ
ヤ
ー
は
、
ア
メ
リ
カ
、
Ｅ
Ｕ
（
表
2
）、
日

本
、
豪
州
の
四
か
国
・
地
域
。
豪
州
は
、
ケ
ア
ン
ズ
・
グ
ル
ー
プ

一
三
か
国
（
一
九
八
六
年
）（
表
3
）
の
盟
主
と
し
て
、
交
渉
に

臨
ん
だ
の
で
あ
る
。

ガ
ッ
ト
・
ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
農
業
交
渉

（
一
九
八
六
―

一
九
九
三
）

東
洋
大
学
名
誉
教
授
・
国
際
農
政
研
究
所
代
表

服
部
信
司
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（表1）ガット一般関税・貿易交渉

資料：三宅正太郎『貿易摩擦とガット』（日本関税協会、1985年）62ページ。
注：1）当時のアメリカの国務長官の名前にちなむ。
2）開催を呼びかけたアメリカのケネディ大統領額にちなむ。
3）スタートが宣言された閣僚会議の開催地であった東京にちなむ。

（表2）EC加盟国（1990年の12か国）

資料：服部信司『ガット農業交渉』毎日新聞社／富民協会、1990年9月、37ページ。

（表3）ケアンズ1）・グループ：ガット加盟13か国

注1）1986年オーストラリアのケアンズに集まった輸出補助金を用いていない農産物輸出国
資料：服部信司『WTO農業交渉2004』農林統計協会、2004年10月、7ページ。

譲許税目数
45，000
5，000

8，700

3，000
4，000
30，300
33，000

参加国数
23
32

34

22
23
46
99
128

場 所
ジュネーブ
アヌシー
（フランス）
トーキー
（イギリス）
ジュネーブ
〃
〃
〃
〃

時 期
1947
1949

1950～51

1956
1961～62
1964～67
1973～79
1986～93

関税―貿易交渉名（別名）

デイロン1）・ラウンド
ケネディ2）・ラウンド
東京3）・ラウンド
ウルグアイ・ラウンド

第1回
2

3

4
5
6
7
8

輸出農産物
小 麦
小麦、トウモロコシ
大豆、オレンジジュース
牛 肉
果 物
コーヒー
小麦、牛肉、羊毛
乳製品
コメ、トウモロコシ
砂糖、パイナップル
パーム油
天然ゴム
小 麦

国 名
カ ナ ダ
ア ル ゼ ン チ ン
ブ ラ ジ ル
ウ ル グ ア イ
チ リ
コ ロ ン ビ ア
オーストラリア
ニュージーランド
タ イ
フ ィ リ ピ ン
マ レ ー シ ア
イ ン ド ネ シ ア
ハ ン ガ リ ー

北 米
中 南 米

オセアニア

ア ジ ア

東 欧

フランス、西ドイツ、イタリア、オランダ、
ベルギー、ルクセンブルグ
イギリス、アイルランド、デンマーク
ギリシャ
スペイン、ポルトガル

1958年加盟

1973年加盟
1981年加盟
1986年加盟
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⑵

交
渉
の
焦
点
＝
農
業
交
渉

Ｕ
Ｒ
交
渉
は
、
三
分
野
一
五
グ
ル
ー
プ
の
多
く
に
わ
た
っ
て
い

た
。
そ
の
特
徴
は
、
交
渉
全
体
の
焦
点
に
農
業
が
位
置
し
て
い
た

こ
と
で
あ
る
。

Ｕ
Ｒ
の
主
唱
者
で
あ
る
ア
メ
リ
カ
と
ケ
ア
ン
ズ
・
グ
ル
ー
プ
諸

国
（
豪
州
・
カ
ナ
ダ
な
ど
�
輸
出
補
助
金
を
用
い
て
い
な
い
農
産

物
輸
出
一
三
か
国
�）が
、「
農
業
に
つ
い
て
の
合
意
が
な
け
れ
ば
、

他
分
野
に
つ
い
て
の
合
意
も
な
い
」と
し
た
か
ら
で
あ
る
。実
際
、

い
く
つ
か
の
交
渉
分
野
は
、
農
業
が
合
意
に
達
し
て
、
は
じ
め
て

合
意
し
た
と
い
わ
れ
る（
1
）。

な
ぜ
、
ア
メ
リ
カ
は
、
Ｕ
Ｒ
の
焦
点
に
農
業
交
渉
を
設
定
し
た

の
か
。
そ
れ
に
は
、
次
の
よ
う
な
理
由
が
あ
っ
た
。

①

Ｕ
Ｒ
の
始
ま
っ
た
一
九
八
六
年
に
至
る
八
〇
年
代
前
半
に

お
い
て
、
ア
メ
リ
カ
の
農
産
物
輸
出
額
は
、
八
一
年
の
四
三

八
億
ド
ル
か
ら
八
六
年
二
六
三
億
ド
ル
へ
と
四
〇
％
も
減
少

し（
2
）、そ
の
農
産
物
貿
易
黒
字
額
も
八
〇
年
二
三
九
億
ド
ル

か
ら
八
六
年
四
八
億
ド
ル
へ
と
五
分
の
一
に
激
減
し
た（
3
）。

こ
う
し
た
輸
出
減
は
、
世
界
の
輸
入
需
要
が
八
〇
年
代
に
入
っ

て
減
少
な
い
し
停
滞
に
転
じ
た
こ
と
、
穀
物
輸
出
圏
に
転
じ
た
Ｅ

Ｕ
が
、
輸
出
補
助
金
を
用
い
た
輸
出
に
よ
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
の
輸

出
市
場
に
進
出
し
た
こ
と
か
ら
生
ま
れ
た
の
で
あ
る
。

②

こ
の
ア
メ
リ
カ
の
農
産
物
輸
出
の
減
少
と
農
産
物
貿
易
黒

字
の
激
減
は
、
ア
メ
リ
カ
の
貿
易
赤
字
が
一
九
八
〇
年
の
二

五
四
億
ド
ル
か
ら
八
六
年
の
一
、
四
四
〇
億
ド
ル（
4
）へ
と

五
・
七
倍
に
激
増
す
る
な
か
に
お
い
て
発
生
し
た
。

こ
こ
か
ら
、
Ｕ
Ｒ
交
渉
に
お
い
て
、
Ｅ
Ｕ
の
輸
出
補
助
金
を
撤

廃
な
い
し
大
幅
に
削
減
さ
せ
る
こ
と
、
ア
メ
リ
カ
の
農
産
物
輸
出

に
と
っ
て
障
壁
と
な
っ
て
い
る
他
国
の
国
境
措
置
（
Ｅ
Ｕ
の
輸
入

課
徴
金
、
日
本
の
米
に
つ
い
て
の
輸
入
制
限
な
ど
）
を
引
き
下
げ

て
い
く
こ
と
が
、
単
に
ア
メ
リ
カ
農
業
に
と
っ
て
だ
け
で
な
く
、

ア
メ
リ
カ
全
体
の
課
題
と
な
っ
て
い
た
。

③

同
時
に
、
輸
出
補
助
金
を
用
い
て
い
な
い
（
用
い
よ
う
に

も
、
そ
の
財
政
的
余
裕
が
な
い
）
農
産
物
輸
出
国
＝
ケ
ア
ン

ズ
・
グ
ル
ー
プ
に
と
っ
て
は
、
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
輸
出
補
助
金
の

使
用
と
そ
れ
に
対
抗
し
た
ア
メ
リ
カ
の
輸
出
補
助
金
付
き
輸

出
へ
の
着
手
に
よ
っ
て
、
輸
出
価
格
が
人
為
的
に
引
き
下
げ

ら
れ
た
こ
と
は
、農
産
物
貿
易
の
著
し
い
歪
み
を
意
味
し
た
。

ま
た
、
そ
れ
は
、
農
産
物
輸
出
が
輸
出
全
体
の
な
か
で
大

き
な
ウ
エ
イ
ト
を
占
め
る
こ
れ
ら
ケ
ア
ン
ズ
・
グ
ル
ー
プ
諸

国
に
と
っ
て
は
、
極
め
て
重
大
な
事
態
で
あ
っ
た
。

こ
う
し
た
事
情
に
よ
り
、
農
業
交
渉
は
、
Ｕ
Ｒ
交
渉
の
焦
点
に

位
置
す
る
に
至
っ
た
の
で
あ
る
。

⑶

Ｅ
Ｕ
の
国
境
措
置
と
輸
出
補
助
金
制
度

図
1
が
、
八
〇
年
代
の
Ｅ
Ｕ
（
八
〇
年
代
の
Ｅ
Ｃ
。
以
降
も
Ｅ

Ｕ
と
す
る
）
に
お
け
る
国
境
措
置
と
価
格
支
持
制
度
、
図
2
が
小

麦
の
場
合
の
具
体
的
な
価
格
関
係
を
示
す
。

ガット・ウルグアイ・ラウンド農業交渉（一九八六―一九九三）���������

７



輸
入
課
徴
金

国
際
市
場
価
格

国
際
市
場
価
格

域　

内　

市　

場　

価　

格

境　

界　

価　

格

２）

市
場
介
入
価
格

3）

指　

標　

価　

格

1）

運賃・諸掛かり

輸　入 （域　内） 輸　出

輸出
補助金

0

50

100

150

200

250

300

（ドル/トン）

230

（316）
（322）

（233）

155

86

最
低
輸
入
価
格

輸
入
課
徴
金

境
界
価
格

指
標
価
格 市

場
介
入
価
格

EC域内

域
内
市
場
価
格

輸
出
補
助
金

E
C
輸
出
価
格

コスト

①

指
標
価
格
が
全
体
の
政
策
価
格
の
基
準
と
な
っ
て
お
り
、

こ
れ
は
、「
生
産
者
が
実
現
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
価
格
」
と

し
て
、
生
産
費
・
需
給
事
情
等
を
勘
案
し
て
決
め
ら
れ
た
。

②

こ
の
指
標
価
格
か
ら
、
運
賃
・
諸
掛
り
（
域
内
最
不
足
地

域
＝
西
ド
イ
ツ
の
デ
ユ
イ
ス
ブ
ル
ク
か
ら
オ
ラ
ン
ダ
の
ロ
ッ

テ
ル
ダ
ム
等
輸
入
港
ま
で
の
）
を
差
し
引
い
た
価
格
が
境
界

価
格
で
あ
る
。
Ｅ
Ｕ
へ
の
輸
入
農
産
物
は
、
こ
の
境
界

価
格
以
下
で
は
、
域
内
に
入
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

③

輸
入
農
産
物
に
対
し
て
は
、
境
界
価
格
か
ら
最
低
の

輸
入
価
格
を
差
し
引
い
た
額
が
、
課
徴
金
と
し
て
徴
収

さ
れ
た
。

④

こ
の
輸
入
課
徴
金
と
対
極
に
位
置
し
て
い
た
の
が
、

輸
出
補
助
金
（Export

R
efund

：
輸
出
払
戻
金
が
正

（図1）ECの小麦：輸出補助金・輸入課徴金・価格支持制度

資料：服部信司『ガット農業交渉』毎日新聞社／富民協会、1990年9月
注1）生産者が実現することが望ましい価格＝目標価格。
注2）指標価格から、運賃・諸掛かりを引いた価格。輸入農産物は、この価格を下回っては、

域内に入ることはできない。
注3）介入機関が、農産物を買い入れる際の基準となる価格。域内の市場価格を支える。

（図2）ECの小麦価格関係（1987年4月）

資料：服部信司『前掲書』40ページ
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79・80年度平均
86・87年度平均

3,000

2,000

1,000

0

△1,000

△1,740△1,740△1,740

2,5002,5002,500

△2,000
万トン

万トン

式
の
呼
称
）で
、域
内
市
場
価
格
と
国
際
市
場
価
格
と
の
差
に

つ
い
て
、
輸
出
を
行
う
穀
物
商
社
に
対
し
て
支
払
わ
れ
た
。

⑤

さ
ら
に
、
域
内
に
お
い
て
、
介
入
機
関
に
よ
り
、
域
内
市

場
価
格
を
下
支
え
す
る
市
場
介
入
活
動
が
行
わ
れ
た
。
そ
の

目
安
が
、
指
標
価
格
の
七
〇
％
く
ら
い
に
設
定
さ
れ
る
市
場

介
入
価
格
で
あ
っ
た
。

輸
入
課
徴
金
の
対
象
に
は
、
大
豆
以
外
の
ほ
ぼ
全
て
の
農
産
物

が
入
っ
て
お
り
、
そ
の
範
囲
は
極
め
て
広
く
包
括
的
で
あ
っ
た
。

Ｅ
Ｕ
は
、
こ
の
厳
し
い
国
境
措
置
の
も
と
で
域
内
農
業
を
保
護

す
る
と
と
も
に
、
輸
出
補
助
金
を
積
極
的
に
用
い
て
、
ア
メ
リ
カ

な
ど
の
輸
出
市
場
を
侵
食
し
て
、
穀
物
輸
出
を
拡
大
し
、
八
〇
年

代
に
は
、
穀
物
の
純
輸
出
圏
に
転
じ
た
の
で
あ
る
（
図
3
）。

こ
れ
に
対
し
、
ア
メ
リ
カ
も
、
輸
出
補
助
金
を
用
い
て
、
Ｅ
Ｕ

に
対
抗
し
、
ア
メ
リ
カ
の
輸
出
市
場
を
維
持
・
防
衛
し
よ
う
と
し

た
。こ
う
し
て
、八
〇
年
代
に
ア
メ
リ
カ
と
Ｅ
Ｕ
の
間
に
お
い
て
、

輸
出
補
助
金
を
用
い
た
は
げ
し
い
輸
出
合
戦
が
展
開
さ
れ
て
い
っ

た
の
で
あ
る
。
Ｕ
Ｒ
農
業
交
渉
は
、
そ
う
し
た
な
か
で
、
行
わ
れ

た
わ
け
で
あ
る
。

Ⅲ

Ｕ
Ｒ
農
業
交
渉
の
経
緯

⑴

主
要
国
の
最
終
提
案

A

ア
メ
リ
カ
（
一
九
九
〇
年
一
〇
月
）

①

輸
入
制
限
な
ど
の
す
べ
て
の
関
税
以
外
の
国
境
措
置
に
つ

い
て
、
そ
の
も
と
で
の
内
外
価
格
差
を
関
税
に
お
き
直
す
。

そ
の
関
税
を
一
〇
年
間
で
七
五
％
削
減
す
る
。
い
わ
ゆ
る

関
税
化
案
で
あ
る
。

②

さ
ら
に
、
輸
入
量
が
極
め
て
少
な
い
品
目
に
つ
い
て
は
、

国
内
消
費
量
の
三
％
を
低
い
関
税
で
即
時
開
放
。
そ
の
後
一

〇
年
間
で
、
そ
の
枠
を
五
・
二
五
％
に
拡
大
す
る
。
ミ
ニ
マ

ム
・
ア
ク
セ
ス
の
考
え
方
の
提
起
で
あ
る
。

③

生
産
の
拡
大
を
促
し
、
貿
易
を
歪
曲
す
る
国
内
政
策
に
つ

い
て
、
そ
の
保
護
水
準
｛「
内
外
価
格
差
」
×
「
生
産
量
」

＋
「
財
政
支
出
」｝
を
一
〇
年
間
で
七
五
％
削
減
す
る
。

④

輸
出
補
助
金
を
一
〇
年
間
で
九
〇
％
削
減
す
る
、
と
し
た

（
表
4
）。

B

Ｅ
Ｕ
（
一
九
九
〇
年
一
一
月
）

（図3）ＥＣ12の穀物純輸出量1）

注1）輸出マイナス輸入量
資料：USDA, World Grain Situation and

Outlook. March 1990,p.18より

ガット・ウルグアイ・ラウンド農業交渉（一九八六―一九九三）���������

９



こ
れ
に
対
し
、
Ｅ
Ｕ
は
、

①

関
税
化
に
つ
い
て
は
、
基
本
的
に
応
じ
る
。

②

国
内
支
持
の
削
減
率
を
一
〇
年
間
で
三
〇
％
削
減
と
し
、

関
税
削
減
率
も
同
じ
と
す
る
。

③

輸
出
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
独
自
の
削
減
率
は
設
定
し
な

い
、
と
し
た
（
前
掲
表
4
）。

関
税
化
の
原
則
は
受
け
入
れ
る
と
し
つ
つ
も
、
輸
出
補
助
金
を

交
渉
分
野
と
す
る
こ
と
は
、
拒
否
し
続
け
た
の
で
あ
る
。

C

日
本
（
一
九
九
〇
年
一
〇
月
）

日
本
の
態
度
に
も
触
れ
て
お
こ
う
。

わ
が
国
は
、

①

関
税
と
国
内
支
持
の
削
減
に
つ
い
て
、
Ｅ
Ｕ
と
同
様
、
各

三
〇
％
を
提
起
。

②

輸
出
補
助
金
は
撤
廃
す
べ
き
と
し
つ
つ
も
、

③

基
礎
的
食
料
は
、
関
税
化
の
例
外
と
す
べ
き
、
と
し
た
。

基
礎
的
食
料
（
わ
が
国
の
米
な
ど
）
に
つ
い
て
は
、
輸
入
制
限

が
認
め
ら
れ
る
べ
き
、
と
す
る
日
本
の
立
場
を
堅
持
し
た
の
で
あ

る
。

⑵

Ｅ
Ｕ
共
通
農
政
改
革
（
一
九
九
二
年
五
月
）

ア
メ
リ
カ
の
最
終
提
案
を
通
し
て
対
応
を
問
わ
れ
た
の
は
、
Ｅ

Ｕ
で
あ
っ
た
。
輸
出
補
助
金
を
交
渉
分
野
（
保
護
削
減
対
象
）
と

す
べ
き
、
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
ア
メ
リ
カ
だ
け
で
は
な
く
、

ケ
ア
ン
ズ
・
グ
ル
ー
プ
や
わ
が
国
も
同
じ
主
張
で
あ
り
、
反
対
し

（表4）UR交渉におけるアメリカ、EU、日本の最終提案（1990年10月～11月）

資料：服部信司 前掲『WTO農業交渉』11ページ

輸出補助

○10年間で90％削減。
○基準：86～88年

○独自の削減幅は設
けない。

○撤廃すべき。

国境保護

○すべての輸入制限を関税化（関
税に置き直し）、10年間で75％
削減。10年後に関税率を国際価
格の50％以下とする。
○国内消費量の3％を即開放。そ
の後10年間で、その輸入枠を
5．25％にふやす。
基準：86～88年

○条件付き（ダイズ等の関税引き
上げ）で、輸入課徴金制度の一
部を関税化する。
○削減率は、域内支持の削減率に
合わせる。

○国内支持と国境保護について、10年間で30％削減。
○基準：86年
○基礎的食料は食料安全保障上、開税化の例外とする。

国内支持

○生産を拡大し、貿
易を歪曲する政策
について10年間で
75％削減。
○基準：86～88年
平均

○1987→96年の10年
間で30％削減。
○基準：86年

ア
メ
リ
カ

Ｅ

Ｕ

日

本

���������ガット・ウルグアイ・ラウンド農業交渉（一九八六―一九九三）

１０



て
い
た
の
は
、
Ｅ
Ｕ
だ
け
で
あ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
Ｅ
Ｕ
は
、
孤

立
し
た
と
い
え
る
。

こ
こ
か
ら
、
Ｅ
Ｕ
は
、
輸
出
補
助
金
問
題
に
対
応
し
得
る
体
制

を
作
り
だ
す
た
め
に
、
急
き
ょ
、
共
通
農
政
改
革
に
着
手
し
て
い

く
。閣

僚
会
合
の
わ
ず
か
一
か
月
後
、
一
九
九
一
年
一
月
末
に
、
Ｅ

Ｕ
農
業
委
員
マ
ク
シ
ャ
ー
リ
は
、
改
革
に
つ
い
て
の
マ
ク
シ
ャ
ー

リ
案
を
提
起
し
た
。
そ
の
半
年
後
に
は
、
改
革
案
が
Ｅ
Ｕ
委
員
会

に
お
い
て
ま
と
ま
る
。
異
例
の
速
さ
で
あ
っ
た
と
い
っ
て
い
い
。

こ
の
速
さ
の
な
か
に
、
Ｅ
Ｕ
の
陥
っ
て
い
た
厳
し
い
状
態
が
示

さ
れ
て
い
た
と
い
え
よ
う
。

共
通
農
政
改
革
は
、
次
の
三
点
を
骨
子
と
し
て
い
た（
表
5
）。

①

支
持
価
格
の
引
き
下
げ
：
穀
物
の
支
持
価
格
を
二
九
％
引

き
下
げ
る
。

②

直
接
支
払
い
の
導
入
：
そ
の
引
き
下
げ
た
分
を
、
直
接
支

払
い
で
補
償
す
る
。

③

生
産
調
整
の
導
入
：
直
接
支
払
い
を
得
る
た
め
に
は
、
一

五
％
の
減
反
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

改
革
の
中
心
は
、
生
産
調
整
と
直
接
支
払
い
の
導
入
で
あ
る
。

一
九
六
〇
年
代
に
共
通
農
業
政
策
が
発
足
し
て
以
降
、
そ
の
な

か
に
、
生
産
調
整
は
含
ま
れ
て
い
な
か
っ
た
。
こ
の
改
革
に
お
い

て
、
生
産
調
整
が
導
入
さ
れ
、
そ
れ
に
よ
っ
て
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会
は
、

は
じ
め
て
、
輸
出
補
助
金
の
削
減
交
渉
に
応
じ
る
こ
と
が
可
能
に

な
っ
た
。
Ｅ
Ｕ
に
お
い
て
は
、
輸
出
補
助
金
の
削
減
は
、
ス
ト
レ

ー
ト
に
生
産
の
削
減
に
結
び
つ
く
か
ら
で
あ
る
。

こ
の
共
通
農
政
改
革
案
が
ま
と
ま
っ
た
の
は
九
一
年
七
月
で
あ

っ
た
。
こ
れ
を
契
機
に
、
ア
メ
リ
カ
と
Ｅ
Ｕ
の
交
渉
（
二
国
間
の

秘
密
交
渉
）
が
進
め
ら
れ
た
。

（表5）EUの共通農政改革1）（1992年5月）

注：1）最終合意内容。当初の改革案は，91年7月にEU委員会でまとまる。93年度よ
り実施。

資料：服部信司『前掲書』13ページ

穀物 29％引き下げ
バター5％引き下げ
牛肉 15％引き下げ
（1993～95年で引き下げ）

支持価格の低下を直接支払いで補償する。

直接補償を得るためには15％の減反。
ただし、耕地20ha以下の農場は免除。
休耕地についても一定の補償
（ha当たり253ECU＝約3万6，000円）。

支 持 価 格

直 接 補 償

生 産 調 整
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⑶

ド
ン
ケ
ル
合
意
案
（
一
九
九
一
年
一
二
月
）

こ
う
し
た
な
か
で
、
一
九
九
一
年
一
二
月
二
〇
日
、
ド
ン
ケ
ル

・
ガ
ッ
ト
事
務
局
長
か
ら
、
農
業
を
含
む
一
五
分
野
全
体
に
つ
い

て
の
包
括
合
意
案
が
提
起
さ
れ
た
（
表
6
）。
そ
こ
で
、

①

関
税
以
外
の
す
べ
て
の
国
境
措
置
を
関
税
化
す
る
。

②

輸
出
補
助
金
を
削
減
対
象
と
し
、
金
額
ベ
ー
ス
だ
け
で
な

く
、
数
量
ベ
ー
ス
の
削
減
幅
（
七
年
間
で
二
四
％
）
を
提
起

し
た
。

③

国
内
支
持
に
つ
い
て
も
、
独
自
の
保
護
削
減
対
象
と
し
て

設
定
し
、
品
目
ご
と
に
二
〇
％
削
減
を
提
起
し
た
。

こ
の
ド
ン
ケ
ル
案
は
、
ア
メ
リ
カ
の
最
終
案
を
ベ
ー
ス
に
し
つ

つ
、
そ
れ
ま
で
の
交
渉
で
の
合
意
点
を
基
に
、
な
お
残
る
不
一
点

に
つ
い
て
は
、
ド
ン
ケ
ル
が
裁
定
を
書
き
込
む
と
い
う
形
で
作
成

さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。

こ
れ
を
基
に
、
一
九
九
二
年
一
一
月
、
ア
メ
リ
カ
と
Ｅ
Ｕ
の
間

で
農
業
合
意
が
成
立
し
た
の
で
あ
る
。

⑷

米
―
Ｅ
Ｕ
農
業
合
意
（
ブ
レ
ア
・
ハ
ウ
ス
合
意
：
一
九
九
二

年
一
一
月
）

こ
の
ド
ン
ケ
ル
案
を
基
礎
に
し
て
成
立
し
た
の
が
、
一
九
九
二

年
秋
の
米
―
Ｅ
Ｕ
農
業
合
意
で
あ
る
。

そ
こ
に
お
い
て
、

①

輸
出
補
助
金
付
き
の
輸
出
数
量
を
、
ド
ン
ケ
ル
合
意
案
の

二
四
％
か
ら
二
一
％
に
引
き
下
げ
る
。

②

生
産
調
整
に
伴
う
直
接
支
払
い
（
Ｅ
Ｕ
の
直
接
支
払
い
と

ア
メ
リ
カ
の
不
足
払
い
）（
注
4
）を
国
内
保
護
の
削
減
か
ら

外
す
。

（表6）米－EU合意（ブレア・ハウス会意）とドンケル合意案

注：1）現行550万ha。しかし、512万8，000haをベースとする。現行からは16％の削減となる。
2）AMS＝〔内外価格差×生産量〕＋〔直接支払い〕＋〔間接補助〕
3）この結果、米・欧・日：先進主要国は事実上、園内保護の削減は必要なくなる。

資料：服部信司『前掲書』18ページ

ドンケル合意案（’91年12月）

24％削減。
（基準1986～90年〉

含まず。

品目ごとに20％削減。

含まず。

米－EU合意（’92年11月）

21％削減。
（基準1986～90年）

保護削減対象から外す。

各品目ではなく、それらを
総合したトータルAMS2）を
削減3）。

EUの油糧種子生産面積1）
（補助金付き）を10％削減。

項 目

輸出補助金付き
輸出量の削減

（生産調整にとも
なう）直接支払い

国内保護

油糧種子問題
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③

国
内
保
護
の
削
減
に
つ
い
て
は
、
個
々
の
品
目
ご
と
で
は

な
く
、そ
れ
ら
の
ト
ー
タ
ル
を
ベ
ー
ス
と
し
て
削
減
す
る（
こ

れ
に
よ
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
、
Ｅ
Ｕ
、
日
本
と
も
、
国
内
保
護

の
削
減
の
必
要
は
な
く
な
る
）（
表
6
）、
と
さ
れ
た
。

Ｅ
Ｕ
は
、
国
際
的
批
判
の
多
い
輸
出
補
助
金
に
つ
い
て
、
数
量

ベ
ー
ス
で
二
一
％
の
削
減
に
応
じ
る
こ
と
と
引
き
換
え
に
、
Ｅ
Ｕ

の
直
接
支
払
い
を
保
護
削
減
の
対
象
か
ら
除
外
さ
せ
る
こ
と
を
ア

メ
リ
カ
に
認
め
さ
せ
た
の
で
あ
る
。

こ
れ
に
よ
っ
て
、
Ｕ
Ｒ
最
大
の
問
題
＝
農
産
物
の
輸
出
補
助
金

の
削
減
に
決
着
が
つ
い
た
。

残
る
重
大
問
題
は
、
日
本
の
要
求
（
基
礎
的
食
料
を
関
税
化
の

例
外
と
す
る
）
と
ド
ン
ケ
ル
合
意
案
と
の
調
整
と
な
っ
た
。
そ
れ

が
、
Ｕ
Ｒ
合
意
に
お
け
る
「
関
税
化
に
つ
い
て
の
特
例
措
置
」
の

導
入
と
な
っ
た
わ
け
で
あ
る
。
そ
れ
に
つ
い
て
は
、
次
章
「
ウ
ル

グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
合
意
」
に
お
い
て
触
れ
る
。

Ⅳ

ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
農
業
合
意

輸
出
補
助
金
の
削
減
・
輸
入
制
限
の
関
税
化
・

価
格
支
持
か
ら
所
得
支
持
へ

⑴

三
分
野
（
国
境
措
置
・
国
内
保
護
・
輸
出
補
助
金
）
に
お
け

る
保
護
削
減

そ
れ
ま
で
の
農
業
交
渉
↓
合
意
は
、
も
っ
ぱ
ら
、
国
境
措
置（
関

税
や
輸
入
制
限
）
を
め
ぐ
る
も
の
で
あ
り
、
輸
出
補
助
金
や
国
内

保
護
は
、
事
実
上
、
対
象
外
と
さ
れ
て
い
た
。（
表
7
）

Ｕ
Ｒ
農
業
交
渉
↓
合
意
は
、
そ
の
両
分
野
を
も
交
渉
・
合
意
分

野
と
し
た
。
そ
し
て
、
国
境
措
置
・
輸
出
補
助
金
・
国
内
保
護
の

三
分
野
を
、
そ
れ
ぞ
れ
独
自
の
保
護
削
減
対
象
と
し
た
の
で
あ

る
。
輸
出
補
助
金
が
農
産
物
の
国
際
貿
易
を
著
し
く
歪
め
て
い
た

か
ら
で
あ
り
、
総
体
と
し
て
の
国
内
保
護
水
準
の
削
減
が
課
題
と

な
っ
た
か
ら
で
あ
る
。

⑵

輸
出
補
助
金
の
削
減

Ｕ
Ｒ
の
焦
点
を
な
し
た
輸
出
補
助
金
に
つ
い
て
は
、

①

一
九
八
六
―
九
〇
年
を
基
準
年
と
し
て
、
金
額
（
財
政
支

出
）
で
、
六
年
間
で
三
六
％
削
減
す
る
。

②

輸
出
補
助
金
付
き
の
輸
出
数
量
を
、
同
二
一
％
削
減
す

る
。

③

新
し
い
品
目
に
輸
出
補
助
金
を
つ
け
て
は
な
ら
な
い
、
と

し
た
。

合
意
は
、
輸
出
補
助
金
の
禁
止
で
は
な
く
、
そ
の
使
用
に
規
律

を
か
け
、
使
用
を
制
限
す
る
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。
だ
が
、
こ

の
合
意
以
降
、
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
輸
出
補
助
金
の
使
用
は
、
ほ
と
ん
ど

見
ら
れ
な
く
な
り
、
九
〇
年
代
に
入
っ
て
か
ら
は
輸
出
補
助
金
の

使
用
は
、
な
く
な
っ
た
の
で
あ
る
。

Ｕ
Ｒ
合
意
は
、
一
九
八
〇
年
代
の
国
際
農
産
物
貿
易
の
最
大
の

問
題
で
あ
っ
た
輸
出
補
助
金
の
使
用
に
、
ピ
リ
オ
ド
を
打
っ
た
の

で
あ
る
。
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⑶

国
境
保
護
措
置

①

関
税
以
外
の
国
境
措
置
の
関
税
化

Ｕ
Ｒ
合
意
は
、
す
べ
て
の
『
関
税
以
外
の
国
境
措
置
（
輸
入
制

限
、
Ｅ
Ｕ
の
輸
入
課
徴
金
な
ど
）
に
つ
い
て
、
そ
の
内
外
価
格
差

（
基
準
年
：
一
九
八
六
―
八
八
年
平
均
の
内
外
価
格
差
）
を
関
税

化
す
る
、
と
し
た
。
輸
入
制
限
な
ど
を
廃
止
し
て
、
関
税
に
置
き

な
お
す
、と
し
た
の
で
あ
る
。例
外
な
き
包
括
的
関
税
化
で
あ
る
。

②

輸
入
制
限
時
の
内
外
価
格
差
を
、
そ
の
ま
ま
関
税
に
置
き

な
お
す
＝
高
関
税
を
認
め
る

輸
入
制
限
を
関
税
に
置
き
直
す
際
に
、
輸
入
制
限
の
行
わ
れ
て

い
た
時
期（
基
準
年
：
一
九
八
六
―
八
八
年
）の
内
外
価
格
差
を
、

関
税
相
当
額
と
し
て
、
そ
の
ま
ま
関
税
に
置
き
直
す
、
と
し
た
。

基
準
年
の
内
外
価
格
差
が
大
き
け
れ
ば
、
関
税
化
し
た
場
合
の

関
税
額
も
自
動
的
に
大
き
く
な
る
。
ま
た
、
関
税
額
に
上
限
な
ど

は
、
一
切
設
定
さ
れ
な
か
っ
た
。

Ｕ
Ｒ
合
意
は
、
関
税
化
し
た
結
果
と
し
て
の
高
関
税
を
認
め
、

そ
れ
を
前
提
と
し
て
い
た
の
で
あ
る
。

③

重
要
品
目
の
削
減
率
は
、
六
年
間
で
一
五
％
に
留
ま
る

関
税
の
削
減
率
は
、
こ
の
関
税
化
し
た
品
目
も
含
め
、「
全
品

目
の
単
純
平
均
で
六
年
間
で
三
六
％
削
減
、
一
品
目
最
低
一
五
％

削
減
す
る
」
と
さ
れ
た
。

単
純
平
均
と
は
、
貿
易
額
の
大
小
に
か
か
わ
ら
ず
、
全
て
の
品

目
を
一
律
に
扱
い
、
そ
れ
ら
の
関
税
率
を
単
純
に
合
計
し
て
、
そ

れ
を
総
品
目
数
で
割
っ
て
、
平
均
を
出
す
こ
と
で
あ
る
。

品
目
数
は
、
我
が
国
、
ア
メ
リ
カ
、
Ｅ
Ｕ
と
も
に
、
一
三
〇
〇

品
目
前
後
に
及
ぶ
。し
た
が
っ
て
、以
上
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
は
、

各
国
の
重
要
品
目
に
つ
い
て
は
、
六
年
間
で
一
五
％
（
年
二
・
五

％
）
削
減
と
い
う
最
も
低
い
削
減
率
が
適
用
可
能
と
な
っ
た
、
と

い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。

先
回
り
を
し
て
指
摘
し
て
お
け
ば
、
Ｕ
Ｒ
合
意
は
、「
関
税
以

外
の
す
べ
て
の
国
境
措
置
を
関
税
化
す
る
」
と
い
う
厳
し
い
原
則

を
設
定
す
る
一
方
、
そ
の
原
則
の
具
体
的
な
実
施
に
お
い
て
は
、

相
当
の
柔
軟
性
と
現
実
へ
の
配
慮
を
含
ん
で
い
た
と
い
っ
て
い

い
。
こ
れ
は
、
Ｕ
Ｒ
の
農
業
合
意
全
体
に
つ
い
て
言
い
得
る
。

④

関
税
化
に
つ
い
て
の
特
例
措
置

こ
の
関
税
化
に
つ
い
て
、「
基
礎
的
食
料
で
、
輸
入
が
国
内
消

費
量
の
三
％
未
満
、
か
つ
輸
出
補
助
金
を
用
い
て
い
ず
、
生
産
調

整
が
行
わ
れ
て
い
る
」
場
合
に
は
、「
一
定
の
代
償
を
支
払
う
と

い
う
条
件
の
も
と
で
、
合
意
実
施
期
間
中
、
関
税
化
の
適
用
は
行

わ
れ
な
い
」
と
す
る
『
特
例
措
置
（SpecialT

reatm
ent

）』
が
、

付
け
加
え
ら
れ
た
（
表
8
）。

コ
メ
に
つ
い
て
、
合
意
実
施
期
間
中
（
一
九
九
五
―
二
〇
〇
〇

年
）
の
関
税
化
が
猶
予
さ
れ
る
、
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
コ
メ
関
税
化
の
猶
予
が
認
め
ら
れ
た
の
は
、
そ

れ
に
つ
い
て
、
ア
メ
リ
カ
が
同
意
し
た
か
ら
で
あ
る
。
コ
メ
特
例

措
置
は
、
日
―
米
二
国
間
の
合
意
に
基
づ
く
も
の
で
あ
っ
た
と
い
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え
る
。

包
括
的
関
税
化
を
Ｕ
Ｒ
交
渉
に
お
け
る
基
本
的
主
張
と
し
た
ア

メ
リ
カ
が
、
そ
の
実
施
に
つ
い
て
猶
予
を
認
め
た
の
は
、
そ
れ
に

伴
い
日
本
側
が
支
払
う
代
償
（
コ
メ
の
ミ
ニ
マ
ム
・
ア
ク
セ
ス
）

が
、
ア
メ
リ
カ
の
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
の
コ
メ
産
業
に
と
っ
て
、
意

味
の
あ
る
実
利
と
な
り
得
る
と
い
う
見
通
し
か
ら
で
あ
っ
た
と
み

ら
れ
る
。

わ
が
国
は
、
合
意
実
施
期
間
中
に
つ
い
て
は
、
コ
メ
関
税
化
は

実
施
し
な
い
と
い
う
名
目
（�
米
は
関
税
化
の
例
外
に
�
と
い
う

こ
れ
ま
で
の
主
張
に
合
致
し
得
る
名
目
）を
取
り
、ア
メ
リ
カ
は
、

自
国
―
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
の
コ
メ
産
業
に
新
し
い
有
力
な
販
路
を

確
保
す
る
と
い
う
実
利
を
得
た
の
で
あ
る
。

実
利
重
視
の
ク
リ
ン
ト
ン
政
権
が
一
九
九
三
年
一
月
に
発
足
し

た
こ
と
も
、
そ
の
背
景
に
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

⑷

国
内
保
護
の
削
減

①

個
別
品
目
ご
と
で
は
な
く
、
ト
ー
タ
ル
・
ベ
ー
ス
で
の
削

減

国
内
農
業
保
護
政
策
の
な
か
の
「
生
産
を
刺
激
す
る
政
策
」
と

「
貿
易
を
歪
曲
す
る
政
策
」に
伴
う
品
目
ご
と
の
保
護
相
当
額｛
価

格
支
持
作
物
の
（
内
外
価
格
差
）
×
（
生
産
量
）
＋
（
財
政
支
出
）｝

を
算
定
し
、
そ
れ
ら
を
合
計
し
た
総
額
を
六
年
間
で
二
〇
％
削
減

す
る
、
と
し
た
。

こ
れ
を
個
別
品
目
ご
と
に
行
え
ば
、
当
然
、
各
国
に
お
い
て
、

国
内
保
護
水
準
の
削
減
を
行
う
品
目
が
出
ざ
る
を
得
な
い
。
し
か

し
、
削
減
が
ト
ー
タ
ル
・
ベ
ー
ス
と
な
っ
た
こ
と
で
、
基
準
年（
一

九
八
六
―
八
八
年
）
か
ら
一
九
九
三
年
ま
で
の
間
に
お
い
て
、
保

護
水
準
の
削
減
が
二
〇
％
を
超
え
て
大
幅
に
進
ん
で
い
る
品
目
の

削
減
額
に
よ
っ
て
、
削
減
が
二
〇
％
未
満
の
他
の
品
目
も
カ
バ
ー

さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

こ
う
し
て
、
ア
メ
リ
カ
、
日
本
、
Ｅ
Ｕ
と
も
に
、
国
内
保
護
の

削
減
は
、
す
で
に
二
〇
％
削
減
が
ク
リ
ア
ー
さ
れ
て
い
る
こ
と
に

な
り
、
削
減
の
必
要
は
な
く
な
っ
た
の
で
あ
る
。

こ
れ
も
ま
た
、
国
内
保
護
を
削
減
対
象
と
す
る
と
い
う
原
則
を

設
定
し
た
う
え
で
、
そ
の
実
行
に
つ
い
て
は
、
現
実
的
配
慮
を
加

え
る
形
に
な
っ
て
い
た
と
い
っ
て
い
い
。

②

緑
の
施
策
と
青
の
政
策
：
保
護
削
減
の
対
象
外

さ
ら
に
、
国
内
政
策
の
な
か
で
、
保
護
削
減
を
免
除
さ
れ
る
政

策
と
し
て
、

ⅰ

一
般
サ
ー
ビ
ス
（
研
究
・
開
発
・
普
及
な
ど
）、

ⅱ

食
料
安
全
保
障
の
た
め
の
公
的
在
庫

ⅲ

国
内
食
料
補
助

ⅳ

生
産
か
ら
切
り
離
さ
れ
た
所
得
支
持

ⅴ

収
入
保
険
、
収
入
保
障
（
所
得
セ
ー
フ
テ
イ
・
ネ
ッ
ト
）

ⅵ

災
害
救
済
支
援

ⅶ

構
造
調
整
支
援

ⅷ

環
境
政
策
の
も
と
で
の
支
出
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１５



（表7）農業についてのウルグアイ・ラウンド合意（1993年12月）

注：1）従量税＝内外価格差を額（トン／万円）に置き換え、その額を輸入価格に上乗せする。
2）従価税：内外価格差を率（％）に置き換え、輪入価格にその率を掛ける。

資料：服部信司『前掲書』21ページ

（表8）関税化についての時例措置とわが国のコメへの適用

注：1）95年に基準年の国内消費量の4％→2000年に同8％に引き上げていく場合の毎年の増加幅が0．8％（精
米7．6万トン）

2）95年に基準年の国内消費量の3％→2000年に同5％を輸入する（通常のミニマム・アクセスの場合）の
年増加幅が0．4％（精米3．8万トン）

資料：WTO, Agreement on Agriculture, Annex 5.

基準年

1986～88年
平均

1986～88年
平均

1986～90年
平均

削減方法と削減率

すべての非関税国境措置について、その
内外価格差を関税化する。
関税化方式は従量税1）、従価税2）のいず
れかを選択。全品目の単純平均で6年間
で36％、1品目最低15％の削減。

関税化についての特例措置を設ける（基礎的食料）

初年度：国内消費の3％、最終年度5％
の輸入機会を提供。

基準年の輸入量が最低輸入機会を上回っ
ていれば、その輸入水準を維持。

生産を刺激する政策
貿易を歪曲する政策

その保護水準を、品目
のトータルを基準とし
て6年間で20％削減。

金額（財政支出）で6年間で36％、数量
ベースで同21％削減。
新しい品目に輸出補助金をつけてはなら
ない。

国 境 措 置

最低輸入機会
の提供

現行輸入機会
の提供

国 内 保 護

輸 出 補 助 金

市場アクセス

1）合意実施期間（1995－2000年）における関税化を猶予。
2）代償としてのミニマム・アクセスの引上げ：国内消費の「95年3％→2000年
5％」を「95年4％→2000年8％」へ

3）実施期間の終了時（2000年）までに、特例適用国は、2001年以降も関税化を
猶予し特例適用を続けるか、関税化に移行するか、を決める。

4）2001年以降も関税化を猶予し続ける場合には、さらに代償として、輸出国が
受け入れうる「追加的な譲許」を支払わなければならない。

5）実施期間の途中で、関税化に移行する場合：ミニマム・アクセスの増加は、
年0．8％1）（精米7．6万トン）から、0．4％2）（3．8万トン）に減少する。
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ⅸ

地
域
政
策
の
も
と
で
の
支
出

ⅹ

生
産
調
整
の
も
と
で
の
直
接
支
払
い

が
特
定
さ
れ
た
（
表
9
）。

こ
の
う
ち
、
ⅰ
―
ⅸ
の
九
つ
の
政
策
は
、
生
産
か
ら
切
り
離
さ

れ
た
（
生
産
の
拡
大
に
結
び
付
い
て
い
な
い
）
政
策
で
あ
り
、『
緑

の
政
策
（
グ
リ
ー
ン
・
ボ
ッ
ク
ス
）』
と
さ
れ
る
。
ま
た
、「
ⅹ
生

産
調
整
の
も
と
で
の
直
接
支
払
い
」
は
、
生
産
と
の
結
び
つ
き
を

残
し
て
い
る
の
で
、『
青
の
政
策
（
ブ
ル
ー
・
ボ
ッ
ク
ス
）』
と
さ

れ
た
。

保
護
削
減
の
対
象
と
な
る
、
そ
の
他
の
政
策
は
、『
黄
の
政
策

（
イ
エ
ロ
ー
・
ボ
ッ
ク
ス
）』
と
色
分
け
さ
れ
た
。

こ
の
よ
う
な
国
内
保
護
・
削
減
免
除
措
置
の
設
定
が
意
味
す
る

の
は
、
国
内
保
護
の
在
り
方
を
、
生
産
拡
大
に
結
び
付
く
「
価
格

に
よ
る
支
持
」
か
ら
「
生
産
か
ら
切
り
離
さ
れ
た
所
得
支
持
」
の

方
向
に
促
す
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。

⑸

ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
合
意
の
意
義

ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
合
意
（
一
九
九
三
年
一
二
月
）
は
、

ⅰ

八
〇
年
代
の
最
大
問
題
で
あ
っ
た
輸
出
補
助
金
の
使
用
に

規
律
を
か
け
、
そ
れ
に
よ
っ
て
、
輸
出
補
助
金
の
使
用
に
終

止
符
を
打
っ
た
。

ⅱ

輸
入
制
限
を
廃
止
し
、
輸
入
制
限
下
の
内
外
価
格
差
を
関

税
に
置
き
替
え
、
そ
れ
を
削
減
し
た
。

ⅲ

国
内
支
持
の
在
り
方
を
、国
内
価
格
を
高
く
維
持
す
る「
価

格
支
持
」
か
ら
、
価
格
に
よ
ら
な
い
「
所
得
支
持
＝
不
足
払

い
」
へ
の
移
行
を
促
が
し
た
。

輸
出
補
助
金
の
事
実
上
の
廃
止
に
よ
っ
て
、
八
〇
年
代
―
九
〇

年
代
前
半
の
農
産
物
貿
易
の
歪
み
は
除
去
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
輸

入
制
限
の
廃
止
と
そ
の
関
税
へ
の
転
化
は
、
各
国
の
国
境
措
置
を

分
か
り
や
す
く
透
明
な
も
の
と
し
、
そ
の
現
実
的
な
削
減
を
広
く

可
能
と
し
た
。

ま
た
、「
生
産
を
刺
激
す
る
政
策
」
と
「
貿
易
を
歪
曲
す
る
政

策
」
に
伴
う
保
護
相
当
額
を
削
減
対
象
と
し
た
こ
と
は
、
各
国
の

国
内
政
策
の
在
り
方
を
、
価
格
支
持
か
ら
直
接
支
払
い
や
不
足
払

い
へ
と
移
行
さ
せ
た
。

こ
う
し
て
、
Ｕ
Ｒ
合
意
の
結
果
、
国
際
農
産
物
貿
易
と
各
国
に

お
け
る
国
内
農
業
政
策
の
今
日
に
至
る
在
り
方
が
生
ま
れ
た
の
で

あ
る
。そ
こ
に
、ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
合
意
の
意
義
が
あ
る
。

Ⅴ

Ｕ
Ｒ
合
意
に
基
づ
く
我
が
国
の
約
束
と
実
施

す
で
に
、
コ
メ
に
つ
い
て
は
述
べ
て
い
る
の
で
、
コ
メ
以
外
の

主
要
な
Ｕ
Ｒ
合
意
品
目
：
乳
製
品
と
牛
肉
に
つ
い
て
み
て
お
こ

う
。

⑴

乳
製
品

脱
脂
粉
乳
と
バ
タ
ー
に
つ
い
て
、
生
乳
換
算
量
で
一
三
万
七
〇

〇
〇
ト
ン
（
一
九
九
六
年
度
の
国
内
牛
乳
生
産
量
八
六
六
万
ト
ン

の
一
・
六
％
）
を
毎
年
輸
入
す
る
こ
と
が
合
意
さ
れ
て
い
た
。
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（表9）UR合意における国内保護削減・免除措置（緑の政策と青の政策）

注：1）UR合意の基礎となったドンケル合意案には入っていない。EU－アメリカのブレアハウス合意（1992）
によるEUの直接支払い、アメリカの不足払いが念頭。グリーンではないが、生産調整と結びつくとい
うことで保護削減免除に。

2）「①価格支持の効果をもたないこと、②公的資金による政策であること」がグリーンの条件。
資料：服部信司『前掲書』

備 考

インフラ：電力網、道路等の
輸送手段、灌漑施設、ダム・
排水施設、環境計画と結びつ
いた施設

①生産量または生産タイプと
結びつかない
②価格と関係しない

①3年ないし5年（最高と最
低の年を除く）平均の所得
の70％まで
②生産量または生産のタイプ
と結びつかない
③価格と関係しない

ハンデキャップ地域が対象

①固定した地域・収量に基づ
く
②基準生産の85％について

措 置

①一般サービス：研究・普及・検査・
病虫害対策・販売促
進・トレイニング・
インフラへの支出

②食料安全保障のための公的在庫

③国内食料補助

④生産から切り離された所得支持

⑤収入保険・収入保障への政策支援

⑥災害救済のための支援

⑦構造調整支援

⑧環境政策のもとでの支出

⑨地域政策のもとでの支援

⑩生産抑制政策のもとでの直接支払い

種 類
色分け

緑の政策2）

青の政策1）
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た
だ
し
、
こ
の
合
意
量
が
少
な
い
た
め
に
、
そ
れ
は
、
国
内
需

給
に
は
、
ほ
と
ん
ど
影
響
を
与
え
な
か
っ
た
。

⑵

牛
肉
・
豚
肉

牛
肉
は
、
す
で
に
、
一
九
九
一
年
四
月
に
輸
入
自
由
化
さ
れ
て

お
り
、
国
境
措
置
は
、
関
税
の
み
と
な
っ
て
い
た
。
ア
メ
リ
カ
の

強
い
要
請
の
も
と
に
、
牛
肉
の
関
税
は
、
五
〇
％
か
ら
段
階
的
に

引
き
下
げ
ら
れ
て
、
二
〇
〇
〇
年
に
は
三
八
・
五
％
に
な
る
と
さ

れ
た（
5
）。
六
年
間
で
二
四
％
の
削
減
で
あ
っ
た
。

同
じ
く
、
豚
肉
の
基
準
輸
入
価
格
（
こ
れ
と
輸
入
価
格
と
の
差

に
関
税
が
課
せ
ら
れ
る
。
八
六
―
八
八
年
平
均
一
㎏
五
八
一
円
）

も
、
一
九
九
五
年
か
ら
六
年
間
で
二
九
％
引
き
下
げ
ら
れ
る
こ
と

に
な
っ
た
。

ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
合
意
以
降
、
日
本
の
牛
肉
・
豚
肉
輸

入
量
は
、
さ
ら
に
進
ん
だ
。
豚
肉
輸
入
量
は
、
九
六
年
七
七
万
ト

ン
か
ら
〇
六
年
一
三
〇
万
ト
ン
へ
と
一
・
八
倍
に
な
っ
た
の
で
あ

る
。上

述
の
牛
肉
の
関
税
引
き
下
げ
や
豚
肉
の
基
準
輸
入
価
格
の
引

き
下
げ
は
、
我
が
国
の
国
内
需
給
に
直
接
の
影
響
を
及
ぼ
す
か

ら
、
牛
肉
に
は
特
別
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
（
輸
入
急
増
時
の
関
税
引
き

上
げ
措
置
）
が
設
定
さ
れ
た
。

そ
れ
は
、「
四
半
期
の
輸
入
量
が
、
前
年
同
期
に
比
べ
て
一
七

％
以
上
増
え
た
時
は
、
次
の
四
半
期
か
ら
年
度
末
ま
で
、
関
税
率

を
元
の
五
〇
％
に
戻
し
得
る
」
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。

わ
が
国
は
、
一
九
九
五
年
（
合
意
実
施
の
初
年
度
）
か
ら
九
七

年
に
至
る
三
年
間
に
お
い
て
、
牛
肉
に
つ
い
て
二
回
、
豚
肉
に
つ

い
て
三
回
、
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
を
発
動
し
た
。
そ
れ
は
輸
入
急
増
を

一
時
的
に
抑
制
し
た
も
の
の
、
そ
れ
以
上
の
輸
入
増
へ
の
歯
止
め

に
は
な
り
え
て
い
な
か
っ
た
。
Ｕ
Ｒ
合
意
は
畜
産
物
の
国
内
輸
入

の
経
路
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

注
1）

U
SD
A
,
“A
griculture

and
W
orld

T
rade”,

A
gricultural

O
utlook,

D
ec.1996.

注
2）

E
conom

ic
R
eport

ofthe
President,

1989,
p .424.

注
3）

同
右

注
4）

日
本
の
�
コ
メ
生
産
調
整
に
伴
う
直
接
支
払
い
�
も
保
護
削
減
対
象

か
ら
外
し
た
。

注
5）

後
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ
合
意
（
二
〇
一
五
年
一
〇
月
）
に
よ
り
、
牛
肉
の
関
税

は
一
〇
年
目
に
二
〇
％
に
、
一
五
年
目
に
九
％
に
ま
で
引
き
下
げ
ら

れ
る
。
安
い
豚
肉
の
関
税
（
㎏
四
八
二
円
）
は
、
一
〇
年
目
に
五
〇

円
に
、
高
い
豚
肉
の
関
税
は
、
一
〇
年
目
に
ゼ
ロ
に
な
る
。

牛
肉
の
関
税
9
％
は
、
意
味
の
あ
る
国
境
保
護
と
な
り
え
な
い
。

そ
こ
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
の
重
大
な
問
題
が
あ
る
。

（
二
〇
一
九
年
一
一
月
三
日
）
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1

初
期
の
農
業
交
渉
と
新
ラ
ウ
ン
ド
の
開
始
（
一
九

九
九
年
か
ら
二
〇
〇
一
年
ま
で
）

Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
お
い
て
ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド（
Ｕ
Ｒ
）に
続
く
新

た
な
多
角
的
貿
易
交
渉
を
開
始
し
よ
う
と
の
機
運
は
、
一
九
九
〇

年
代
後
半
か
ら
主
要
先
進
国
の
間
に
醸
成
さ
れ
て
い
た
。
九
八
年

五
月
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
第
二
回
閣
僚
会
議
で
は
、
二
〇
〇
〇
年
か
ら
Ｗ
Ｔ

Ｏ
に
お
け
る
さ
ら
な
る
広
範
な
交
渉
を
行
う
た
め
の
準
備
を
開
始

す
る
こ
と
が
同
意
さ
れ
た
。
一
方
Ｕ
Ｒ
合
意
で
は
、
農
業
及
び
サ

ー
ビ
ス
貿
易
に
関
す
る
九
九
年
末
か
ら
二
〇
〇
〇
年
に
か
け
て
の

交
渉
再
開
と
、投
資（
T
R
I
M
）、知
的
財
産
権（
T
R
I
P
ｓ
）、

貿
易
政
策
検
討
制
度
の
各
分
野
に
つ
い
て
検
討
を
始
め
る
こ
と
が

規
定
さ
れ
て
お
り
（
ビ
ル
ト
イ
ン
・
ア
ジ
ェ
ン
ダ
）、
農
業
分
野

で
は
早
く
も
新
ラ
ウ
ン
ド
の
準
備
段
階
で
各
国
か
ら
提
案
が
提
出

さ
れ
て
い
た
。

し
か
し
、
新
ラ
ウ
ン
ド
を
ど
の
よ
う
な
形
で
立
ち
上
げ
る
か
に

つ
い
て
、
各
国
の
主
張
は
食
い
違
っ
て
い
た
。
Ｅ
Ｕ
や
日
本
は
包

括
交
渉
が
望
ま
し
い
と
す
る
立
場
で
あ
っ
た
が
、
ア
メ
リ
カ
と
カ

ナ
ダ
は
合
意
が
形
成
さ
れ
た
分
野
か
ら
受
諾
す
る
ア
ー
リ
ー
・
ハ

ー
ベ
ス
ト
方
式
を
提
唱
し
、
開
発
途
上
国
は
ビ
ル
ト
イ
ン
・
ア
ジ

ェ
ン
ダ
以
外
の
分
野
の
交
渉
に
消
極
的
な
態
度
を
示
し
て
い
た
。

九
九
年
一
一
月
末
に
シ
ア
ト
ル
で
開
催
さ
れ
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
第
三
回
閣

僚
会
議
で
は
、
農
産
物
を
鉱
工
業
品
と
同
一
の
ル
ー
ル
に
置
く
か

否
か
、
お
よ
び
農
業
の
多
面
的
機
能
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
意
思

統
一
を
図
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
そ
の
他
の
分
野
で
も
各
国

の
歩
み
寄
り
が
み
ら
れ
ず
、
議
長
国
で
あ
る
ア
メ
リ
カ
の
強
引
な

会
議
運
営
に
開
発
途
上
国
が
反
発
を
示
し
、
先
進
国
中
心
の
議
論

で
は
透
明
性
が
確
保
さ
れ
な
い
と
の
不
満
が
噴
出
し
た
。
結
果
と

Ｗ
Ｔ
Ｏ
農
業
交
渉
の
展
開
と
日
本
の
課
題

神
戸
市
外
国
語
大
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し
て
新
ラ
ウ
ン
ド
の
立
ち
上
げ
は
先
送
り
と
な
り
、
ビ
ル
ト
イ
ン

・
ア
ジ
ェ
ン
ダ
の
ひ
と
つ
だ
っ
た
農
業
交
渉
は
、
先
の
見
通
し
が

立
た
な
い
ま
ま
開
始
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

二
〇
〇
〇
年
二
月
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
一
般
理
事
会
に
お
い
て
農
業
交
渉

の
進
め
方
に
関
す
る
合
意
が
成
立
し
、
同
年
三
月
か
ら
二
〇
〇
一

年
三
月
ま
で
の
間
に
七
回
の
農
業
委
員
会
特
別
会
合
が
開
催
さ
れ

た
。
第
一
フ
ェ
ー
ズ
と
呼
ば
れ
る
こ
の
期
間
に
提
出
さ
れ
た
提
案

は
四
四
本
に
上
る
が
、
各
会
合
で
は
取
り
上
げ
ら
れ
た
提
案
や
文

書
に
つ
い
て
各
国
が
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
で
コ
メ
ン
ト
を
述
べ
る
に

と
ど
ま
っ
て
い
た
。
一
二
月
か
ら
二
〇
〇
一
年
一
月
に
か
け
て
、

Ｅ
Ｕ
、
日
本
、
ス
イ
ス
、
イ
ン
ド
等
が
包
括
的
提
案
を
提
出
し
て

主
要
国
の
提
案
が
ほ
ぼ
出
そ
ろ
い
、
二
回
の
特
別
会
合
に
お
け
る

議
論
を
経
て
、
三
月
末
の
第
七
回
特
別
会
合
に
お
い
て
第
一
フ
ェ

ー
ズ
に
お
け
る
議
論
の
過
程
が
総
括
さ
れ
た
。
ま
た
、「
農
業
協

定
二
〇
条
の
改
革
プ
ロ
セ
ス
継
続
の
た
め
の
交
渉
の
第
二
フ
ェ
ー

ズ
の
作
業
計
画
」
が
決
定
さ
れ
、
各
国
提
案
で
示
さ
れ
た
す
べ
て

の
論
点
お
よ
び
政
策
選
択
の
選
択
肢
に
関
す
る
検
討
を
進
め
、
二

〇
〇
二
年
三
月
の
公
式
会
合
に
お
い
て
交
渉
の
進
捗
状
況
を
レ
ビ

ュ
ー
す
る
こ
と
と
し
た
。
し
か
し
、
第
二
フ
ェ
ー
ズ
に
入
っ
て
か

ら
も
特
段
の
結
論
や
方
向
性
が
出
さ
れ
る
こ
と
は
な
く
、
交
渉
に

さ
し
た
る
進
展
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
。

事
態
が
大
き
く
動
い
た
の
は
、
二
〇
〇
一
年
一
一
月
に
ド
ー
ハ

で
開
催
さ
れ
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
第
四
回
閣
僚
会
議
で
あ
る
。
交
渉
対
象
分

野
の
設
定
を
め
ぐ
っ
て
議
論
は
紛
糾
し
た
が
、
閣
僚
レ
ベ
ル
で
最

終
的
調
整
が
図
ら
れ
、
新
ラ
ウ
ン
ド
（
ド
ー
ハ
・
ラ
ウ
ン
ド
）
を

開
始
す
る
閣
僚
宣
言
が
採
択
さ
れ
た
。
会
議
で
は
、
交
渉
期
限
を

二
〇
〇
五
年
一
月
と
し
、
交
渉
原
則
は
一
括
受
諾
方
式
、
貿
易
交

渉
委
員
会
（
Ｔ
Ｎ
Ｃ
）
を
設
置
す
る
こ
と
等
が
決
定
し
た
。
こ
れ

に
よ
り
農
業
交
渉
は
新
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
の
一
部
と
し
て
進
め
ら
れ

る
こ
と
が
確
定
し
、二
〇
〇
三
年
三
月
末
ま
で
に
モ
ダ
リ
テ
ィ（
約

束
の
形
式
）
を
確
立
、
新
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
全
体
の
期
限
ま
で
に
終

結
す
べ
き
こ
と
が
閣
僚
宣
言
に
明
記
さ
れ
た
。
二
〇
〇
二
年
一
月

の
第
一
回
Ｔ
Ｎ
Ｃ
会
合
で
は
、
①
農
業
、
②
非
農
産
品
市
場
ア
ク

セ
ス
（
Ｎ
Ａ
Ｍ
Ａ
）、
③
サ
ー
ビ
ス
、
④
ル
ー
ル
、
⑤
貿
易
と
環

境
、
⑥
知
的
財
産
権
、
⑦
紛
争
処
理
手
続
き
の
七
分
野
が
交
渉
対

象
と
な
っ
た
。
農
業
交
渉
は
、
二
〇
〇
二
年
二
月
の
公
式
会
合
で

「
作
業
計
画
」
に
基
づ
く
検
討
作
業
を
終
結
し
、
や
は
り
合
意
に

向
け
た
動
き
が
ほ
と
ん
ど
な
い
ま
ま
第
二
フ
ェ
ー
ズ
は
幕
を
閉
じ

た
。
し
か
し
こ
の
時
期
の
議
論
は
、
各
国
の
主
張
の
対
立
点
を
よ

り
明
確
に
し
た
点
に
お
い
て
、
以
後
の
交
渉
に
つ
な
が
る
意
味
を

有
し
て
い
た
。

2

難
航
す
る
農
業
交
渉
と
枠
組
み
合
意
の
成
立
（
二

〇
〇
二
年
か
ら
二
〇
〇
四
年
ま
で
）

当
初
の
モ
ダ
リ
テ
ィ
確
立
期
限
ま
で
一
年
と
な
っ
た
二
〇
〇
二

年
三
月
、
農
業
委
員
会
特
別
会
合
に
お
い
て
、
輸
出
競
争
、
市
場
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ア
ク
セ
ス
、
国
内
支
持
の
主
要
三
分
野
に
関
す
る
検
討
を
進
め
、

一
二
月
一
八
日
ま
で
に
議
長
が
「
概
観
ペ
ー
パ
ー
」
を
作
成
・
配

布
、
二
〇
〇
三
年
三
月
に
モ
ダ
リ
テ
ィ
確
立
を
目
指
す
ス
ケ
ジ
ュ

ー
ル
が
合
意
さ
れ
た
。
当
時
の
議
論
の
概
要
は
、
以
下
の
と
お
り

で
あ
る
。
輸
出
補
助
金
に
つ
い
て
、
米
国
と
ケ
ア
ン
ズ
・
グ
ル
ー

プ
が
先
進
国
は
五
年
な
い
し
三
年
で
撤
廃
す
べ
き
と
し
た
が
、
Ｅ

Ｕ
は
輸
出
信
用
や
輸
出
国
家
貿
易
等
す
べ
て
の
輸
出
補
助
が
同
様

に
規
律
さ
れ
る
べ
き
と
主
張
し
た
。
市
場
ア
ク
セ
ス
で
は
、
高
関

税
品
目
ほ
ど
関
税
引
下
げ
率
が
大
き
く
な
る
ス
イ
ス
・
フ
ォ
ー
ミ

ュ
ラ
の
導
入
が
農
産
物
輸
出
国
の
支
持
を
集
め
る
一
方
、
Ｅ
Ｕ
や

日
本
な
ど
は
平
均
引
下
げ
率
設
定
と
品
目
ご
と
の
最
低
引
下
げ
率

設
定
と
を
併
用
す
る
Ｕ
Ｒ
方
式
を
提
唱
し
た
。
国
内
支
持
に
つ
い

て
、
Ｅ
Ｕ
や
日
本
は
品
目
ご
と
の
柔
軟
性
を
確
保
し
た
総
合
Ａ
Ｍ

Ｓ
の
漸
進
的
削
減
、
ケ
ア
ン
ズ
・
グ
ル
ー
プ
は
五
年
間
（
開
発
途

上
国
は
九
年
間
）
で
の
国
内
支
持
撤
廃
を
主
張
し
、
い
ず
れ
の
分

野
で
も
各
国
の
姿
勢
が
対
立
し
て
い
た
。

一
二
月
に
は
議
長
責
任
で
作
成
さ
れ
た
「
概
観
ペ
ー
パ
ー
」
が

配
布
さ
れ
た
が
、
本
文
の
内
容
は
交
渉
の
現
状
評
価
と
合
意
が
必

要
な
論
点
整
理
に
と
ど
ま
り
、
附
属
表
の
「
作
業
仮
説
」
で
も
主

張
が
対
立
し
て
い
る
多
く
の
論
点
は
空
欄
の
ま
ま
残
さ
れ
て
い

た
。
二
〇
〇
三
年
一
月
の
特
別
会
合
で
も
前
進
が
見
ら
れ
な
い
ま

ま
、
二
月
に
は
モ
ダ
リ
テ
ィ
一
次
案
が
配
布
さ
れ
た
。
し
か
し
、

米
国
や
ケ
ア
ン
ズ
・
グ
ル
ー
プ
か
ら
は
ド
ー
ハ
閣
僚
宣
言
に
比
し

て
野
心
の
水
準
が
低
い
、
Ｅ
Ｕ
か
ら
は
特
定
の
輸
出
国
に
有
利
で

削
減
約
束
の
野
心
の
水
準
が
高
す
ぎ
る
、
日
本
か
ら
は
根
本
的
に

バ
ラ
ン
ス
を
欠
き
受
け
入
れ
不
可
能
と
の
姿
勢
が
示
さ
れ
、
総
じ

て
否
定
的
な
評
価
に
と
ど
ま
っ
た
。
結
局
、
三
月
の
会
合
で
も
一

次
案
の
微
修
正
版
が
示
さ
れ
た
の
み
で
、
各
国
に
歩
み
寄
り
の
余

地
は
な
く
、
モ
ダ
リ
テ
ィ
確
立
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

交
渉
進
展
の
契
機
は
Ｅ
Ｕ
の
Ｃ
Ａ
Ｐ
改
革
で
あ
り
、
こ
れ
と
整

合
的
な
合
意
案
に
向
け
た
調
整
が
必
要
に
な
っ
た
。
米
国
は
二
〇

〇
三
年
七
月
末
に
、
Ｅ
Ｕ
と
農
業
合
意
案
の
策
定
作
業
に
着
手
し

た
こ
と
を
公
表
し
、
八
月
一
三
日
に
米
・
Ｅ
Ｕ
共
同
ペ
ー
パ
ー
が

示
さ
れ
た
。
そ
の
骨
子
は
、
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

・
市
場
ア
ク
セ
ス
：
関
税
率
に
よ
っ
て
品
目
を
三
段
階
に
分
類

し
、
高
関
税
品
目
は
Ｕ
Ｒ
方
式
、
関
税
が
中
位
の
品
目
は
ス
イ
ス

・
フ
ォ
ー
ミ
ュ
ラ
に
よ
り
関
税
削
減
、
低
関
税
品
目
は
無
税
と
す

る
。

・
国
内
支
持
：
「
青
の
政
策
」
に
代
わ
る
新
し
い
枠
組
み
を
創
設

し
、
固
定
さ
れ
た
面
積
・
数
量
、
固
定
さ
れ
た
頭
数
、
ま
た
は
基

準
と
な
る
生
産
水
準
の
八
五
％
以
下
の
生
産
に
対
す
る
直
接
支
払

い
は
、
約
束
実
施
期
限
ま
で
に
農
業
生
産
額
の
五
％
を
超
え
な
い

よ
う
に
す
る
。

・
輸
出
補
助
金
：
開
発
途
上
国
の
特
別
の
利
益
に
係
る
品
目
に
つ

い
て
は
撤
廃
、
そ
の
他
の
品
目
に
つ
い
て
は
金
額
お
よ
び
数
量
を

削
減
す
る
。
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米
国
提
案
と
Ｅ
Ｕ
提
案
の
折
衷
案
と
も
と
れ
る
内
容
で
あ
る

が
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
第
五
回
閣
僚
会
議
に
向
け
て
配
布
さ
れ
た
閣
僚
宣
言

案
（
デ
ル
ベ
ス
・
テ
キ
ス
ト
）
の
農
業
関
連
部
分
は
ほ
と
ん
ど
が

こ
の
共
同
ペ
ー
パ
ー
を
踏
襲
す
る
内
容
と
な
っ
て
お
り
、
日
本
を

含
む
食
料
輸
入
国
を
中
心
に
構
成
さ
れ
る
Ｇ
10
や
開
発
途
上
諸
国

の
強
い
反
発
を
招
い
た
。
二
〇
〇
三
年
九
月
に
カ
ン
ク
ン
で
開
催

さ
れ
た
第
五
回
閣
僚
会
議
は
、
い
わ
ゆ
る
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
・
イ
シ

ュ
ー
（
投
資
、
貿
易
円
滑
化
、
政
府
調
達
、
競
争
政
策
）
の
交
渉

立
上
げ
を
め
ぐ
っ
て
紛
糾
、
ま
っ
た
く
打
開
の
糸
口
が
つ
か
め

ず
、
閣
僚
宣
言
案
を
採
択
で
き
な
い
ま
ま
会
合
は
終
了
、
農
業
分

野
に
つ
い
て
も
具
体
的
合
意
の
な
い
ま
ま
交
渉
継
続
と
な
っ
た
。

二
〇
〇
三
年
一
二
月
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
一
般
理
事
会
で
は
、
農
業
交
渉

お
よ
び
Ｎ
Ａ
Ｍ
Ａ
交
渉
に
つ
い
て
デ
ル
ベ
ス
・
テ
キ
ス
ト
を
出
発

点
と
し
て
、
再
度
枠
組
み
合
意
を
目
指
す
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

二
〇
〇
四
年
に
入
る
と
交
渉
が
加
速
、
五
月
に
は
Ｅ
Ｕ
が
条
件
付

き
な
が
ら
輸
出
補
助
金
の
撤
廃
に
応
じ
る
姿
勢
を
示
し
、
農
産
物

輸
出
途
上
国
を
中
心
と
し
た
Ｇ
20
が
市
場
ア
ク
セ
ス
に
関
し
て
階

層
方
式
に
よ
る
支
持
削
減
を
主
張
、
六
月
に
入
る
と
Ｇ
10
が
階
層

方
式
に
つ
い
て
検
討
可
能
と
す
る
ペ
ー
パ
ー
を
提
出
す
る
な
ど
、

意
見
の
収
斂
に
向
け
た
動
き
も
見
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
。

し
か
し
、
米
国
が
上
限
関
税
の
導
入
を
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
が
関

税
割
当
の
義
務
的
拡
大
を
強
く
主
張
、
こ
れ
に
Ｇ
10
が
反
発
し
て

Ｅ
Ｕ
も
同
調
す
る
な
ど
、
各
国
・
グ
ル
ー
プ
の
主
張
の
間
に
は
い

ま
だ
に
大
き
な
隔
た
り
が
存
在
し
た
。

二
〇
〇
四
年
七
月
、
一
般
理
事
会
の
議
長
は
枠
組
み
合
意
案
を

配
布
し
、
各
国
・
グ
ル
ー
ブ
か
ら
の
修
正
案
提
出
と
調
整
作
業
を

経
て
、
月
末
の
一
般
理
事
会
に
お
い
て
改
訂
版
の
採
択
に
成
功
、

交
渉
は
ド
ー
ハ
閣
僚
会
議
か
ら
三
年
足
ら
ず
で
、
よ
う
や
く
枠
組

み
合
意
に
到
達
し
た
。
国
内
支
持
で
は
、
従
来
か
ら
削
減
対
象
で

あ
る
「
黄
の
政
策
」
を
含
む
総
合
Ａ
Ｍ
Ｓ
に
加
え
て
、
直
接
支
払

い
の
う
ち
特
定
の
要
件
を
満
た
す
「
青
の
政
策
」、
生
産
額
の
五

％
以
下
の
国
内
助
成
で
あ
る
「
デ
ミ
ニ
ミ
ス
」
の
三
つ
を
「
貿
易

歪
曲
的
」
と
捉
え
、
こ
れ
ら
の
合
計
（
Ｏ
Ｔ
Ｄ
Ｓ
）
を
削
減
す
る

こ
と
に
な
っ
た
。
輸
出
競
争
に
つ
い
て
は
、
償
還
期
間
が
一
八
〇

日
を
超
え
る
輸
出
信
用
・
輸
出
保
証
等
や
国
家
貿
易
企
業
に
関
す

る
貿
易
歪
曲
的
行
為
を
含
む
、
す
べ
て
の
輸
出
補
助
の
撤
廃
が
明

言
さ
れ
た
。
最
大
の
懸
案
で
あ
っ
た
市
場
ア
ク
セ
ス
で
は
、
高
関

税
品
目
ほ
ど
関
税
削
減
率
を
大
き
く
す
る
階
層
方
式
を
一
般
的
に

導
入
す
る
と
と
も
に
、
重
要
品
目
に
つ
い
て
は
異
な
る
関
税
削
減

方
式
が
許
容
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
重
要
品
目
の
選
択
方
法
や

上
限
関
税
の
取
扱
い
、
農
業
の
特
別
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
（
Ｓ
Ｓ
Ｇ
）

等
の
論
点
に
つ
い
て
は
先
送
り
さ
れ
た
が
、
そ
れ
で
も
枠
組
み
合

意
の
成
立
は
、
交
渉
を
再
度
軌
道
に
乗
せ
る
た
め
の
確
か
な
一
歩

で
あ
っ
た
。
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交
渉
の
前
進
、
中
断
、
再
開
、
そ
し
て
凍
結
（
二

〇
〇
五
年
か
ら
二
〇
〇
八
年
ま
で
）

枠
組
み
合
意
後
の
農
業
交
渉
は
、
二
〇
〇
四
年
一
〇
月
の
農
業

委
員
会
特
別
会
合
に
よ
っ
て
開
始
さ
れ
た
。
二
〇
〇
五
年
二
月
か

ら
五
月
ま
で
は
月
に
一
回
の
ペ
ー
ス
で
特
別
会
合
が
開
催
さ
れ
、

国
内
支
持
で
は
「
緑
の
政
策
」
と
「
青
の
政
策
」
の
要
件
、
Ｏ
Ｔ

Ｄ
Ｓ
の
削
減
方
式
、
輸
出
競
争
に
つ
い
て
は
輸
出
国
家
貿
易
と
食

料
援
助
、
市
場
ア
ク
セ
ス
で
は
階
層
方
式
の
具
体
化
、
重
要
品
目

の
取
扱
い
等
が
主
要
な
議
題
と
な
っ
た
。
七
月
の
特
別
会
合
で

は
、
Ｏ
Ｔ
Ｄ
Ｓ
の
削
減
に
つ
い
て
国
別
に
三
階
層
と
し
、
Ｅ
Ｕ
を

最
上
位
階
層
、
米
国
と
日
本
を
中
位
階
層
と
す
る
こ
と
で
議
論
が

収
斂
し
た
が
、
総
合
Ａ
Ｍ
Ｓ
の
削
減
方
式
に
つ
い
て
は
意
見
が
分

か
れ
た
ま
ま
で
あ
っ
た
。
年
末
の
閣
僚
会
議
に
向
け
大
詰
め
の
段

階
を
迎
え
た
一
〇
月
の
閣
僚
レ
ベ
ル
会
合
で
は
、
米
国
、
Ｅ
Ｕ
、

Ｇ
10
が
提
案
を
提
出
し
、
検
討
が
進
め
ら
れ
た
。
い
ず
れ
の
提
案

も
、
通
常
品
目
の
関
税
削
減
に
つ
い
て
は
四
階
層
方
式
を
採
用
し

て
い
る
が
、
関
税
削
減
幅
は
米
国
提
案
が
よ
り
大
き
く
、
Ｇ
10
提

案
が
も
っ
と
も
小
さ
く
設
定
さ
れ
て
い
る
。
重
要
品
目
の
数
も
米

国
提
案
が
関
税
品
目
の
一
％
、
Ｇ
10
提
案
が
一
〇
％
以
下
（
削
減

幅
に
柔
軟
性
が
な
い
場
合
は
一
五
％
以
下
）
と
、
大
幅
な
乖
離
が

存
在
し
た
。
ま
た
、
上
限
関
税
率
の
導
入
に
は
、
Ｇ
10
が
強
硬
に

反
対
し
て
い
た
。

二
〇
〇
五
年
一
二
月
に
香
港
で
開
催
さ
れ
た
第
六
回
Ｗ
Ｔ
Ｏ
閣

僚
会
議
で
も
、
多
く
の
論
点
で
意
見
の
相
違
が
残
っ
て
い
る
こ
と

が
明
ら
か
に
な
っ
た
が
、
交
渉
の
結
果
と
し
て
最
終
日
に
は
閣
僚

宣
言
の
採
択
に
成
功
、
ド
ー
ハ
・
ラ
ウ
ン
ド
の
継
続
が
正
式
に
決

定
し
た
。
宣
言
で
は
、
交
渉
を
二
〇
〇
六
年
に
終
結
す
る
こ
と
が

謳
わ
れ
、
農
業
交
渉
に
つ
い
て
は
モ
ダ
リ
テ
ィ
の
確
立
期
限
が
二

〇
〇
六
年
四
月
末
、
譲
許
表
案
の
提
出
期
限
が
七
月
末
に
設
定
さ

れ
た
。
も
っ
と
も
進
捗
が
見
ら
れ
た
分
野
は
輸
出
競
争
で
あ
り
、

二
〇
一
三
年
ま
で
に
す
べ
て
の
形
態
の
輸
出
補
助
を
並
行
的
に
撤

廃
し
、
こ
れ
と
同
等
の
効
果
を
持
つ
す
べ
て
の
輸
出
措
置
に
対
す

る
規
律
を
確
保
す
る
こ
と
が
明
示
さ
れ
た
。
国
内
支
持
に
関
し
て

は
、
Ｏ
Ｔ
Ｄ
Ｓ
と
総
合
Ａ
Ｍ
Ｓ
の
双
方
に
つ
い
て
、
加
盟
国
を
三

階
層
方
式
に
分
類
し
、
高
階
層
国
ほ
ど
大
き
く
定
率
削
減
す
る
こ

と
が
確
定
し
た
。
階
層
方
式
の
実
際
の
形
態
が
見
え
て
き
て
い
る

点
、
お
よ
び
原
則
と
し
て
す
べ
て
の
先
進
国
・
地
域
に
対
し
て
国

内
支
持
の
削
減
を
課
し
て
い
る
点
に
お
い
て
、
枠
組
み
合
意
か
ら

の
一
定
の
前
進
が
認
め
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
の
分
野
に
対
し
て
、
市

場
ア
ク
セ
ス
に
つ
い
て
は
各
国
の
意
見
の
乖
離
を
反
映
し
た
結
果

と
な
り
、
四
階
層
方
式
の
採
用
以
外
に
は
ほ
と
ん
ど
進
捗
が
見
ら

れ
な
か
っ
た
。

二
〇
〇
六
年
に
入
る
と
、
ほ
ぼ
毎
月
農
業
委
員
会
特
別
会
合
が

開
催
さ
れ
た
が
、
四
月
末
ま
で
に
議
論
が
収
斂
せ
ず
、
こ
の
時
点

で
「
農
業
交
渉
議
長
参
照
文
書
」
が
発
出
さ
れ
た
。
そ
の
お
も
な
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内
容
は
、
国
内
農
業
政
策
に
お
い
て
「
緑
の
政
策
」
で
は
現
行
基

準
の
固
定
と
途
上
国
の
立
場
を
勘
案
し
た
修
正
に
一
定
の
方
向
性

が
得
ら
れ
、「
青
の
政
策
」
に
つ
い
て
は
上
限
引
下
げ
に
つ
い
て

意
見
が
ま
と
ま
り
つ
つ
あ
る
こ
と
、
輸
出
競
争
で
は
二
〇
一
三
年

ま
で
に
す
べ
て
の
形
態
の
輸
出
補
助
金
等
を
撤
廃
す
る
こ
と
、
食

料
援
助
の
再
輸
出
禁
止
な
ど
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
五
月
に
入
っ
て

か
ら
途
上
国
向
け
特
別
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
（
Ｓ
Ｓ
Ｍ
）、
途
上
国
向

け
特
別
品
目
（
Ｓ
Ｐ
）、
重
要
品
目
、
熱
帯
産
品
に
つ
い
て
の
参

照
文
書
が
追
加
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
の
文
書
を
受
け
、
五
月
か
ら
六

月
に
か
け
て
事
務
レ
ベ
ル
の
作
業
が
集
中
的
に
行
わ
れ
、
農
業
と

Ｎ
Ａ
Ｍ
Ａ
に
つ
い
て
六
月
二
二
日
に
交
渉
議
長
ペ
ー
パ
ー
が
提
示

さ
れ
た
。
農
業
の
主
要
三
分
野
す
べ
て
に
お
い
て
内
容
が
具
体
化

さ
れ
て
い
た
も
の
の
、
ほ
と
ん
ど
の
数
値
は
カ
ッ
コ
書
き
で
未
確

定
の
状
態
に
と
ど
ま
り
、
空
欄
の
ま
ま
の
項
目
も
数
多
く
残
さ
れ

て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
枠
組
み
に
つ
い
て
は
香
港
閣
僚
宣
言
を
踏

襲
し
な
が
ら
、
数
値
に
つ
い
て
は
主
要
国
の
提
案
の
列
挙
に
と
ど

ま
っ
て
お
り
、
事
務
局
側
の
何
ら
か
の
判
断
や
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

を
示
し
た
と
は
言
い
難
い
文
書
で
あ
っ
た
。
事
態
の
打
開
を
図
る

た
め
、
七
月
二
四
日
と
二
五
日
に
米
国
、
Ｅ
Ｕ
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ

ア
、
日
本
、
ブ
ラ
ジ
ル
、
イ
ン
ド
に
よ
る
Ｇ
6
閣
僚
会
合
が
開
催

さ
れ
た
が
、
農
業
の
市
場
ア
ク
セ
ス
と
国
内
支
持
、
Ｎ
Ａ
Ｍ
Ａ
の

野
心
の
水
準
と
バ
ラ
ン
ス
、
重
要
品
目
、
Ｓ
Ｐ
、
Ｓ
Ｓ
Ｍ
等
の
問

題
に
つ
い
て
の
議
論
は
膠
着
状
態
に
あ
っ
た
。
直
後
に
開
催
さ
れ

た
非
公
式
Ｔ
Ｎ
Ｃ
に
お
い
て
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
事
務
局
長
は
、
す
べ
て
の

分
野
に
つ
い
て
交
渉
を
中
断
し
、
各
国
が
熟
慮
・
再
考
す
る
時
間

を
設
け
る
と
発
言
し
、
交
渉
は
ひ
と
ま
ず
中
断
さ
れ
た
。

中
断
期
間
に
も
個
々
の
グ
ル
ー
プ
内
部
や
グ
ル
ー
プ
間
で
若
干

の
動
き
が
あ
っ
た
も
の
の
、
多
国
間
レ
ベ
ル
の
目
立
っ
た
動
き
は

み
ら
れ
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
一
一
月
に
入
る
と
非
公
式
会
合
や

少
数
国
会
合
が
頻
繁
に
開
か
れ
、
二
〇
〇
七
年
一
月
末
の
非
公
式

閣
僚
会
合
で
「
二
国
間
、
少
数
国
間
の
議
論
と
並
行
し
て
多
国
間

の
プ
ロ
セ
ス
を
行
う
べ
き
こ
と
」
に
合
意
、
本
格
的
交
渉
が
再
開

さ
れ
た
。
三
月
の
農
業
委
員
会
非
公
式
特
別
会
合
で
は
、
前
年
六

月
の
農
業
交
渉
議
長
ペ
ー
パ
ー
の
改
訂
版
を
作
成
す
る
意
向
が
議

長
か
ら
表
明
さ
れ
、
四
月
末
に
発
出
さ
れ
た
。
改
訂
版
で
は
、
い

く
つ
か
の
論
点
で
「
議
論
の
重
力
の
中
心
」
す
な
わ
ち
議
長
判
断

に
よ
る
実
質
的
ま
た
は
暗
黙
の
着
地
点
と
し
て
、
具
体
的
な
数
値

が
示
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
特
徴
と
し
て
、
国
内
支
持
に
お
い
て
幅

の
広
い
数
値
を
提
示
し
米
国
を
交
渉
の
テ
ー
ブ
ル
に
引
き
と
め
た

こ
と
、
市
場
ア
ク
セ
ス
に
つ
い
て
は
Ｅ
Ｕ
や
Ｇ
10
に
と
っ
て
、
輸

出
国
家
貿
易
に
つ
い
て
は
ケ
ア
ン
ズ
・
グ
ル
ー
プ
主
要
国
に
と
っ

て
、
そ
れ
ぞ
れ
厳
し
い
削
減
目
標
を
提
示
し
た
こ
と
、
開
発
途
上

国
に
対
す
る
配
慮
を
示
し
つ
つ
も
合
意
内
容
の
方
向
性
を
示
せ
な

か
っ
た
こ
と
、
以
上
三
点
を
指
摘
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
五
月
以

降
の
交
渉
で
は
議
長
ペ
ー
パ
ー
に
関
す
る
議
論
が
展
開
さ
れ
た

が
、
六
月
に
開
か
れ
た
米
国
・
Ｅ
Ｕ
・
ブ
ラ
ジ
ル
・
イ
ン
ド
に
よ
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る
Ｇ
4
閣
僚
会
合
で
も
意
見
は
収
斂
せ
ず
、
合
意
形
成
に
は
至
ら

な
か
っ
た
。
会
合
決
裂
後
の
記
者
会
見
や
ス
テ
ー
ト
メ
ン
ト
か
ら

は
、
農
業
に
お
け
る
最
大
の
課
題
が
米
国
の
国
内
支
持
で
あ
り
、

仮
に
こ
こ
で
妥
協
が
成
立
す
れ
ば
Ｇ
10
を
除
く
主
要
国
間
で
合
意

形
成
の
可
能
性
が
生
じ
得
る
こ
と
、
他
方
Ｎ
Ａ
Ｍ
Ａ
で
は
市
場
開

放
を
求
め
る
先
進
国
側
と
不
均
等
是
正
を
重
視
す
る
途
上
国
側
と

の
溝
が
深
く
、
合
意
の
見
通
し
が
立
た
な
い
こ
と
が
う
か
が
え

る
。Ｇ

4
閣
僚
会
合
の
決
裂
を
受
け
、
農
業
交
渉
議
長
と
Ｎ
Ａ
Ｍ
Ａ

交
渉
議
長
は
モ
ダ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
議
長
テ
キ
ス
ト
を
七
月
に
公

表
し
た
。
国
内
支
持
に
つ
い
て
は
、
カ
ッ
コ
書
き
な
が
ら
Ｏ
Ｔ
Ｄ

Ｓ
の
削
減
率
に
つ
い
て
二
者
択
一
の
数
字
を
挙
げ
、
総
合
Ａ
Ｍ
Ｓ

の
削
減
率
に
つ
い
て
も
単
一
の
削
減
率
が
記
入
さ
れ
、
交
渉
担
当

者
に
決
断
を
迫
る
内
容
と
な
っ
た
。
輸
出
競
争
に
関
し
て
は
二
〇

一
〇
年
ま
で
に
支
出
額
を
半
減
、
二
〇
一
三
年
末
ま
で
に
撤
廃
す

る
こ
と
が
案
と
し
て
固
ま
っ
た
。
市
場
ア
ク
セ
ス
で
は
、
四
階
層

方
式
に
よ
る
関
税
削
減
品
目
の
区
切
り
を
、
関
税
率
二
〇
％
、
五

〇
％
、
七
五
％
と
す
る
案
が
明
示
さ
れ
た
が
、
各
階
層
の
削
減
率

に
つ
い
て
は
カ
ッ
コ
書
き
で
幅
を
持
た
せ
た
記
述
と
な
っ
て
お

り
、
重
要
品
目
の
数
も
二
つ
の
選
択
肢
を
示
す
な
ど
、
以
後
の
交

渉
課
題
を
残
し
た
格
好
で
あ
っ
た
。
な
お
、
途
上
国
向
け
Ｓ
Ｐ
と

Ｓ
Ｓ
Ｍ
に
つ
い
て
は
議
論
が
成
熟
し
て
い
な
い
と
し
て
方
向
性
の

み
が
示
さ
れ
る
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
加
え
て
、
輸
出
禁
止
お
よ

び
制
限
に
関
す
る
規
定
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
点
は
、
Ｇ
10
等
の

要
求
を
反
映
し
た
内
容
と
し
て
注
目
に
値
す
る
。
七
月
末
の
Ｔ
Ｎ

Ｃ
で
は
、
議
長
テ
キ
ス
ト
が
議
論
の
土
台
と
し
て
ひ
と
ま
ず
受
け

入
れ
ら
れ
、
今
後
の
交
渉
に
お
い
て
修
正
を
求
め
て
い
く
姿
勢
が

示
さ
れ
た
。

二
〇
〇
七
年
九
月
か
ら
二
〇
〇
八
年
一
月
ま
で
の
間
は
、
議
長

案
に
基
づ
く
集
中
的
・
専
門
的
議
論
が
行
わ
れ
た
と
さ
れ
る
が
、

こ
の
期
間
の
交
渉
に
関
す
る
情
報
は
き
わ
め
て
限
ら
れ
て
お
り
、

詳
細
は
不
明
で
あ
る
。
一
月
末
に
は
ダ
ボ
ス
会
議
の
機
会
を
と
ら

え
て
Ｗ
Ｔ
Ｏ
非
公
式
閣
僚
会
議
が
開
催
さ
れ
、
議
長
と
り
ま
と
め

に
お
い
て
各
国
が
交
渉
の
年
内
妥
結
に
強
く
コ
ミ
ッ
ト
し
て
い
る

こ
と
が
言
及
さ
れ
た
。
二
月
八
日
に
は
農
業
交
渉
議
長
が
議
長
テ

キ
ス
ト
の
改
訂
版
を
提
示
し
た
。
注
目
す
べ
き
は
、
Ｓ
Ｓ
Ｍ
や
Ｓ

Ｐ
等
、
従
来
は
詳
細
な
提
案
が
な
か
っ
た
途
上
国
の
関
心
事
項
に

つ
い
て
も
、
モ
ダ
リ
テ
ィ
と
し
て
の
文
案
が
示
さ
れ
た
こ
と
で
あ

る
。
他
方
、
主
要
三
分
野
の
主
な
数
字
に
つ
い
て
は
、
原
案
同
様

の
幅
の
あ
る
提
案
が
維
持
さ
れ
て
い
た
が
、
総
合
Ａ
Ｍ
Ｓ
の
削
減

率
や
緊
急
食
料
援
助
の
条
件
か
ら
カ
ッ
コ
書
き
が
外
さ
れ
る
な
ど

微
妙
な
変
更
が
加
え
ら
れ
て
お
り
、「
半
歩
前
進
」
し
た
と
も
評

価
で
き
る
内
容
で
あ
っ
た
。

そ
の
後
の
交
渉
を
経
て
、
五
月
一
九
日
に
は
議
長
テ
キ
ス
ト
の

再
改
訂
版
、
七
月
一
〇
日
に
は
再
度
の
改
訂
版
（
三
訂
版
）
が
発

出
さ
れ
た
。
三
訂
版
の
特
徴
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
国
内
支
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持
に
お
い
て
は
、
Ｏ
Ｔ
Ｄ
Ｓ
、
総
合
Ａ
Ｍ
Ｓ
、
品
目
別
Ａ
Ｍ
Ｓ
の

そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、
具
体
的
な
削
減
方
法
が
示
さ
れ
た
。
こ
れ

に
よ
っ
て
、
当
該
分
野
で
残
さ
れ
た
大
き
な
課
題
は
、
な
お
選
択

の
余
地
が
あ
る
Ｏ
Ｔ
Ｄ
Ｓ
の
削
減
率
、
お
よ
び
米
国
の
品
目
別
Ａ

Ｍ
Ｓ
の
削
減
基
準
と
「
青
の
政
策
」
の
上
限
設
定
に
絞
ら
れ
た
。

輸
出
競
争
に
つ
い
て
は
、
輸
出
信
用
に
お
け
る
自
己
資
金
調
達
期

間
の
設
定
、
現
物
食
料
援
助
の
現
金
化
禁
止
等
の
変
更
が
行
わ
れ

た
。
市
場
ア
ク
セ
ス
に
関
し
て
も
、
関
税
削
減
の
四
階
層
方
式
に

つ
い
て
、
関
税
率
の
最
上
位
階
層
を
除
く
三
階
層
の
削
減
率
が
固

ま
っ
た
ほ
か
、
重
要
品
目
の
取
扱
い
に
関
す
る
明
確
化
が
図
ら
れ

て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
開
発
途
上
国
向
け
Ｓ
Ｐ
に
関
す
る
規

定
で
は
具
体
的
数
値
が
定
ま
っ
て
お
ら
ず
、
途
上
国
向
け
Ｓ
Ｓ
Ｍ

に
つ
い
て
も
技
術
的
細
部
で
カ
ッ
コ
書
き
部
分
が
残
さ
れ
て
い

た
。七

月
下
旬
に
は
非
公
式
Ｔ
Ｎ
Ｃ
が
連
日
開
か
れ
、
事
務
局
長
の

調
停
案
が
二
五
日
の
Ｇ
7
（
Ｇ
6
＋
中
国
）
閣
僚
会
合
と
同
日
夕

刻
の
非
公
式
全
体
閣
僚
会
合
で
配
布
さ
れ
た
が
、
二
八
日
午
前
の

非
公
式
全
体
閣
僚
会
合
に
お
い
て
、
綿
花
等
で
関
税
を
全
く
削
減

し
な
い
姿
勢
だ
と
し
て
米
国
が
イ
ン
ド
と
中
国
を
名
指
し
で
批
判

し
、
Ｎ
Ａ
Ｍ
Ａ
に
関
し
て
も
関
税
撤
廃
が
進
む
よ
う
求
め
た
。
こ

れ
に
は
中
国
が
反
発
、
米
国
の
国
内
農
業
支
持
に
言
及
し
、
Ｏ
Ｔ

Ｄ
Ｓ
の
さ
ら
な
る
削
減
を
要
求
し
た
。
二
八
日
と
二
九
日
の
Ｇ
7

会
合
で
は
、
開
発
途
上
国
向
け
Ｓ
Ｓ
Ｍ
の
適
用
条
件
を
大
幅
に
緩

和
す
る
イ
ン
ド
の
主
張
を
踏
ま
え
た
修
正
提
案
を
米
国
が
拒
否

し
、
交
渉
は
決
裂
に
向
け
て
大
き
く
舵
を
切
っ
た
。
三
〇
日
に
は

Ｔ
Ｎ
Ｃ
が
開
催
さ
れ
、
各
国
は
共
通
し
て
交
渉
の
継
続
に
言
及
し

た
も
の
の
、
そ
れ
ぞ
れ
の
関
心
事
項
や
交
渉
体
制
に
関
す
る
懸
念

な
ど
に
関
す
る
発
言
が
相
次
ぎ
、
も
は
や
合
意
形
成
に
失
敗
し
た

こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。

4

そ
の
後
の
交
渉
の
展
開
と
日
本
の
課
題
（
二
〇
〇

八
年
以
降
）

二
〇
〇
八
年
九
月
以
降
、
交
渉
過
程
は
大
幅
に
停
滞
し
、
目
立

っ
た
進
捗
は
ほ
と
ん
ど
見
ら
れ
な
く
な
る
。
年
末
に
予
定
さ
れ
て

い
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
閣
僚
会
議
を
前
に
、
一
二
月
六
日
に
は
農
業
交
渉
議

長
テ
キ
ス
ト
の
四
訂
版
が
発
出
さ
れ
た
が
、
内
容
的
に
は
七
月
の

事
務
局
長
調
停
案
の
修
正
範
囲
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
。
さ
ら
に
当

時
の
各
国
の
姿
勢
を
反
映
し
た
作
業
文
書
が
添
付
さ
れ
、
モ
ダ
リ

テ
ィ
案
と
し
て
の
完
成
度
は
む
し
ろ
後
退
し
て
お
り
、
政
治
的
議

論
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
言
う
べ
き
文
書
で
あ
っ
た
。
そ
し
て

議
長
テ
キ
ス
ト
四
訂
版
の
発
出
の
わ
ず
か
二
日
後
に
は
、
事
務
局

長
か
ら
閣
僚
会
議
の
延
期
が
発
表
さ
れ
た
。

延
期
さ
れ
た
第
七
回
Ｗ
Ｔ
Ｏ
閣
僚
会
議
は
、
二
〇
〇
九
年
一
一

月
末
か
ら
ジ
ュ
ネ
ー
ブ
で
開
催
さ
れ
た
が
、
モ
ダ
リ
テ
ィ
の
確
立

に
向
け
た
具
体
的
な
議
論
は
行
わ
れ
な
か
っ
た
。
同
じ
く
ジ
ュ
ネ

ー
ブ
で
開
催
さ
れ
た
二
〇
一
一
年
の
第
八
回
閣
僚
会
議
は
ド
ー
ハ
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・
ラ
ウ
ン
ド
に
と
っ
て
ひ
と
つ
の
転
機
と
な
り
、
一
括
受
諾
を
目

指
す
こ
と
は
断
念
し
な
い
と
し
つ
つ
も
、
実
質
的
に
部
分
合
意
の

可
能
性
を
追
求
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
の
成
果
は
二
〇
一
三
年

一
二
月
に
バ
リ
で
開
催
さ
れ
た
第
九
回
閣
僚
会
議
に
お
け
る
「
バ

リ
・
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
と
し
て
結
実
し
、
食
糧
安
全
保
障
を
目
的
と

し
た
公
的
備
蓄
を
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
紛
争
解
決
手
続
き
に
持
ち
込
ま
な
い

「
平
和
条
項
」
が
例
外
的
措
置
と
し
て
認
め
ら
れ
た
。
他
方
、
こ

れ
を
恒
久
的
措
置
と
す
る
か
否
か
は
農
業
委
員
会
で
検
討
す
る
こ

と
と
な
っ
た
が
、
現
在
ま
で
結
論
は
得
ら
れ
て
い
な
い
。
二
〇
一

五
年
一
二
月
に
ナ
イ
ロ
ビ
で
開
催
さ
れ
た
第
一
〇
回
閣
僚
会
議
で

は
、
ド
ー
ハ
・
ラ
ウ
ン
ド
に
関
し
て
、
開
発
途
上
国
の
特
別
か
つ

異
な
る
取
扱
い
を
求
め
る
開
発
途
上
国
と
、
新
た
な
ア
プ
ロ
ー
チ

が
必
要
と
す
る
先
進
国
と
の
主
張
が
対
立
し
、
閣
僚
宣
言
に
は
両

論
が
併
記
さ
れ
た
。
な
お
農
業
分
野
に
つ
い
て
は
、
輸
出
補
助
金

の
撤
廃
期
限
等
に
関
す
る
ル
ー
ル
が
合
意
に
達
し
て
い
る
。
二
〇

一
八
年
一
二
月
に
ブ
エ
ノ
ス
ア
イ
レ
ス
で
開
催
さ
れ
た
第
一
一
回

閣
僚
会
議
で
は
、
加
盟
国
の
立
場
を
集
約
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、

閣
僚
宣
言
で
は
な
く
議
長
声
明
と
い
う
形
で
と
り
ま
と
め
が
行
わ

れ
た
。
ド
ー
ハ
・
ラ
ウ
ン
ド
の
凍
結
と
と
も
に
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
は
国
際

的
な
コ
ン
セ
ン
サ
ス
形
成
の
場
と
し
て
の
役
割
を
弱
め
つ
つ
あ

る
。ド

ー
ハ
・
ラ
ウ
ン
ド
農
業
交
渉
に
お
け
る
日
本
の
中
心
的
課
題

は
、
重
要
品
目
の
確
保
に
代
表
さ
れ
る
よ
う
な
、
国
内
農
業
の
維

持
・
発
展
に
向
け
た
条
件
の
確
保
と
い
う
、
い
わ
ば
防
衛
戦
で
あ

っ
た
が
、
い
ま
ひ
と
つ
の
重
要
な
課
題
が
同
時
に
存
在
し
た
。
そ

れ
は
、
現
行
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
農
業
協
定
に
内
在
す
る
問
題
の
解
決
で
あ

る
。
そ
も
そ
も
Ｕ
Ｒ
農
業
合
意
は
農
産
物
過
剰
基
調
下
に
お
け
る

交
渉
の
結
果
で
あ
り
、
農
産
物
輸
出
国
の
利
益
を
強
く
反
映
し
て

い
る
。
農
産
物
輸
入
国
に
は
国
内
支
持
・
国
境
措
置
削
減
や
ミ
ニ

マ
ム
ア
ク
セ
ス
等
多
く
の
義
務
が
課
さ
れ
る
一
方
、
農
産
物
輸
出

国
に
は
輸
出
補
助
削
減
以
外
の
義
務
的
規
程
が
存
在
し
な
い
。
二

〇
〇
八
年
の
農
業
モ
ダ
リ
テ
ィ
案
に
盛
り
込
ま
れ
た
農
産
物
輸
出

禁
止
お
よ
び
輸
出
制
限
措
置
に
対
す
る
規
制
強
化
や
、
二
〇
一
三

年
の
バ
リ
・
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
お
け
る
食
糧
安
全
保
障
の
た
め
の
公

的
備
蓄
の
容
認
は
、
農
産
物
輸
入
国
と
輸
出
国
と
に
公
正
な
規
律

を
保
証
す
る
た
め
の
契
機
と
な
る
提
案
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ

る
。
も
は
や
一
般
的
に
は
忘
れ
ら
れ
つ
つ
あ
る
ド
ー
ハ
・
ラ
ウ
ン

ド
が
、
今
後
ど
の
よ
う
な
形
で
幕
引
き
を
迎
え
る
の
か
、
現
時
点

で
展
望
す
る
こ
と
は
困
難
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
し
か
し
、
あ

ら
ゆ
る
機
会
を
捉
え
て
現
行
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
農
業
協
定
の
不
備
の
改
善

を
求
め
て
い
く
こ
と
は
、
日
本
の
よ
う
な
先
進
国
か
イ
ン
ド
の
よ

う
な
途
上
国
か
を
問
わ
ず
、
農
産
物
輸
入
国
に
と
っ
て
共
通
の
課

題
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

引
用
文
献
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千
葉
典
（
二
〇
〇
四
）「
ア
メ
リ
カ
の
農
産
物
貿
易
戦
略
」
村
田
武

編
『
再

編
下
の
世
界
農
業
市
場
』
筑
波
書
房
、
五
一
〜
八
三
頁

千
葉
典
（
二
〇
〇
八
）「
ド
ー
ハ
開
発
ア
ジ
ェ
ン
ダ
農
業
交
渉
の
展
開
（
一
）

―
カ
ン
ク
ン
か
ら
香
港
ま
で
―
」『
神
戸
外
大
論
叢
』
五
九
巻
五
号
（
神
戸
市

外
国
語
大
学
研
究
会
）、
九
〜
三
〇
頁

千
葉
典
（
二
〇
一
三
）「
ド
ー
ハ
開
発
ア
ジ
ェ
ン
ダ
農
業
交
渉
の
展
開
（
二
）

―
交
渉
の
中
断
か
ら
再
開
へ
―
」『
神
戸
外
大
論
叢
』
六
三
巻
一
号
（
神
戸
市

外
国
語
大
学
研
究
会
）
七
一
〜
八
八
頁

千
葉
典
（
二
〇
一
五
）「
ド
ー
ハ
開
発
ア
ジ
ェ
ン
ダ
農
業
交
渉
の
展
開
（
三
）

―
議
長
テ
キ
ス
ト
の
改
訂
作
業
と
交
渉
の
後
退
―
」『
神
戸
外
大
論
叢
』
六
五

巻
四
号
（
神
戸
市
外
国
語
大
学
研
究
会
）、
一
〇
七
〜
一
二
九
頁

萩
原
英
樹
（
二
〇
一
九
）「
通
商
交
渉
の
展
開
と
展
望
」『
農
業
経
済
研
究
』

第
九
〇
巻
四
号
（
日
本
農
業
経
済
学
会
）、
三
〇
一
〜
三
一
二
頁
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1

Ｆ
Ｔ
Ａ
の
経
緯

わ
が
国
は
二
〇
〇
二
年
に
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
と
初
め
て
の
Ｆ
Ｔ
Ａ

を
締
結
し
て
以
来
、
現
在
で
は
署
名
済
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
12
を

含
め
一
八
と
な
っ
て
お
り
、
世
界
的
に
見
て
も
少
な
い
数
で
は
な

く
な
っ
て
い
る
（
図
1
）。
さ
ら
に
、
現
在
進
行
中
で
、
ほ
ぼ
決

着
が
つ
い
た
と
言
わ
れ
る
日
米
貿
易
協
定
や
中
国
、
韓
国
を
含
む

Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
の
締
結
が
あ
れ
ば
、
わ
が
国
の
貿
易
額
の
七
七
％
が
Ｆ

Ｔ
Ａ
に
よ
っ
て
カ
バ
ー
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
こ
の
割
合
は
、
米

国
、
Ｅ
Ｕ
あ
る
い
は
韓
国
を
も
上
回
る
1）
。
し
か
し
、
世
界
的
に

見
る
と
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
の
開
始
は
む
し
ろ
遅
い
部
類
に
属
す
と
言

え
よ
う
。
当
初
日
本
は
Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
に
積
極
的
で
は
な
く
、
多
角

的
貿
易
交
渉
で
の
自
由
貿
易
の
推
進
に
熱
心
で
あ
っ
た
。

関
税
と
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
（
ガ
ッ
ト
）
に
基
づ
く
八
回

目
の
交
渉
で
あ
っ
た
ウ
ル
グ
ア
イ
ラ
ウ
ン
ド
（
一
九
八
六
年
〜
一

九
九
四
年
）
に
よ
っ
て
、
よ
う
や
く
常
設
の
国
際
機
関
で
あ
る
Ｗ

Ｔ
Ｏ
（
世
界
貿
易
機
関
）
が
一
九
九
五
年
に
発
足
し
た
。
戦
後
経

済
を
支
え
る
も
の
と
し
て
国
際
通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）、
世
界
銀

行
と
と
も
に
国
際
貿
易
機
関
（
Ｉ
Ｔ
Ｏ
）
の
設
立
が
提
唱
さ
れ
た

が
、
結
局
米
国
議
会
の
承
認
が
得
ら
れ
ず
葬
り
去
ら
れ
た
。
し
か

し
、
よ
う
や
く
日
の
目
を
見
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
は
、
設
立
と
ほ
ぼ
同
時
に

機
能
不
全
に
陥
っ
て
し
ま
っ
た
。
二
〇
〇
一
年
に
Ｗ
Ｔ
Ｏ
発
足
後

最
初
の
ラ
ウ
ン
ド
と
な
っ
た
ド
ー
ハ
ラ
ウ
ン
ド
は
二
〇
〇
八
年
に

決
裂
し
、
そ
の
後
妥
結
す
る
見
通
し
は
全
く
立
っ
て
い
な
い
。
ド

ー
ハ
ラ
ウ
ン
ド
決
裂
の
詳
細
な
分
析
は
別
稿
に
譲
る
が
、
基
本
的

に
は
先
進
国
と
開
発
途
上
国
の
対
立
が
要
因
と
言
わ
れ
て
い
る
。

ウ
ル
グ
ア
イ
ラ
ウ
ン
ド
の
結
着
を
見
る
と
、
米
国
と
Ｅ
Ｕ
と
の
間

の
交
渉
で
結
局
は
決
ま
っ
た
感
が
あ
る
。
し
か
し
、
ド
ー
ハ
ラ
ウ

Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
―
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
を
中
心
に
―

小
林
信
一
（
日
本
大
学
）
、
吉
田
詞
温
（
日
大
院
、
シ
ド
ニ
ー
大
）
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ン
ド
で
は
、
開
発
途
上
国
、
特
に
中
国
や
イ
ン
ド
、
ブ
ラ
ジ
ル
な

ど
の
新
興
国
の
登
場
で
開
発
途
上
国
グ
ル
ー
プ
の
力
が
強
ま
り
、

さ
ら
に
農
産
物
輸
入
国
で
あ
る
日
本
な
ど
も
グ
ル
ー
プ
を
形
成
し

て
交
渉
に
当
た
る
な
ど
、
加
盟
国
の
多
さ
だ
け
で
は
な
く
、
利
害

が
複
雑
化
し
二
大
強
国
（
地
域
）
の
み
で
は
決
め
ら
れ
な
く
な
っ

た
こ
と
が
、
大
き
な
要
因
と
考
え
ら
れ
る
。

こ
う
し
た
中
で
多
角
的
貿
易
交
渉
を
進
め
る
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
設
立
と

前
後
し
て
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
規
程
で
は
基
本
的
に
認
め
ら
れ
て
い
な
い
Ｆ

Ｔ
Ａ
が
急
速
に
増
加
し
て
い
っ
た
の
は
、
皮
肉
以
外
の
何
物
で
も

な
い
。
Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
数
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
通
報
ベ
ー
ス
）
は
、
二
〇
一
九

年
九
月
現
在
で
は
三
〇
二
に
達
し
て
い
る
。
八
〇
年
代
末
で
は
二

一
だ
っ
た
が
、
一
九
九
〇
年
代
以
降
加
速
度
的
に
増
加
し
た
。
日

本
も
前
述
し
た
よ
う
に
、
当
初
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
交
渉
の
進
展
を
優
先
事

項
と
し
て
い
た
が
、
世
界
的
な
趨
勢
の
中
で
、
徐
々
に
Ｆ
Ｔ
Ａ
締

結
に
舵
を
切
っ
て
い
っ
た
。
し
か
し
、
当
初
は
積
極
的
に
と
い
う

よ
り
は
、
相
手
国
の
求
め
に
応
じ
て
、
特
に
農
産
物
貿
易
に
あ
ま

り
関
係
な
い
国
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
で
あ
っ
た
。
作
山
氏
は
、
日
本

の
Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
期
を
四
つ
に
区
分
し
て
い
る
1）
。
つ
ま
り
、
第
一

期
は
二
〇
〇
一
年
か
ら
二
〇
〇
三
年
ま
で
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
メ

キ
シ
コ
お
よ
び
韓
国
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
に
着
手
し
た
時
期
で
、
こ

の
当
時
は
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
関
す
る
政
府
の
方
針
や
相
手
国
の
基
準
は
存

在
し
な
か
っ
た
と
い
う
。
交
渉
開
始
は
相
手
国
か
ら
の
要
請
に
よ

っ
て
始
め
ら
れ
た
。
し
か
し
、
農
産
物
の
主
要
相
手
国
は
対
象
外

図1 EPAの現状

（注）ASEAN全体とのEPAは，物品貿易等について、2008年12月に日本とシンガポール、ラオス、ベトナム及
びミャンマー、2009年1月にブルネイ、同2月にマレーシア、同6月にタイ、同12月にカンボジア、2010年7月
にフィリピン、2018年3月にインドネシアとの間で発効し、全ての参加国間で発効済。また2010年10月より、「サ
ービスの貿易」、「投資」について交渉開始し、2015年11月に「サービスの貿易」の交渉終了、2016年9月に「投
資」の交渉終了。その後、合意内容の条文化及び法的精査作業を経て、2017年12月最終合意。
資料：農林水産省「経済連携交渉の状況について」2109年6月
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に
す
る
と
い
う
こ
と
は
あ
っ
た
よ
う
だ
。
第
二
期
は
、
二
〇
〇
四

年
か
ら
二
〇
〇
六
年
ま
で
で
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
を
加
速
さ
せ
、
マ
レ

ー
シ
ア
、
タ
イ
、
フ
ィ
リ
ッ
ピ
ン
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
、
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
な
ど
東
南
ア
ジ
ア
が
重
視
さ
れ
、
農
産
物
の
主
要
輸
出
国
は
除

外
さ
れ
て
い
る
。
第
三
期
は
、
二
〇
〇
七
年
か
ら
二
〇
一
二
年
ま

で
で
、
ベ
ト
ナ
ム
、
イ
ン
ド
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
カ
ナ
ダ
な
ど

と
交
渉
を
開
始
し
た
。
こ
の
時
期
は
、
ア
ジ
ア
以
外
の
農
産
物
の

主
要
輸
出
国
で
あ
る
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
や
カ
ナ
ダ
が
含
ま
れ
た
こ

と
が
、
特
徴
的
で
あ
る
。
二
〇
一
〇
年
に
は
米
国
主
導
で
Ｔ
Ｐ
Ｐ

交
渉
が
開
始
さ
れ
た
が
、
こ
れ
に
日
本
は
参
加
し
な
か
っ
た
。
第

四
期
は
二
〇
一
三
年
以
降
で
、
二
〇
一
三
年
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
に
遅

れ
て
参
加
し
た
他
、
日
中
韓
Ｅ
Ｐ
Ａ
や
日
Ｅ
Ｕ
Ｅ
Ｐ
Ａ
、
Ｒ
Ｃ
Ｅ

Ｐ
な
ど
大
型
の
い
わ
ゆ
る
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
突
入
す
る
こ
と
に
な

り
、
完
全
に
Ｆ
Ｔ
Ａ
重
視
の
方
向
に
な
っ
た
。

本
稿
の
中
心
で
あ
る
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
は
、
第
三
期
に
当
た
る
主
要

農
産
物
輸
出
国
を
含
む
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
に
あ
た
り
、
わ
が
国
の
農
業

政
策
を
考
え
る
と
、「
一
線
を
超
え
た
」
協
定
と
言
え
よ
う
。
こ

の
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
狙
い
、
農
産
物
貿
易
に
関
す
る
取
り
決
め
内
容

と
そ
の
影
響
な
ど
に
つ
い
て
、
考
察
し
て
み
た
い
。
な
お
、
Ｆ
Ｔ

Ａ
は
厳
密
に
言
え
ば
物
品
貿
易
を
対
象
と
す
る
協
定
で
あ
り
、
非

参
加
国
に
対
し
て
共
通
な
関
税
を
課
す
る
関
税
同
盟
や
開
発
途
上

国
を
対
象
と
す
る
部
分
自
由
化
協
定
や
サ
ー
ビ
ス
貿
易
を
対
象
と

す
る
経
済
統
合
協
定
な
ど
を
含
め
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
で
は
地
域
貿
易
協
定

（
Ｒ
Ｔ
Ａ
）
と
し
て
包
括
し
て
い
る
。
ま
た
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
も
そ
う

だ
が
、わ
が
国
で
は
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
は
な
く
Ｅ
Ｐ
Ａ（
経
済
連
携
協
定
）

と
一
般
的
に
呼
ぶ
。
Ｅ
Ｐ
Ａ
は
、
物
や
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易
自
由
化

だ
け
で
な
く
、
知
的
財
産
の
保
護
、
競
争
政
策
、
協
力
の
促
進
等

幅
広
い
分
野
を
含
む
協
定
で
あ
る
こ
と
を
表
す
が
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
呼

称
か
ら
イ
メ
ー
ジ
さ
れ
る
農
産
物
の
関
税
完
全
撤
廃
を
避
け
た
い

意
図
も
あ
る
よ
う
だ
。
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
原
則
で
あ
る
す
べ
て

の
加
盟
国
に
対
し
て
、
同
じ
関
税
率
を
適
用
す
る
と
い
う
最
恵
国

待
遇
に
反
す
る
が
、「
実
質
上
す
べ
て
の
貿
易
」
に
つ
い
て
関
税

撤
廃
を
行
う
こ
と
を
条
件
と
し
て
認
め
ら
れ
て
い
る
。「
実
質
上

す
べ
て
」
の
定
義
は
厳
密
な
も
の
は
な
い
よ
う
だ
が
、
一
般
的
に

は
九
〇
％
以
上
で
、
一
〇
年
以
内
に
関
税
を
撤
廃
す
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
品
目
を
抱
え
る
場

合
に
、
一
部
を
例
外
扱
い
に
で
き
る
こ
と
か
ら
、
協
定
が
締
結
し

や
す
い
面
が
あ
る
。

2

日
豪
貿
易
と
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
内
容

日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
は
二
〇
〇
六
年
一
二
月
に
第
一
次
安
倍
内
閣
に
よ

っ
て
交
渉
開
始
が
決
定
さ
れ
、
二
〇
一
四
年
七
月
に
現
安
倍
内
閣

に
よ
っ
て
署
名
が
行
わ
れ
た
。
協
定
に
よ
っ
て
発
効
後
一
〇
年
間

で
、
日
本
か
ら
の
輸
入
額
の
約
九
九
・
八
％
の
関
税
撤
廃
（
二
〇

一
三
年
豪
州
貿
易
統
計
）、
豪
州
か
ら
の
輸
入
額
の
約
九
三
・
七

％
の
関
税
撤
廃
（
二
〇
一
三
年
財
務
省
貿
易
統
計
）、
往
復
貿
易
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額
で
は
約
九
五
％
の
関
税
が
撤
廃
さ
れ
る
と
し
て
い
る
2）
。

具
体
的
に
は
、
日
本
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
に
つ
い
て
、
鉱
工
業

品
は
ほ
ぼ
全
て
の
品
目
に
つ
き
即
時
〜
一
〇
年
間
で
関
税
撤
廃
を

行
う
。
農
林
水
産
品
に
つ
い
て
、
コ
メ
は
関
税
撤
廃
等
の
対
象
か

ら
除
外
、
牛
肉
は
、
冷
凍
に
つ
い
て
は
段
階
的
に
現
行
三
八
・
五

％
の
関
税
率
を
一
八
年
目
に
一
九
・
五
％
ま
で
削
減
、
冷
蔵
牛
肉

は
段
階
的
に
一
五
年
目
に
二
三
・
五
％
ま
で
削
減
す
る
。
た
だ

し
、
輸
入
量
が
一
定
量
を
超
え
た
場
合
に
関
税
率
を
引
き
上
げ
る

セ
ー
フ
ガ
ー
ド
を
導
入
す
る
。
乳
製
品
の
う
ち
脱
脂
粉
乳
、
バ
タ

ー
は
将
来
の
見
直
し
を
行
う
。
プ
ロ
セ
ス
チ
ー
ズ
原
料
用
ナ
チ
ュ

ラ
ル
チ
ー
ズ
は
、
関
税
割
当
枠
数
量
を
二
〇
年
間
か
け
て
四
、
〇

〇
〇
ト
ン
か
ら
二
〇
、
〇
〇
〇
ト
ン
に
拡
大
し
、
国
産
品
の
使
用

を
条
件
に
枠
内
は
無
税
と
す
る
。
砂
糖
は
一
般
粗
糖
、
精
製
糖
に

つ
い
て
は
将
来
の
見
直
し
と
し
、
高
糖
度
粗
糖
は
精
製
用
に
つ
い

て
無
税
と
し
、
調
整
金
は
糖
度
に
応
じ
た
水
準
に
設
定
、
ボ
ト
ル

ワ
イ
ン
は
七
年
間
で
関
税
を
撤
廃
す
る
。
一
方
、
豪
州
市
場
へ
の

ア
ク
セ
ス
に
つ
い
て
は
、
鉱
工
業
品
は
大
部
分
の
品
目
に
つ
き
即

時
関
税
撤
廃
す
る
。
自
動
車
は
完
成
車
輸
出
額
の
約
七
五
％
が
即

時
関
税
撤
廃
し
、
残
る
完
成
車
も
三
年
目
で
の
関
税
撤
廃
を
行

う
。
自
動
車
部
品
は
即
時
を
含
む
主
に
三
年
目
以
内
で
の
関
税
撤

廃
、
鉄
鋼
は
即
時
又
は
五
年
目
で
の
関
税
撤
廃
、
一
般
機
械
・
電

気
電
子
機
械
（
い
ず
れ
も
自
動
車
部
品
を
除
く
。）
は
即
時
関
税

撤
廃
、
農
林
水
産
品
も
全
て
の
品
目
に
つ
き
即
時
関
税
撤
廃
を
行

う
と
な
っ
て
い
る
。

日
本
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
と
っ
て
、
輸
出
で
は
第
二
位
（
シ

ェ
ア
一
六
・
三
％
、
二
〇
一
八
年
）、
輸
入
で
は
第
三
位
（
七
・

二
％
）、
全
体
で
は
第
二
位
（
一
一
・
九
％
）
の
貿
易
相
手
国
で

あ
り
、
日
本
に
と
っ
て
も
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
第
四
位
の
貿
易
相

手
国
で
あ
る
3）
。
ち
な
み
に
、
第
一
位
は
輸
出
入
と
も
に
中
国
で

あ
り
、
そ
の
シ
ェ
ア
は
、
そ
れ
ぞ
れ
三
四
・
三
％
、
二
三
・
六
％
、

二
九
・
二
％
で
あ
る
。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
日
豪
は
お
互
い
に
非

常
に
重
要
な
貿
易
相
手
国
で
あ
る
。
主
な
日
豪
の
貿
易
品
目
は
、

日
本
へ
の
輸
出
品
と
し
て
、
石
炭
、
天
然
ガ
ス
、
鉄
鉱
石
、
銅
、

ア
ル
ミ
な
ど
の
鉱
産
物
が
上
位
六
位
中
五
つ
を
占
め
て
お
り
、
そ

れ
だ
け
で
全
体
の
八
割
以
上
を
最
近
は
占
め
て
い
る
（
表
1
）。

農
産
物
は
牛
肉
が
第
四
位
に
ラ
ン
ク
さ
れ
て
い
る
が
四
％
程
度
の

シ
ェ
ア
で
し
か
な
い
。農
産
物
と
し
て
は
、他
に
乳
製
品
や
小
麦
、

大
麦
な
ど
の
穀
物
も
あ
る
が
、
鉱
産
物
に
比
べ
れ
ば
そ
の
割
合
は

非
常
に
小
さ
い
。
た
だ
し
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
か
ら
の
牛
肉
輸
出

は
、
国
産
も
含
め
た
日
本
の
牛
肉
供
給
総
量
の
約
三
割
を
占
め
て

お
り
、牛
肉
の
需
給
面
で
は
非
常
に
重
要
な
存
在
で
あ
る
。一
方
、

日
本
か
ら
の
輸
入
品
に
つ
い
て
は
、
乗
用
車
や
自
動
車
部
品
、
土

木
機
械
、
タ
イ
ヤ
な
ど
ゴ
ム
製
品
の
他
、
金
、
精
製
石
油
と
な
っ

て
お
り
、
特
に
自
動
車
や
関
連
部
品
の
割
合
が
ほ
ぼ
半
分
と
な
っ

て
い
る
。ま
た
、貿
易
額
は
一
貫
し
て
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
出
超
、

つ
ま
り
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
側
の
貿
易
黒
字
が
長
年
継
続
し
て
い
る
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点
も
、
米
国
と
は
異
な
っ
て
い
る
。
ち
な
み
に
豪
中
貿
易
の
主
要

品
目
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
か
ら
の
輸
出
は
、
日
本
と
同
じ
鉄
鉱

石
、
石
炭
、
天
然
ガ
ス
が
上
位
三
品
目
に
ラ
ン
ク
さ
れ
て
い
る
。

一
方
、
輸
入
品
は
、
通
信
機
器
部
品
や
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
が
上
位
二

品
目
で
、
や
は
り
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
側
の
出
超
状
況
で
あ
る
。

3

日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
締
結
の
狙
い

日
豪
関
係
は
特
に
問
題
と
な
る
課
題
も
な
く
、
貿
易
関
係
も
緊

密
で
、
特
に
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
側
の
大
幅
出
超
が
続
い
て
い
る
中

で
、
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
側
か
ら
提
案
さ
れ
た
と
言

わ
れ
て
い
る
。
そ
の
ね
ら
い
は
ど
こ
に
あ
っ
た
の
か
。
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
側
の
交
渉
担
当
で
あ
る
外
務
貿
易
省
の
交
渉
開
始
当
時
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
は
、
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
と
っ

て
非
常
に
大
き
な
経
済
的
利
益
を
生
む
と
し
て
、
①
関
税
・
非
関

税
障
壁
の
撤
廃
に
よ
る
全
産
業
分
野
に
及
ぶ
新
た
な
機
会
の
創

出
、
②
最
大
の
農
産
物
輸
出
市
場
で
あ
る
日
本
に
対
す
る
さ
ら
な

る
輸
出
の
拡
大
と
安
定
化
、
③
投
資
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易
の
拡
大
、

④
最
大
の
鉱
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
買
い
手
で
あ
る
日
本
と
の
関

係
の
安
定
化
と
緊
密
化
な
ど
を
追
求
す
る
と
し
て
い
る
。

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
元
々
日
本
と
同
様
に
Ｗ
Ｔ
Ｏ
重
視
を
基
本

と
し
て
い
た
。
ガ
ッ
ト
ウ
ル
グ
ア
イ
ラ
ウ
ン
ド
で
は
、
伝
統
的
農

産
物
輸
出
国
を
糾
合
し
て
ケ
ア
ン
ズ
グ
ル
ー
プ
を
結
成
し
た
。
そ

の
狙
い
は
輸
出
補
助
金
に
よ
っ
て
自
国
の
農
産
物
市
場
を
奪
っ
て

表1 日豪貿易額の推移と品目別割合

資料：オーストラリア外務貿易省
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い
く
Ｅ
Ｕ
に
対
抗
し
、
米
国
を
後
押
し
す
る
形
で
輸
出
補
助
金
に

よ
っ
て
歪
め
ら
れ
て
い
る
農
産
物
世
界
市
場
を
「
公
正
」
な
状
況

に「
戻
す
」こ
と
で
あ
っ
た
。
そ
の
目
論
見
は
あ
る
程
度
成
功
し
、

中
規
模
国
の
経
済
戦
略
の
成
功
例
と
さ
れ
た
こ
と
も
あ
っ
た
。
し

か
し
、
そ
の
後
ド
ー
ハ
ラ
ウ
ン
ド
の
頓
挫
で
は
、
開
発
途
上
国
の

登
場
の
前
に
、
か
つ
て
の
存
在
感
は
失
わ
れ
て
い
た
。
こ
う
し
た

中
で
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
（
Ｎ
Ｚ
）
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
（
一
九

八
三
年
）
以
来
二
〇
年
ぶ
り
と
な
る
二
〇
〇
三
年
に
シ
ン
ガ
ポ
ー

ル
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
に
踏
み
切
っ
た
。
そ
の
後
、
立
て
続
け
に
タ

イ
、
米
国
（
二
〇
〇
五
年
）、
チ
リ
（
二
〇
〇
九
年
）、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
＋
Ｎ
Ｚ
（
二
〇
一
〇
年
）、
マ
レ
ー
シ
ア
（
二
〇
一
三
年
）、
韓

国
（
二
〇
一
四
年
）、
日
本
、
中
国
（
二
〇
一
五
年
）、
そ
し
て
Ｔ

Ｐ
Ｐ
11
（
二
〇
一
八
年
）
と
、
合
計
一
一
カ
国
・
地
域
と
の
協
定

を
締
結
―
発
効
し
た
。
こ
の
背
後
に
は
、
二
国
間
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
数

多
く
む
す
ぶ
こ
と
に
よ
っ
て
、
最
終
的
に
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
で
の
多
角
的

交
渉
と
同
じ
結
果
を
得
よ
う
と
す
る
戦
略
が
見
え
る
。
し
か
し
、

こ
れ
ま
で
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
見
る
と
、
米
国
や
日
本
な
ど
と
の
大
国
と

の
協
定
は
、
必
ず
し
も
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
と
っ
て
、
有
利
な
協

定
に
な
っ
た
と
は
言
え
な
い
よ
う
に
思
う
。

「
農
村
と
都
市
を
む
す
ぶ
」
誌
二
〇
〇
七
年
五
月
号
の
「
日
豪

Ｅ
Ｐ
Ａ
を
め
ぐ
っ
て
」
の
座
談
会
に
お
い
て
、
当
時
の
農
水
省
大

臣
官
房
国
際
部
の
三
浦
進
参
事
官
は
、
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
ね
ら
い
に

つ
い
て
、
以
下
の
よ
う
に
述
べ
て
お
ら
れ
る
。「
経
済
上
の
観
点

で
い
わ
れ
て
お
り
ま
す
の
は
、
・
・
特
に
中
国
が
相
当
な
力
を
発

揮
し
て
き
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
対
抗
し
て
、
今
ま
で
ず
っ
と
長

い
間
、
最
も
安
定
的
な
供
給
先
で
あ
っ
た
豪
州
と
の
経
済
の
連
携

関
係
を
よ
り
強
化
し
て
お
き
た
い
と
い
う
こ
と
が
一
つ
い
わ
れ
て

お
り
ま
す
。
お
っ
し
ゃ
る
と
お
り
、
先
ほ
ど
ご
説
明
し
た
石
炭
に

し
ろ
、
鉄
鉱
に
し
ろ
、
液
化
天
然
ガ
ス
に
し
ろ
、
関
税
は
ゼ
ロ
な

の
で
、
日
本
側
が
関
税
を
撤
廃
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
豪
州
か
ら
入

り
や
す
く
な
る
と
い
う
直
接
の
効
果
は
な
い
と
思
い
ま
す
。
し
た

が
っ
て
、
関
係
の
強
化
と
い
う
よ
う
な
、
や
や
間
接
的
な
形
に
な

る
わ
け
で
す
け
れ
ど
も
、そ
う
い
う
こ
と
が
い
わ
れ
て
い
ま
す
。」

同
じ
く
日
本
側
で
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
旗
振
り
役
と
言
わ
れ
た
財
界

団
体
の
（
社
）
日
本
経
済
団
体
連
合
会
は
、
日
本
商
工
会
議
所
お

よ
び
（
社
）
日
本
貿
易
会
と
連
名
で
、「
日
豪
経
済
連
携
協
定
の

早
期
交
渉
開
始
を
求
め
る
」
と
題
す
る
提
言
を
二
〇
〇
六
年
九
月

に
行
っ
て
い
る
が
、
そ
の
中
で
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
に
期
待
さ
れ
る
効
果

と
し
て
、
自
動
車
な
ど
の
関
税
撤
廃
効
果
の
前
に
、
資
源
・
エ
ネ

ル
ギ
ー
と
食
料
の
安
定
供
給
を
あ
げ
て
い
る
。
協
定
締
結
後
の
効

果
に
つ
い
て
も
、
日
本
の
外
務
省
は
「
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
が
他
の
経
済

連
携
協
定
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
と
比
べ
て
特
徴
的
な
の
は
、
日
本
の
Ｅ
Ｐ

Ａ
で
初
め
て
「
食
料
供
給
」
分
野
が
含
ま
れ
て
い
る
と
い
う
点
で

す
。
具
体
的
に
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
国
内
生
産
が
不
作
に
陥

る
な
ど
し
て
、
輸
出
を
制
限
す
る
措
置
を
取
ら
ざ
る
を
得
な
い
場

合
に
も
、
日
本
側
に
対
し
て
制
限
の
限
定
や
情
報
提
供
、
協
議
等

FTA交渉―日豪EPAを中心に― �����������������������
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を
す
る
と
い
う
努
力
義
務
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
食
料
自
給
率

の
問
題
が
取
り
ざ
た
さ
れ
る
中
、
安
定
的
な
供
給
や
、
特
定
の
品

目
に
つ
い
て
の
輸
出
制
限
の
回
避
に
努
め
ら
れ
る
と
い
う
こ
と

は
、
日
本
に
と
っ
て
大
き
な
メ
リ
ッ
ト
の
ひ
と
つ
だ
と
言
え
る
で

し
ょ
う
。」
4）
と
し
て
、
農
産
物
分
野
の
最
初
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
で
あ
る

こ
と
と
、
安
定
供
給
に
効
果
が
あ
る
と
し
て
い
る
。

4

日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
効
果
と
影
響

こ
う
し
た
狙
い
は
達
成
さ
れ
た
だ
ろ
う
か
。
二
〇
一
五
年
の
協

定
発
効
以
降
ま
だ
四
年
ほ
ど
し
か
経
っ
て
お
ら
ず
、
そ
の
判
断
は

早
計
か
も
し
れ
な
い
。
筆
者
は
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
に
関
し
て
締
結
前
に

以
下
の
四
点
を
指
摘
し
た
。
つ
ま
り
、
①
「
世
界
の
趨
勢
に
乗
り

遅
れ
る
な
」
論
の
陥
穽
、
②
明
確
で
な
い
狙
い
と
効
果
―
資
源
・

食
料
の
安
定
確
保
に
ど
こ
ま
で
効
果
的
か
、
③
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

の
戦
略
で
あ
る
自
由
化
の
推
進
―
「
個
別
か
ら
全
体
へ
」
は
成
功

す
る
か
。
④
農
業
へ
の
影
響
を
ど
う
見
る
か
、
で
あ
る
5）
。
ま
ず

①
は
、
一
般
論
で
言
え
ば
、
地
域
的
な
協
定
は
域
外
に
対
し
て
多

か
れ
少
な
か
れ
排
他
的
に
作
用
す
る
た
め
、
常
に
経
済
の
ブ
ロ
ッ

ク
化
の
危
険
性
を
は
ら
ん
で
い
る
。
経
済
の
ブ
ロ
ッ
ク
化
の
行
き

つ
く
果
て
は
、
第
二
次
大
戦
が
示
し
て
い
る
。
歴
史
を
学
ぶ
指
導

者
が
多
け
れ
ば
、
そ
の
恐
れ
は
杞
憂
に
終
わ
る
と
思
う
が
、
形
を

変
え
た
弊
害
が
現
れ
る
こ
と
は
十
分
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
②
に

つ
い
て
は
、「
輸
出
を
制
限
す
る
措
置
を
取
ら
ざ
る
を
得
な
い
場

合
に
も
、
日
本
側
に
対
し
て
制
限
の
限
定
や
情
報
提
供
、
協
議
等

を
す
る
と
い
う
努
力
義
務
が
定
め
ら
れ
て
い
る
」
と
は
い
え
、
そ

れ
は
あ
く
ま
で
努
力
規
定
で
あ
り
、
安
定
供
給
を
約
束
し
た
も
の

で
は
な
い
。
経
済
協
定
は
あ
く
ま
で
民
間
ベ
ー
ス
で
行
う
こ
と
な

の
で
、
政
府
が
ど
こ
ま
で
関
与
で
き
る
か
、
心
も
と
な
い
。
③
は

確
か
に
二
国
間
協
定
か
ら
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
へ
の
広
が
り
が
、
ド
ミ
ノ

効
果
を
表
し
て
い
る
と
見
る
こ
と
も
で
き
る
が
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
を
提
唱

し
な
が
ら
、
途
中
か
ら
二
国
間
交
渉
に
変
え
た
米
国
の
例
が
示
す

よ
う
に
、
そ
の
戦
略
が
狙
い
通
り
に
行
っ
て
い
る
と
は
必
ず
し
も

言
え
な
い
。

④
の
農
業
分
野
へ
の
影
響
に
つ
い
て
は
、
主
要
な
貿
易
品
目
で

あ
る
牛
肉
に
つ
い
て
、
協
定
後
の
状
況
を
見
て
い
く
こ
と
に
す

る
。
牛
肉
の
関
税
率
は
二
〇
一
五
年
の
初
年
度
に
三
八
・
五
％
か

ら
三
二
・
五
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
、
そ
の
後
徐
々
に
削
減
さ
れ
て

冷
蔵
牛
肉
の
場
合
は
一
〇
年
後
に
は
二
三
・
五
％
に
な
る
こ
と
に

な
っ
て
い
た
。
二
〇
一
八
年
で
は
二
九
・
三
％
で
あ
る
。
日
本
の

牛
肉
輸
入
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
三
年
末
に
米
国
で
Ｂ
Ｓ
Ｅ
が
発

症
し
、
輸
入
が
ス
ト
ッ
プ
し
た
期
間
を
除
き
、
米
国
と
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
が
ほ
ぼ
分
け
合
っ
て
き
た
（
表
2
）。
二
〇
一
五
年
か
ら

の
関
税
削
減
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
み
で
、
米
国
に
つ
い
て
は
削

減
と
な
っ
て
い
な
い
が
、
シ
ェ
ア
自
体
は
む
し
ろ
米
国
が
増
加
す

る
傾
向
に
あ
る
。
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
か
ら
の
輸
入
量
も
、
図
2
の

よ
う
に
米
国
復
帰
に
よ
っ
て
減
少
し
た
分
が
回
復
し
て
い
る
と
ま
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表2 牛肉輸入量と国別割合の推移

資料：ALIC

図2 オーストラリアの対日牛肉輸出量の推移

資料：ALIC
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で
は
言
え
な
い
。
わ
ず
か
な
関
税
削
減
で
は
、
日
本
向
け
が
大
幅

に
増
加
す
る
こ
と
は
考
え
に
く
い
こ
と
は
自
明
の
こ
と
で
あ
っ
た

ろ
う
。
む
し
ろ
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
旱
魃
の
影
響
に
よ
っ
て
、
肉

牛
飼
養
頭
数
は
二
〇
一
三
年
の
約
二
、
六
四
六
万
頭
を
ピ
ー
ク

に
、
二
〇
一
六
年
に
は
二
、
二
三
一
万
頭
ま
で
減
少
し
、
二
〇
一

八
年
に
な
っ
て
約
二
、
三
七
七
万
頭
ま
で
回
復
し
た
所
で
あ
る
。

ま
た
、
中
国
が
二
〇
一
二
年
度
か
ら
急
激
に
牛
肉
輸
入
を
増
加
さ

せ
、
二
〇
一
八
年
度
は
一
四
万
ｔ
で
日
本
、
韓
国
に
次
ぐ
輸
入
国

と
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
ア
フ
リ
カ
豚
コ
レ
ラ
の
影
響
で
、
豚

肉
の
代
替
品
と
し
て
の
牛
肉
の
需
要
が
増
加
し
て
お
り
、
今
後
さ

ら
に
増
加
す
る
と
見
ら
れ
る
。
ち
な
み
に
日
本
と
同
じ
二
〇
一
五

年
に
発
効
し
た
豪
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
よ
り
、
牛
肉
の
関
税
率
は
二
五
％

か
ら
二
〇
二
四
年
ま
で
に
一
二
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
る
。
ま
た
、

牛
肉
輸
出
価
格
の
面
で
も
、
必
ず
し
も
日
本
が
高
い
も
の
を
購
入

し
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
最
近
は
骨
な
し
冷
凍
牛
肉
の
単
価
は

韓
国
や
中
国
に
比
べ
て
も
低
い
。
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
、
Ｗ
Ａ
Ｇ

Ｙ
Ｕ
な
ど
の
高
級
牛
肉
の
輸
出
に
積
極
的
で
あ
り
、
Ｗ
Ａ
Ｇ
Ｙ
Ｕ

の
デ
フ
ァ
ク
ト
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
に
な
っ
て
い
る
感
が
あ
る
が
、
そ

う
し
た
面
か
ら
日
本
は
必
ず
し
も
最
上
客
と
は
言
え
な
く
な
っ
て

い
る
。
ま
た
一
部
、
買
い
負
け
と
い
う
言
葉
も
さ
さ
や
か
れ
て
い

る
。
国
は
農
産
物
輸
出
一
兆
円
を
目
指
し
、
牛
肉
輸
出
に
つ
い
て

も
期
待
が
大
き
い
が
、
現
状
で
は
二
五
〇
億
円
程
度
の
輸
出
額
で

あ
る
。
ま
た
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
市
場
も
昨
年
初
め
て
日
本
の
和

図3 牛肉輸入関税の変化（日豪EPAとTPP11）

注：日豪EPAについては、冷蔵牛肉の関税率
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牛
が
輸
出
さ
れ
た
が
、
高
級
日
本
料
理
店
以
外
に
「
本
家
」
の
和

牛
肉
が
普
及
す
る
こ
と
は
難
し
い
だ
ろ
う
6）
。

牛
肉
の
関
税
率
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
よ
っ
て
、
冷
蔵
、
冷
凍
と
も
現
在

二
六
・
六
％
に
ま
で
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
日
豪
Ｅ
Ｐ

Ａ
の
削
減
率
を
上
回
っ
て
お
り
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
と
っ
て
は

二
国
間
交
渉
よ
り
も
多
国
間
で
の
交
渉
が
有
利
で
あ
る
証
左
に
も

な
っ
て
い
る
。
関
税
率
は
二
〇
三
三
年
に
は
九
％
に
ま
で
引
き
下

げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
さ
ら
に
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
も
四
年

間
発
動
さ
れ
な
い
場
合
は
廃
止
さ
れ
る
な
ど
、
国
内
の
肉
牛
生
産

に
対
す
る
保
護
は
薄
く
な
っ
て
い
る
。
今
後
牛
肉
輸
入
量
が
ど
う

変
化
す
る
か
を
予
測
す
る
こ
と
は
難
し
い
が
、
は
っ
き
り
し
て
い

る
の
は
牛
肉
関
連
の
国
内
畜
産
保
護
の
た
め
に
使
わ
れ
て
き
た
牛

肉
関
税
が
大
幅
に
減
少
し
、
保
護
の
原
資
が
先
細
る
こ
と
と
、
政

府
が
国
内
畜
産
に
つ
い
て
の
保
護
に
力
を
入
れ
な
い
と
の
メ
ッ
セ

ー
ジ
を
送
っ
て
い
る
こ
と
だ
ろ
う
。
こ
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
は
、
こ
れ

だ
け
国
内
の
子
牛
価
格
が
高
騰
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
家

族
経
営
の
減
少
に
歯
止
め
が
か
か
ら
ず
、
生
産
基
盤
の
脆
弱
化
が

進
行
し
て
い
る
要
因
と
な
っ
て
い
る
よ
う
に
考
え
る
。「
食
料
の

安
定
確
保
」
の
た
め
に
結
ん
だ
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
が
、
食
料
生
産
の
不

安
定
化
を
も
た
ら
し
て
い
る
な
ら
ば
、
皮
肉
な
ど
と
言
っ
て
い
ら

れ
な
い
。
国
は
、
国
内
の
生
産
者
が
安
心
し
て
生
産
に
取
り
組
む

こ
と
が
出
来
る
よ
う
に
、
直
接
支
払
い
な
ど
へ
の
農
政
の
抜
本
的

な
転
換
に
よ
っ
て
、
強
い
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
送
る
必
要
が
あ
る
。
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1

は
じ
め
に

特
定
国
間
で
関
税
な
ど
の
物
品
貿
易
へ
の
障
壁
を
撤
廃
す
る
協

定
を
自
由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
と
言
う
。
こ
の
う
ち
、
経
済
規

模
が
大
き
い
欧
州
連
合
（
Ｅ
Ｕ
）、
米
国
、
中
国
、
日
本
の
う
ち

二
つ
以
上
が
参
加
す
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
、
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
呼
ぶ
（
日
本

貿
易
振
興
機
構
編
、
二
〇
一
五
）。
日
本
が
参
加
す
る
メ
ガ
Ｆ
Ｔ

Ａ
に
は
、
日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
（
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
と
日
米
Ｆ
Ｔ

Ａ
が
あ
り
、
前
者
は
二
〇
一
九
年
二
月
に
発
効
し
、
後
者
も
本
稿

執
筆
時
点
で
二
〇
二
〇
年
一
月
の
発
効
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。
ま

た
、
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
協
定
は
、
米
国

の
離
脱
で
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
か
ら
外
れ
た
も
の
の
、
元
の
協
定
を
概
ね

維
持
し
た
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
協
定
が
二
〇
一
八
年
末
に
発
効
し
た
。
こ
の

よ
う
に
、
日
本
は
本
格
的
な
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
時
代
を
迎
え
て
い
る
。

筆
者
は
、
農
林
水
産
省
在
職
中
に
国
際
部
国
際
交
渉
官
と
し

て
、
二
〇
〇
七
〜
二
〇
〇
九
年
に
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
事
前
協
議
を
担

当
し
、
二
〇
一
〇
〜
二
〇
一
三
年
に
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
へ
の
参
加
協

議
に
従
事
し
た
。
ま
た
、
二
〇
一
三
年
に
大
学
に
移
籍
し
て
以
降

は
、
貿
易
協
定
の
研
究
・
教
育
に
従
事
し
、
二
〇
一
六
年
の
参
議

院
Ｔ
Ｐ
Ｐ
特
別
委
員
会
で
は
、
参
考
人
と
し
て
意
見
陳
述
も
し

た
。
本
稿
で
は
、
こ
う
し
た
筆
者
の
実
務
経
験
も
踏
ま
え
て
、
メ

ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
概
要
や
交
渉
の
経
過
を
概
観
し
た
上
で
、
農
林
水
産

品
の
自
由
化
水
準
を
分
析
す
る
。
そ
の
上
で
、
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
時
代

に
突
入
し
た
日
本
の
農
業
が
直
面
す
る
課
題
に
つ
い
て
検
討
す

る
。

2

メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
概
要

前
述
し
た
よ
う
に
、
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
は「
Ｅ
Ｕ
、
米
国
、
中
国
、

メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
日
本
農
業
の
課
題

―
―
Ｔ
Ｐ
Ｐ
、
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
、
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
中
心
に

明
治
大
学
農
学
部
教
授

作
山

巧

農村と都市をむすぶ2019．12
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日
本
の
う
ち
二
つ
以
上
が
参
加
す
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
」
で
あ
る
。
こ
の
た

め
、
ペ
ア
と
し
て
は
六
つ
の
組
合
せ
が
あ
り
う
る
が
、
現
存
す
る

の
は
第
一
図
に
示
し
た
四
つ
で
、
六
種
類
の
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
あ

る
。
ま
ず
日
本
と
米
国
の
間
に
は
、
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
加
え
て
、
未

発
効
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
が
あ
る
。
ま
た
、
日
本
と
Ｅ
Ｕ
の
間
で
は
日

欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
が
あ
る
。
更
に
、
日
本
と
中
国
を
含
む
枠
組
み
と
し
て

第1図 メガFTAの関係

資料：筆者作成。

第1表 メガFTAの概要

資料：角田（2019）を基に筆者作成。
注：TPP11協定はメガFTAではないが、TPP協定から派生したため便宜的に含めた。
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は
、
東
ア
ジ
ア
地
域
包
括
的
経
済
連
携
（
Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
・
ア
ー
ル
セ

ッ
プ
）
と
日
中
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
あ
る
。
最
後
に
、
米
国
と
Ｅ
Ｕ
の
間

で
は
環
大
西
洋
貿
易
投
資
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（
Ｔ
Ｔ
Ｉ
Ｐ
・
テ

ィ
ー
テ
ィ
ッ
プ
）
が
あ
る
。
他
方
で
、
米
国
や
Ｅ
Ｕ
と
中
国
と
の

間
に
は
、
本
稿
執
筆
時
点
で
は
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
構
想
は
存
在
し
な

い
。第

一
表
に
は
、
こ
れ
ら
六
種
類
の
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
概
要
を
示
し

た
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
協
定
は
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
は
な
い
が
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定

か
ら
派
生
し
た
た
め
便
宜
的
に
含
め
た
）。
ま
ず
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
よ

る
経
済
規
模
で
は
、
米
国
と
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
Ｔ
Ｔ
Ｉ
Ｐ
が
最
大
だ

が
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
の
成
立
後
に
交
渉
は
停
止
状
態
に
あ
る
た

め
、
署
名
済
み
で
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
が
、
発
効
済
み
で
は
日
欧
Ｅ
Ｐ

Ａ
が
、
そ
れ
ぞ
れ
最
大
の
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
あ
る
。
他
方
で
、
人
口

規
模
で
見
る
と
、
人
口
大
国
の
中
国
と
イ
ン
ド
を
含
む
Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ

が
最
大
だ
が
、
依
然
と
し
て
妥
結
に
は
至
っ
て
お
ら
ず
、
や
は
り

署
名
済
み
で
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
が
、
発
効
済
み
で
は
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ

が
、
そ
れ
ぞ
れ
最
大
の
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
な
っ
て
い
る
。

3

メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
の
経
過

第
二
次
世
界
大
戦
後
の
世
界
の
貿
易
自
由
化
を
牽
引
し
た
の

は
、
一
九
四
八
年
に
発
効
し
た
関
税
・
貿
易
一
般
協
定
（
Ｇ
Ａ
Ｔ

Ｔ
）
の
下
で
行
わ
れ
た
累
次
の
多
角
的
貿
易
交
渉
（
ラ
ウ
ン
ド
）

で
あ
っ
た
。
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
は
一
九
九
五
年
に
世
界
貿
易
機
関
（
Ｗ
Ｔ

Ｏ
）
に
発
展
し
た
も
の
の
、
二
〇
〇
一
年
に
開
始
さ
れ
た
ド
ー
ハ

・
ラ
ウ
ン
ド
は
二
〇
〇
六
年
に
決
裂
し
、
二
〇
〇
八
年
に
は
そ
の

失
敗
が
決
定
的
と
な
っ
た
。
こ
れ
を
受
け
て
、
そ
れ
ま
で
は
Ｗ
Ｔ

Ｏ
協
定
の
補
完
と
し
て
主
に
二
国
間
で
締
結
さ
れ
て
き
た
Ｆ
Ｔ
Ａ

が
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協
定
の
代
替
と
位
置
づ
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

こ
れ
に
伴
っ
て
、
そ
れ
ま
で
は
ド
ー
ハ
・
ラ
ウ
ン
ド
を
阻
害
す
る

と
し
て
タ
ブ
ー
視
さ
れ
て
い
た
大
国
間
の
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
つ
い
て

も
、
二
〇
一
〇
年
代
に
一
斉
に
交
渉
入
り
す
る
に
至
っ
た
。

以
下
で
は
、
日
本
が
参
加
す
る
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
交
渉
経
過
を
簡

潔
に
要
約
す
る
。

（
一
）
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
と
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
協
定

Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
は
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
と
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
が
二

〇
〇
一
年
に
締
結
し
た
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
端
を
発
し
、
二
〇
〇
六
年
に

は
、
チ
リ
と
ブ
ル
ネ
イ
を
加
え
て
環
太
平
洋
戦
略
的
経
済
連
携
協

定
が
発
効
し
た
。
そ
の
後
米
国
は
、
二
〇
〇
八
年
に
同
協
定
の
拡

大
交
渉
で
あ
る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
へ
の
参
加
を
表
明
し
、
オ
ー
ス
ト
ラ

リ
ア
、
ペ
ル
ー
、
ベ
ト
ナ
ム
も
追
随
し
た
。
こ
れ
ら
八
カ
国
で
交

渉
が
開
始
さ
れ
た
二
〇
一
〇
年
に
は
マ
レ
ー
シ
ア
が
参
加
し
、
メ

キ
シ
コ
と
カ
ナ
ダ
は
二
〇
一
一
年
、
日
本
は
二
〇
一
三
年
に
参
加

し
た
。
参
加
国
は
二
〇
一
五
年
に
大
筋
合
意
に
至
り
、
二
〇
一
六

年
に
協
定
に
署
名
し
た
。
し
か
し
、
二
〇
一
七
年
の
米
国
の
離
脱

に
よ
っ
て
協
定
の
発
効
が
不
可
能
と
な
っ
た
こ
と
を
受
け
て
、
米

国
を
除
く
一
一
カ
国
は
二
〇
一
七
年
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
協
定
に
合
意

������������������������� メガFTAと日本農業の課題
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し
、
日
本
を
含
む
六
カ
国
の
承
認
に
よ
っ
て
二
〇
一
八
年
末
に
発

効
し
た
。

（
二
）
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ

米
国
が
二
〇
一
七
年
一
月
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
か
ら
離
脱
し
た
後

も
、
日
本
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
協
定
や
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
を
推
進
し
、
い
ず
れ

も
二
〇
一
七
年
中
に
合
意
に
達
し
た
。
他
方
で
、
こ
れ
ら
の
協
定

が
発
効
す
る
と
、
日
本
へ
の
農
産
物
輸
出
で
不
利
に
な
る
米
国

は
、
日
米
経
済
対
話
や
日
米
貿
易
協
議
（
Ｆ
Ｆ
Ｒ
）
で
、
二
国
間

Ｆ
Ｔ
Ａ
の
締
結
を
要
求
し
て
き
た
。
日
米
両
国
は
、
二
〇
一
八
年

九
月
の
日
米
首
脳
会
談
で
日
米
共
同
声
明
を
発
表
し
、
事
実
上
の

Ｆ
Ｔ
Ａ
の
交
渉
開
始
に
合
意
し
た
。
閣
僚
級
の
交
渉
は
二
〇
一
九

年
四
月
に
開
始
し
、
同
年
九
月
に
最
終
合
意
し
た
。
そ
の
後
一
〇

月
の
署
名
、
日
本
の
臨
時
国
会
で
の
承
認
を
経
て
、
本
稿
の
執
筆

時
点
で
は
、
二
〇
二
〇
年
一
月
の
発
効
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

（
三
）
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ

二
八
カ
国
が
加
盟
す
る
Ｅ
Ｕ
は
、
対
外
共
通
関
税
を
設
定
し
た

上
で
域
内
の
税
関
を
廃
止
し
、
市
場
統
合
を
実
現
し
て
い
る
関
税

同
盟
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
締
結
も
Ｅ
Ｕ
が
一
体
と
し

て
行
う
必
要
が
あ
り
、
こ
の
点
で
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定

の
よ
う
な
多
国
間
で
は
な
く
、
日
本
と
Ｅ
Ｕ
の
二
地
域
間
の
Ｆ
Ｔ

Ａ
で
あ
る
。
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
は
、
二
〇
一
三
年
三
月
に
交
渉
開
始
に

合
意
し
、
同
年
四
月
か
ら
二
〇
一
七
年
四
月
に
か
け
て
一
八
回
の

交
渉
会
合
が
行
わ
れ
た
。
こ
の
結
果
、
二
〇
一
七
年
七
月
に
大
枠

合
意
に
達
し
、
同
年
一
二
月
に
最
終
的
に
合
意
し
た
上
で
、
二
〇

一
八
年
七
月
に
協
定
に
署
名
し
た
。
そ
の
後
協
定
は
、
日
本
と
Ｅ

Ｕ
で
の
議
会
承
認
を
経
て
、
二
〇
一
九
年
二
月
に
発
効
し
た
。

（
四
）
Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ

東
ア
ジ
ア
の
地
域
Ｆ
Ｔ
Ａ
構
想
は
、
中
国
が
提
案
し
た
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
＋
3
（
日
中
韓
）
と
日
本
が
提
唱
し
た
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
＋
6
（
日

中
韓
＋
豪
州
、
Ｎ
Ｚ
、
イ
ン
ド
）
が
併
存
し
、
日
中
の
主
導
権
争

い
で
停
滞
し
て
い
た
。
し
か
し
、
日
本
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加
の
動

き
を
受
け
て
、
中
国
は
二
〇
一
一
年
に
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
＋
6
へ
一
本

化
す
る
こ
と
に
同
意
し
た
。
そ
の
後
二
〇
一
二
年
に
は
、
参
加
国

は
協
定
の
名
称
を
Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
に
変
更
し
た
上
で
交
渉
開
始
に
合
意

し
、
二
〇
一
三
年
に
実
際
の
交
渉
が
開
始
さ
れ
た
。
Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
交

渉
は
、
開
始
の
時
点
で
は
二
〇
一
五
年
末
ま
で
の
交
渉
完
了
を
目

指
し
て
い
た
が
、
主
に
イ
ン
ド
の
抵
抗
に
よ
っ
て
二
〇
一
九
年
時

点
で
も
合
意
に
至
ら
ず
、
妥
結
の
見
通
し
は
立
っ
て
い
な
い
。

（
五
）
日
中
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ

日
中
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
二
〇
一
二
年
一
一
月
に
交
渉
開
始
に
合
意

し
、
二
〇
一
三
年
三
月
か
ら
二
〇
一
九
年
四
月
に
か
け
て
、
一
五

回
の
交
渉
会
合
が
開
催
さ
れ
た
が
、
本
稿
執
筆
時
点
で
妥
結
に
至

っ
て
い
な
い
。
交
渉
難
航
の
一
因
は
、
二
〇
一
五
年
に
発
効
し
た

中
国
と
韓
国
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
あ
る
。
中
国
と
韓
国
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
上
の
開

発
途
上
国
の
た
め
、
関
税
撤
廃
率
の
低
い
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
締
結
で
き
る

が
、
先
進
国
で
あ
る
日
本
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
は
そ
う
し
た
特
例
は
適
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用
さ
れ
ず
、
自
由
化
水
準
を
巡
っ
て
日
本
と
は
開
き
が
あ
る
。
も

う
一
つ
は
、
Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
と
の
重
複
で
あ
る
。
日
中
韓
は
Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ

交
渉
に
も
参
加
し
て
お
り
、
二
国
間
の
関
税
交
渉
は
そ
れ
と
重
複

し
て
い
る
た
め
、
Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
交
渉
進
展
の
メ
ド
が
立
た
な
い
限

り
、
日
中
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
を
進
め
る
誘
因
も
乏
し
い
。

4

メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
自
由
化
水
準

メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
決
裂
し
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
交
渉
に
代
わ
る
も
の
と
し

て
台
頭
し
て
き
た
経
緯
が
あ
り
、
そ
の
主
要
な
要
素
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
交

渉
で
な
し
得
な
か
っ
た
「
高
水
準
の
貿
易
自
由
化
」
と
「
先
進
的

な
ル
ー
ル
作
り
」
の
二
点
で
あ
る
。
貿
易
自
由
化
に
は
、
物
品
だ

け
で
な
く
サ
ー
ビ
ス
の
自
由
化
も
含
ま
れ
、
ル
ー
ル
作
り
と
は
、

投
資
、
知
的
財
産
権
、
電
子
商
取
引
の
よ
う
に
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協
定
で

十
分
に
カ
バ
ー
さ
れ
て
い
な
い
分
野
の
約
束
を
指
す
。
高
関
税
に

依
存
す
る
日
本
農
業
に
最
も
関
連
が
深
い
の
は
物
品
貿
易
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
本
節
で
は
、
物
品
貿
易
の
自
由
化
水
準
を
基
準
と
し

て
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
評
価
す
る
。

第
二
図
に
は
、
日
本
が
締
結
し
た
Ｅ
Ｐ
Ａ
に
お
け
る
貿
易
額
ベ

ー
ス
の
関
税
撤
廃
率
を
、
協
定
の
合
意
順
に
示
し
た
。
関
税
を
含

め
て
加
盟
国
間
で
の
差
別
を
禁
止
す
る
「
最
恵
国
待
遇
」
が
Ｇ
Ａ

Ｔ
Ｔ
の
原
則
だ
が
、
そ
の
例
外
と
し
て
特
定
国
間
で
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
締

結
も
認
め
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
主
な
要
件
が
「
妥
当
な
期
間
内
に

実
質
上
全
て
の
貿
易
に
つ
い
て
貿
易
障
壁
を
撤
廃
す
る
こ
と
」
で

あ
る
（
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
二
四
条
）。
日
本
政
府
は
、
こ
の
要
件
を
満
た

す
具
体
的
な
基
準
を
、「
協
定
発
効
か
ら
一
〇
年
以
内
に
貿
易
額

の
九
割
以
上
で
の
関
税
撤
廃
」と
し
て
い
る
。こ
の
際
の
九
割
は
、

両
国
の
輸
入
額
の
合
計
で
計
算
さ
れ
、
メ
キ
シ
コ
と
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
の

よ
う
に
、
一
方
の
関
税
撤
廃
率
が
九
割
未
満
の
協
定
も
あ
る
が
、

従
来
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
で
は
両
国
の
合
計
で
は
九
割
を
超
え
て
い
た
。

し
か
し
、
二
〇
一
九
年
一
〇
月
に
署
名
さ
れ
た
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
は

唯
一
の
例
外
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
関
税
撤
廃
率
に
関
し
て
日

本
政
府
は
、
日
本
側
は
八
四
％
、
米
国
側
は
九
二
％
と
発
表
し
た

も
の
の
、
米
国
側
の
自
動
車
や
そ
の
部
品
に
つ
い
て
は
「
関
税
の

撤
廃
に
関
し
て
更
に
交
渉
」と
さ
れ（
内
閣
官
房
他
、二
〇
一
九
）、

実
際
に
は
関
税
撤
廃
は
約
束
さ
れ
て
い
な
い
。
こ
の
た
め
、
自
動

車
や
そ
の
部
品
の
対
日
輸
入
額
を
除
く
と
、
米
国
側
の
関
税
撤
廃

率
は
第
二
図
に
示
し
た
よ
う
に
五
七
％
に
過
ぎ
な
い
。
こ
の
結

果
、
両
国
を
合
わ
せ
た
関
税
撤
廃
率
は
六
七
％
で
日
本
政
府
が
自

ら
定
め
た
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
基
準
を
満
た
し
て
お
ら
ず
、
こ
の
点
で
日
米

Ｆ
Ｔ
Ａ
は
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
違
反
で
あ
る
。

次
に
、
第
三
図
に
は
日
本
側
の
品
目
数
ベ
ー
ス
の
関
税
撤
廃
率

を
示
し
た
。
こ
こ
で
品
目
数
と
い
う
の
は
、
輸
入
品
に
関
税
を
課

す
際
の
細
分
類
で
あ
り
、
例
え
ば
コ
メ
は
玄
米
、
精
米
、
砕
米
の

よ
う
な
種
類
別
に
五
八
の
品
目
に
分
け
ら
れ
る
。
日
本
の
コ
メ
の

よ
う
に
高
い
関
税
を
課
し
て
い
る
品
目
は
、
そ
れ
に
よ
っ
て
輸
入

額
も
少
な
く
な
る
た
め
、
上
述
し
た
貿
易
額
ベ
ー
ス
で
は
関
税
撤
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第2図 関税撤廃率の推移（貿易額ベース）

資料：日本政府の公表資料などを基に筆者作成。
注：ＴＰＰ協定の相手国は米国の数値で、日欧ＥＰＡは両国共に工業品のみの数値である。また、日米ＦＴＡ
の米国側と合計は、自動車やその部品を除いた筆者の試算である。

第3図 日本側の関税撤廃率の推移（品目数ベース）

資料：日本政府の公表資料などを基に筆者作成。
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廃
率
は
過
大
に
評
価
さ
れ
る
傾
向
が
あ
る
。
こ
の
た
め
、
こ
う
し

た
影
響
を
排
除
す
る
た
め
に
、
Ｅ
Ｐ
Ａ
で
関
税
を
撤
廃
す
る
品
目

の
全
品
目
に
対
す
る
割
合
を
と
っ
た
の
が
品
目
数
ベ
ー
ス
の
関
税

撤
廃
率
で
あ
る
。

第
三
図
に
示
し
た
Ｅ
Ｐ
Ａ
に
お
け
る
日
本
の
全
品
目
の
関
税
撤

廃
率
は
、
以
前
は
八
割
台
で
推
移
し
、
農
林
水
産
品
に
限
る
と
六

割
弱
で
あ
っ
た
。つ
ま
り
、コ
メ
を
は
じ
め
と
す
る
重
要
品
目
は
、

関
税
撤
廃
の
対
象
か
ら
ほ
ぼ
除
外
さ
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
二
〇

一
五
年
に
妥
結
し
た
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
で
は
、
関
税
撤
廃
率
は
全
品
目

で
は
九
五
％
、
農
林
水
産
品
で
も
八
二
％
へ
と
大
き
く
上
昇
し
、

そ
れ
は
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
で
も
同
様
だ
っ
た
。
他
方
で
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
で

は
、
全
品
目
の
関
税
撤
廃
率
は
五
一
％
と
試
算
さ
れ
る
上
に
、
農

林
水
産
品
で
は
三
七
％
に
過
ぎ
ず
、
こ
れ
ま
で
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
に
比
べ

て
大
き
く
低
下
し
て
い
る
。
更
に
、
図
に
は
示
し
て
い
な
い
も
の

の
、
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
お
け
る
米
国
側
の
関
税
撤
廃
率
は
、
農
産
品

で
は
一
％
程
度
と
推
定
さ
れ
る
。

日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
帰
結
は
、
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
へ
の
幻
想
を
打
ち
砕
く

の
に
十
分
だ
っ
た
。
当
初
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
は
、
高
水
準
の
貿
易
自

由
化
と
先
進
的
な
ル
ー
ル
作
り
を
含
む
「
二
一
世
紀
型
の
貿
易
協

定
」
と
持
て
は
や
さ
れ
た
。
他
方
で
、「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
協
定
等
に
よ

る
劣
後
を
解
消
す
る
」
と
い
う
米
国
の
利
害
を
反
映
し
た
日
米
Ｆ

Ｔ
Ａ
の
対
象
は
物
品
貿
易
の
み
で
、
そ
の
自
由
化
水
準
は
Ｇ
Ａ
Ｔ

Ｔ
の
要
件
に
遠
く
及
ば
な
い
。
こ
う
し
た
対
照
的
な
帰
結
は
、「
米

国
や
日
本
の
よ
う
な
大
国
が
主
導
す
る
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
自
ず
と
高

水
準
に
な
る
」
と
い
う
の
は
幻
想
で
、
大
国
の
意
向
次
第
で
国
際

ル
ー
ル
が
踏
み
に
じ
ら
れ
る
危
険
が
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
米
国
が
参
加
す
る
メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
帰
結
は
米
国

次
第
で
あ
る
。
二
〇
〇
九
年
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
へ
の
再
参
加
を
決
断

し
た
オ
バ
マ
政
権
は
、
日
本
を
含
む
同
盟
国
と
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
を
締

結
す
る
こ
と
が
米
国
の
国
益
で
、
台
頭
す
る
中
国
へ
の
牽
制
に
も

な
る
と
考
え
て
い
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
二
〇
一
七
年
の
就
任
直

後
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
か
ら
離
脱
し
た
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
、
自
動
車
関

税
の
撤
廃
の
よ
う
な
譲
歩
は
米
国
の
製
造
業
の
打
撃
と
な
り
、
対

中
国
を
含
め
て
二
国
間
交
渉
が
米
国
の
国
益
を
確
保
す
る
上
で
最

善
と
考
え
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
国
際
ル
ー
ル
を
守
る
た
め
に

は
米
国
の
譲
歩
も
不
可
避
と
す
る
の
が
オ
バ
マ
政
権
で
、
自
国
の

利
益
の
た
め
に
は
国
際
ル
ー
ル
の
破
壊
も
辞
さ
な
い
の
が
ト
ラ
ン

プ
政
権
で
あ
る
。
貿
易
協
定
で
の
米
国
の
自
動
車
関
税
の
扱
い
は

そ
の
政
権
の
意
向
を
反
映
し
、
日
本
に
為
す
術
は
な
か
っ
た
。

5

日
本
農
業
の
課
題

日
本
が
二
〇
〇
〇
年
代
に
締
結
し
た
二
国
間
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
は
、
農

林
水
産
品
の
関
税
撤
廃
率
も
六
割
程
度
に
過
ぎ
ず
、
日
本
農
業
に

大
き
な
打
撃
を
与
え
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
他
方
で
、
二
〇
一

〇
年
代
後
半
に
相
次
い
で
発
効
し
た
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
協
定
や
日
欧
Ｅ
Ｐ

Ａ
で
は
、
主
要
な
農
産
物
輸
出
国
に
対
し
て
農
林
水
産
品
の
八
割
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以
上
で
関
税
を
撤
廃
し
、
重
要
品
目
で
も
大
幅
な
市
場
開
放
を
約

束
し
た
。
こ
の
点
で
、
こ
れ
か
ら
発
効
す
る
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
含
む

メ
ガ
Ｆ
Ｔ
Ａ
や
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
協
定
は
、
一
九
九
五
年
か
ら
実
施
さ
れ

た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
農
業
合
意
以
来
の
大
規
模
な
農
産
物
の
自
由
化
を
も
た

ら
す
も
の
で
、
日
本
農
業
へ
の
影
響
は
避
け
ら
れ
な
い
。

と
り
わ
け
、
影
響
が
大
き
い
の
が
酪
農
を
含
む
畜
産
で
あ
る
。

農
林
水
産
省
の
影
響
試
算
に
よ
る
と
、
農
林
水
産
物
の
生
産
減
少

額
に
占
め
る
畜
産
物
の
割
合
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
が
六
〇
％
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11

が
六
五
％
、
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
が
五
四
％
、
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
八
五
％
を

占
め
て
い
る
（
農
林
水
産
省
、
二
〇
一
五
、
二
〇
一
七
ａ
、
二
〇

一
七
ｂ
、
二
〇
一
九
）。
例
え
ば
、
牛
肉
の
関
税
率
は
、
現
行
の

三
八
・
五
％
か
ら
最
終
的
に
九
％
へ
と
四
分
の
一
に
な
り
、
豚
肉

の
関
税
率
は
、
現
行
の
最
高
四
八
二
円
／
㎏
が
最
終
的
に
は
五
〇

円
／
㎏
へ
と
一
〇
分
の
一
に
な
る
。
食
肉
に
つ
い
て
は
輸
入
品
と

の
差
別
化
を
図
り
つ
つ
、
国
内
生
産
の
維
持
が
課
題
と
な
る
。

更
に
、
二
〇
二
〇
年
の
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
追
加
交
渉
に
加
え
て
、

二
〇
二
四
年
以
降
の
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
や
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
協
定
の
再
交
渉
を

展
望
す
る
と
、
貿
易
協
定
の
交
渉
プ
ロ
セ
ス
の
再
構
築
が
不
可
欠

で
あ
る
。
米
国
で
は
交
渉
の
様
々
な
段
階
で
の
連
邦
議
会
の
関
与

や
独
立
機
関
に
よ
る
効
果
分
析
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
ま

た
、
Ｅ
Ｕ
で
は
欧
州
議
会
か
ら
交
渉
権
限
を
取
得
し
な
い
限
り
、

交
渉
に
着
手
で
き
な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
日
本
で
は
、
立
法
府
が

関
与
す
る
の
は
最
後
の
協
定
の
承
認
の
み
で
あ
る
。
従
来
の
日
本

で
は
、
自
民
党
の
農
林
族
議
員
が
「
与
党
内
野
党
」
と
し
て
一
定

の
歯
止
め
役
を
果
た
し
て
き
た
が
、「
安
倍
一
強
」
の
下
で
雲
散

霧
消
し
た
。
他
方
で
、
官
邸
独
走
の
弊
害
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
違
反
の

協
定
が
平
然
と
国
会
提
出
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
も
明
ら
か
で
あ

る
。
行
政
府
の
暴
走
を
縛
る
手
続
き
の
設
定
が
喫
緊
の
課
題
で
あ

る
。
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〇
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は
じ
め
に

オ
ホ
ー
ツ
ク
海
は
北
海
道
の
北
東
部
に
面
し
、
千
島
列
島
で
隔

て
ら
れ
た
太
平
洋
の
縁
辺
海
の
一
つ
で
あ
る
。
千
島
列
島
の
海
峡

と
の
間
で
太
平
洋
側
と
の
海
水
交
換
が
あ
る
一
方
、
日
本
海
か
ら

は
宗
谷
海
峡
を
通
じ
て
暖
流
が
流
れ
込
み
、
宗
谷
暖
流
と
し
て
北

海
道
の
沿
岸
を
流
れ
て
い
る
。
加
え
て
、
北
部
で
は
ア
ム
ー
ル
川

か
ら
大
量
の
淡
水
が
流
入
す
る
た
め
、
表
層
に
は
低
塩
分
水
が
広

く
分
布
す
る
と
い
う
特
徴
を
持
っ
て
い
る
。
漁
業
・
水
産
業
の
面

で
は
、
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
域
は
代
表
的
な
ホ
タ
テ
ガ
イ
漁
場
の
一
つ

で
あ
り
、
北
海
道
の
宗
谷
と
オ
ホ
ー
ツ
ク
管
内
で
の
ホ
タ
テ
ガ
イ

の
水
揚
げ
量
（
一
八
四
千
ト
ン
、
平
成
二
八
年
）
は
全
国
の
水
揚

げ
量
の
四
三
％
を
占
め
る
。ホ
タ
テ
ガ
イ
以
外
で
も
、さ
け
ま
す
、

ス
ケ
ト
ウ
ダ
ラ
、
カ
ニ
類
、
タ
コ
な
ど
の
水
揚
げ
も
多
く
、
国
内

有
数
の
漁
業
生
産
力
の
高
い
海
域
で
あ
る
。

ま
た
、
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
は
「
流
氷
の
海
」
と
し
て
も
知
ら
れ
て

い
る
。
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
は
北
半
球
で
最
も
低
緯
度
ま
で
海
氷
に
覆

わ
れ
る
点
で
特
異
な
海
域
で
あ
る
。
流
氷
は
凍
結
し
た
海
水
が
海

流
や
風
に
よ
っ
て
漂
流
す
る
も
の
で
、
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
で
は
一
月

〜
三
月
に
北
海
道
沿
岸
に
来
遊
し
、
全
国
ニ
ュ
ー
ス
で
も
取
り
上

げ
ら
れ
る
冬
の
風
物
詩
と
な
っ
て
い
る
。
流
氷
の
多
く
は
ア
ム
ー

ル
川
か
ら
の
淡
水
が
流
入
す
る
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
北
部
海
域
で
生
成

さ
れ
る
が
、
南
下
す
る
間
に
も
周
囲
の
海
水
が
凍
結
す
る
の
に
加

え
て
、
風
波
で
壊
れ
た
り
く
っ
つ
い
た
り
を
繰
り
返
し
て
成
長
す

る
。
流
氷
が
来
遊
す
る
間
、
船
舶
航
行
は
困
難
と
な
り
水
揚
げ
も

な
く
な
る
た
め
、
地
元
に
と
っ
て
長
ら
く
流
氷
は
厄
介
も
の
と
し

オ
ホ
ー
ツ
ク
海
の
海
の
幸
は
流
氷
の
た
ま
も
の
？

―
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
域
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
と
お
し
て
生
物
生
産
機
構
を
探
る
―
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て
と
ら
え
ら
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
流
氷
に
覆
わ
れ
た
海
の
景
観

の
観
光
資
源
と
し
て
の
価
値
が
評
価
さ
れ
、
網
走
と
紋
別
の
流
氷

観
光
船
は
毎
年
多
く
の
観
光
客
で
賑
わ
っ
て
い
る
。
流
氷
の
季
節

に
海
中
に
現
れ
る
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
、
ク
リ
オ
ネ
（
正
式
な
和
名
は

ハ
ダ
カ
カ
メ
ガ
イ
）
が
「
流
氷
の
天
使
」
と
し
て
話
題
に
な
る
な

ど
、
流
氷
は
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
域
の
シ
ン
ボ
ル
と
し
て
地
元
の
意
識

も
変
わ
り
つ
つ
あ
る
。

流
氷
の
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
イ
メ
ー
ジ
が
薄
ら
い
で
き
た
こ
と
と
合

わ
せ
て
、
流
氷
来
遊
が
地
元
漁
業
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て
も
新

た
な
学
術
的
知
見
が
増
え
て
い
る
。
流
氷
は
ア
ム
ー
ル
の
河
川
水

が
起
源
で
あ
る
の
で
、
河
川
水
に
豊
富
に
含
ま
れ
る
植
物
プ
ラ
ン

ク
ト
ン
の
成
長
に
必
要
な
微
量
物
質
（
栄
養
塩
）
が
流
氷
と
し
て

北
海
道
に
運
ば
れ
、
春
に
流
氷
が
北
海
道
沿
岸
で
解
け
た
と
き
に

栄
養
塩
が
放
出
さ
れ
、
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
の
植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
ブ

ル
ー
ム
（
大
増
殖
現
象
）
に
貢
献
し
て
い
る
の
で
は
な
い
か
、
と

い
う
説
が
唱
え
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
流
氷
の
中
に
は
植
物
プ
ラ

ン
ク
ト
ン
の
一
部
の
種
が
海
水
中
よ
り
高
濃
度
で
生
育
（
ア
イ
ス

ア
ル
ジ
ー
と
呼
ば
れ
る
）
し
、
基
礎
生
産
者
と
し
て
冬
季
の
生
態

系
を
支
え
る
と
と
も
に
、
流
氷
融
解
と
と
も
に
大
量
に
放
出
さ
れ

た
ア
イ
ス
ア
ル
ジ
ー
が
沈
降
し
て
、
底
生
の
ホ
タ
テ
ガ
イ
や
カ
ニ

の
餌
と
し
て
成
長
を
促
進
し
て
い
る
、
と
い
っ
た
説
を
挙
げ
る
研

究
者
も
お
り
、「
流
氷
は
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
域
の
豊
か
な
海
の
幸
を

も
た
ら
し
て
い
る
」
と
い
う
認
識
が
広
が
っ
て
い
る
。
し
か
し
、

こ
れ
ら
の
説
は
ま
だ
仮
説
の
段
階
で
あ
り
、
実
際
の
オ
ホ
ー
ツ
ク

海
の
豊
か
さ
（
生
物
生
産
力
）
は
流
氷
来
遊
期
に
調
査
研
究
に
利

用
で
き
る
船
舶
が
限
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
い
ま
だ
十
分
な
デ

ー
タ
に
乏
し
い
の
が
現
状
で
あ
る
。

水
産
研
究
・
教
育
機
構
（
水
産
機
構
）
で
は
、
オ
ホ
ー
ツ
ク
海

沿
岸
〜
沖
合
域
に
か
け
て
の
海
洋
環
境
と
そ
の
季
節
変
化
を
明
ら

か
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
二
〇
〇
〇
年
に
オ
ホ
ー
ツ
ク
海

で
の
海
洋
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査
を
開
始
し
た
。
調
査
船
の
除
籍
の

影
響
で
二
〇
〇
八
年
に
調
査
規
模
を
縮
小
す
る
ま
で
は
、
基
本
的

に
四
月
〜
十
月
の
年
間
四
回
の
定
線
調
査
を
行
い
、
流
氷
の
影
響

の
な
い
季
節
の
海
洋
環
境
を
物
理
、
化
学
、
生
物
の
観
点
か
ら
調

査
を
行
っ
て
き
た
。
加
え
て
、
紋
別
市
の
砕
氷
船
ガ
リ
ン
コ
号
Ⅱ

を
用
い
て
、
紋
別
市
と
共
同
し
て
流
氷
来
遊
期
の
沿
岸
海
洋
調
査

と
ア
イ
ス
ア
ル
ジ
ー
の
採
集
を
二
〇
〇
九
年
か
ら
行
う
と
と
も

に
、
一
九
九
七
年
か
ら
沿
岸
域
で
の
海
洋
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
取
り

組
ん
で
い
る
紋
別
市
の
観
測
デ
ー
タ
を
提
供
し
て
も
ら
い
、
オ
ホ

ー
ツ
ク
海
沿
岸
域
の
環
境
変
動
と
流
氷
来
遊
と
の
関
係
性
に
つ
い

て
解
析
し
た
。

零
下
の
水
温
と
亜
表
層
高
ク
ロ
ロ
フ
ィ
ル
層
の
存
在
す

る
オ
ホ
ー
ツ
ク
海

オ
ホ
ー
ツ
ク
海
の
海
洋
環
境
は
沿
岸
域
と
沖
合
域
で
そ
の
特
徴

が
大
き
く
異
な
る
。
沿
岸
域
で
は
、
冬
の
間
に
北
方
か
ら
運
ば
れ
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た
栄
養
塩
を
使
っ
て
春
季
に
植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
が
増
加
す
る

が
、
夏
季
〜
秋
季
に
か
け
て
宗
谷
暖
流
の
影
響
が
強
く
な
り
、
表

層
か
ら
底
層
ま
で
高
水
温
・
高
塩
分
の
水
が
占
め
る
よ
う
に
な
る

（
図
1
）。
こ
の
よ
う
な
暖
流
系
水
は
栄
養
塩
も
少
な
い
の
で
、

植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
量
（
光
合
成
色
素
で
あ
る
ク
ロ
ロ
フ
ィ
ル
ａ

量
と
し
て
表
す
）
も
少
な
い
傾
向
を
示
す
。
一
方
、
沖
合
域
で
は

沿
岸
域
と
同
じ
く
春
に
植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
の
増
加
が
み
ら
れ
る

が
、
そ
の
後
は
沿
岸
域
と
は
異
な
る
特
徴
を
示
す
。
沖
合
域
の
表

層
に
は
比
重
の
軽
い
低
塩
分
水
が
分
布
し
、
そ
の
下
に
は
比
重
の

重
い
中
冷
水
が
分
布
す
る
二
層
構
造
に
な
っ
て
い
る
。
中
冷
水
は

表
層
の
低
塩
分
水
と
混
じ
り
に
く
い
た
め
、
二
つ
の
水
の
間
に
は

強
い
密
度
躍
層
が
形
成
さ
れ
る
。
中
冷
層
の
水
温
は
夏
季
で
も
摂

氏
0
度
以
下
に
な
る
こ
と
も
よ
く
あ
る
（
図
1
）。
表
層
と
中
冷

水
と
の
間
の
密
度
躍
層
は
植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
に
と
っ
て
光
も
栄

養
塩
も
好
適
な
条
件
が
揃
っ
た
環
境
の
た
め
、
亜
表
層
（
水
深
二

〇
〜
三
〇
ｍ
）
に
植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
が
増
加
す
る
現
象
が
み
ら

れ
る
（
図
2
）。
広
い
海
域
で
長
期
間
に
わ
た
っ
て
亜
表
層
で
の

植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
が
増
加
す
る
現
象
は
北
海
道
の
他
海
域
で
は

み
ら
れ
ず
、
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
沖
合
域
の
特
徴
の
一
つ
で
あ
る
。

オ
ホ
ー
ツ
ク
海
の
春
は
海
明
け
と
と
も
に
始
ま
る

流
氷
を
採
集
し
て
、
そ
の
中
の
ア
イ
ス
ア
ル
ジ
ー
を
顕
微
鏡
で

見
た
も
の
が
図
3
で
あ
る
。
ア
イ
ス
ア
ル
ジ
ー
は
単
一
の
種
で
は

な
く
、大
き
さ
や
分
類
の
異
な
る
多
く
の
微
細
な
藻
類（
珪
藻
類
）

か
ら
構
成
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
割
合
は
採
集
し
た
日
に
よ
っ
て

異
な
っ
て
い
た
。
ア
イ
ス
ア
ル
ジ
ー
は
、
も
と
も
と
海
水
中
に
も

分
布
す
る
植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
が
海
水
の
凍
結
時
に
氷
の
中
に
入

り
込
み
、
そ
こ
で
増
殖
し
た
も
の
で
あ
る
た
め
、
取
り
込
ま
れ
た

時
期
や
場
所
に
よ
っ
て
群
集
組
成
は
変
わ
る
た
め
で
あ
る
と
考
え

ら
れ
る
。

ア
イ
ス
ア
ル
ジ
ー
は
流
氷
の
中
と
い
う
低
温
環
境
で
も
生
育
で

き
る
種
類
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
い
る
が
、
一
般
的
に
は
冬
の
海

は
低
水
温
と
強
風
に
よ
る
海
水
の
撹
拌
で
植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
が

増
え
に
く
い
環
境
に
あ
る
。
流
氷
の
来
遊
は
海
水
の
攪
拌
を
抑
え

る
効
果
が
あ
る
が
、
海
中
に
差
し
込
む
光
も
遮
る
た
め
、
海
水
中

の
植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
に
と
っ
て
は
厳
し
い
環
境
に
な
る
。
春
が

近
づ
き
流
氷
の
融
解
が
進
む
と
、
沿
岸
域
の
流
氷
が
減
っ
て
、
船

が
航
行
で
き
る
状
態
に
な
る
「
海
明
け
」
と
な
る
。
紋
別
周
辺
の

流
氷
に
覆
わ
れ
た
面
積
の
割
合
と
ク
ロ
ロ
フ
ィ
ル
ａ
量
の
時
間
変

化
を
見
る
と
（
図
4
）、
沿
岸
域
の
流
氷
面
積
が
減
少
し
て
海
明

け
状
態
に
な
っ
て
間
も
な
く
ク
ロ
ロ
フ
ィ
ル
ａ
量
が
増
加
し
て
い

る
。
こ
の
こ
と
は
流
氷
が
減
る
こ
と
で
海
水
中
に
差
し
込
む
光
が

増
加
し
、
光
合
成
に
よ
っ
て
植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
が
増
え
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
オ
ホ
ー
ツ
ク
海

に
と
っ
て
流
氷
は
栄
養
塩
や
有
機
物
を
運
ん
で
く
れ
る
が
、
流
氷

が
去
る
こ
と
で
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
の
基
礎
生
産
量
が
増
加
し
、
海
の
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図2 沖合域のクロロ
フィルａ濃度の鉛直分
布の季節変化（2000～
2006年の平均）．

図1 2005年の観測データによる沿岸域（左）と沖
合域（右）の水温の鉛直分布の季節変化．

図3 流氷中でみられたアイスアルジーの例．大きさは0．01－0．03mm．
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幸
の
豊
か
さ
に
つ
な
が
っ
て
い
る
と
も
言
え
る
。

最
後
に

長
期
的
な
観
測
デ
ー
タ
か
ら
、
オ
ホ
ー
ツ
ク
海
で
流
氷
が
作
ら

れ
る
量
は
年
々
減
少
す
る
傾
向
に
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
て

お
り
、
北
海
道
沿
岸
で

流
氷
が
見
ら
れ
る
期
間

も
以
前
よ
り
も
短
く
な

っ
て
い
る
こ
と
が
統
計

的
に
示
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
は
地
球
規
模
で
続

い
て
い
る
温
暖
化
現
象

の
影
響
の
一
つ
で
あ
る

と
考
え
ら
れ
て
い
る

が
、
こ
の
ま
ま
の
状
態

が
続
い
て
北
海
道
に
流

氷
が
来
遊
し
な
く
な
っ

た
場
合
、
環
境
や
漁
業

に
ど
の
よ
う
な
影
響
が

出
て
く
る
か
は
ま
だ
予

測
で
き
る
だ
け
の
知
見

が
充
分
で
は
な
い
。
将

来
を
予
測
す
る
た
め
に

は
、
ま
ず
過
去
と
現
在
の
変
動
を
正
し
く
観
測
し
、
観
測
項
目
の

間
の
関
連
性
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
オ
ホ
ー
ツ

ク
海
で
も
、
一
年
を
通
し
た
観
測
調
査
を
継
続
し
て
行
い
、
海
洋

構
造
や
生
態
系
の
構
造
と
生
産
力
の
変
動
性
、
と
り
わ
け
流
氷
来

遊
と
そ
の
期
間
の
海
と
生
物
の
応
答
に
つ
い
て
の
研
究
を
強
化
し

て
、
環
境
変
化
が
及
ぼ
す
影
響
予
測
に
必
要
な
観
測
デ
ー
タ
の
充

実
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
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調
査
は
北
水
研
ま
た
は
水
産
機
構
と
紋
別
市
の
共

同
研
究
契
約
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
た
。
最
後
に
、
本
研
究
の
観
測

調
査
に
際
し
、
多
大
な
る
協
力
を
い
た
だ
い
た
船
舶
（
水
産
機
構

調
査
船
・
探
海
丸
お
よ
び
北
光
丸
、
砕
氷
船
ガ
リ
ン
コ
号
Ⅱ
）
の

船
長
並
び
に
乗
組
員
の
皆
さ
ま
に
感
謝
す
る
。

図4 2014年の紋別沿岸域の海面に占める流氷の割合（灰
色、％）とクロロフィルａ濃度（点線）の季節変化．
横軸は元日からの日数．

��������� 水産研究成果報告オホーツク海の海の幸は流氷のたまもの？―オホーツク海域のモニタリングをとおして生物生産機構を探る―
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編
集
後
記

年
の
瀬
を
迎
え
ま
し
た
。「
新
語
・
流
行
語
」
年
間
大
賞
は
ラ

グ
ビ
ー
日
本
代
表
の
ス
ロ
ー
ガ
ン
「
Ｏ
Ｎ
Ｅ

Ｔ
Ｅ
Ａ
Ｍ
」
と
の

こ
と
。
筆
者
も
、
初
戦
か
ら
の
四
連
勝
で
マ
ス
コ
ミ
が
大
き
く
取

り
上
げ
る
中
、
ル
ー
ル
も
よ
く
知
ら
な
い
の
に
、
ご
多
分
に
漏
れ

ず
�
に
わ
か
ラ
グ
ビ
ー
フ
ァ
ン
�
と
な
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。

こ
の
日
本
代
表
の
爽
や
か
さ
と
は
対
極
の
�
う
さ
ん
臭
さ
�
テ

ン
コ
盛
り
な
の
が
「
桜
を
見
る
会
」。
公
費
を
支
出
し
て
の
行
事

で
、
招
待
者
は
功
績
・
功
労
の
あ
っ
た
方
々
で
あ
る
は
ず
が
、「
反

社
勢
力
」
と
み
ら
れ
る
人
物
や
マ
ル
チ
商
法
で
悪
名
高
い
元
経
営

者
が
招
待
さ
れ
、
安
部
首
相
の
地
元
後
援
会
か
ら
も
多
数
の
有
権

者
が
参
加
し
て
い
ま
し
た
。
し
か
も
、
問
題
が
明
ら
か
に
な
る
や

招
待
者
名
簿
は
即
廃
棄
。「
モ
リ
カ
ケ
問
題
」
な
ど
の
�
教
訓
�

が
活
か
さ
れ
た
の
か
、
隠
蔽
手
法
が
上
達
し
た
よ
う
で
す
。

来
年
こ
そ
は
「
お
ご
れ
る
者
久
し
か
ら
ず
」
が
現
実
の
も
の
と

な
る
よ
う
願
い
た
い
も
の
で
す
。

さ
て
、本
号
で
は
ガ
ッ
ト
・
ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド（
Ｕ
Ｒ
）

か
ら
直
近
の
日
米
貿
易
交
渉
ま
で
の
経
緯
を
振
り
返
り
、
そ
の
内

容
や
背
景
、
日
本
農
業
の
課
題
に
つ
い
て
特
集
を
組
み
ま
し
た
。

筆
者
は
九
○
年
代
初
頭
、
ベ
ル
ギ
ー
・
ブ
リ
ュ
ッ
セ
ル
で
の
Ｕ

Ｒ
閣
僚
会
議
に
合
わ
せ
た
労
農
市
民
会
議
要
請
団
に
参
加
し
ま
し

た
。
当
時
の
大
命
題
は
「
コ
メ
輸
入
自
由
化
阻
止
」
で
と
て
も
明

快
だ
っ
た
一
方
、閉
口
し
た
の
が
交
渉
の
内
容
や
経
過
が
複
雑
で
、

専
門
用
語
が
飛
び
交
う
こ
と
で
し
た
。
そ
の
こ
と
は
以
降
の
Ｗ
Ｔ

Ｏ
農
業
交
渉
、
Ｅ
Ｐ
Ａ
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
な
ど
で
も
同
様
で
、
資
料

の
同
じ
ペ
ー
ジ
や
行
を
何
度
も
読
み
か
え
し
た
も
の
で
し
た
。

と
こ
ろ
で
、
本
誌
九
二
年
四
月
号
に
「
Ｕ
Ｒ
農
業
交
渉
の
現
局

面
」
と
し
て
交
渉
責
任
者
の
塩
飽
二
郎
農
林
水
産
審
議
官
へ
の
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。塩
飽
氏
に
よ
れ
ば
、当
時
、

大
統
領
選
挙
を
控
え
た
�
父
ブ
ッ
シ
ュ
�
の
姿
勢
が
交
渉
の
行
方

に
大
き
な
影
響
を
与
え
て
い
た
と
の
こ
と
。
ト
ラ
ン
プ
氏
が
日
米

貿
易
交
渉
を
大
統
領
選
対
策
の
一
環
と
し
て
い
る
の
と
ま
る
で
同

じ
で
す
。
ま
た
、
塩
飽
氏
は
農
産
品
の
輸
出
・
輸
入
国
の
扱
い
が

不
平
等
だ
と
し
て
、「
日
本
は
失
う
だ
け
で
あ
っ
て
、
輸
出
が
な

い
の
だ
か
ら
得
ら
れ
る
も
の
は
何
ひ
と
つ
な
い
。」
と
輸
出
国
の

�
わ
が
ま
ま
�
を
批
判
し
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
か
、
塩
飽
氏
の

二
○
一
○
年
度
農
業
白
書
へ
の
寄
稿
文
に
は
、�
わ
が
国
の
理
念

は
農
業
の
持
つ
多
面
的
な
役
割
へ
の
配
慮
の
必
要
性
だ
が
、
ア
ン

グ
ロ
サ
ク
ソ
ン
特
有
の
功
利
的
な
哲
学
に
裏
打
ち
さ
れ
た
ガ
ッ
ト

や
Ｗ
Ｔ
Ｏ
で
は
、
こ
の
理
念
の
み
を
掲
げ
た
交
渉
に
は
著
し
い
限

界
が
あ
る
。「
例
外
の
な
い
関
税
化
」
へ
の
歯
止
め
と
し
て
の
相

手
国
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
要
求
、
そ
の
裏
打
ち
と
し
て
の
恒
常
的

な
農
産
物
の
輸
出
の
存
在
が
不
可
欠
�
と
あ
り
ま
す
。
現
政
権
の

掲
げ
る
成
長
戦
略
「
農
産
物
輸
出
一
兆
円
」
に
は
そ
の
よ
う
な
戦

略
は
あ
る
の
で
し
ょ
う
か
。

（
花
村
）
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